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○午前１０時００分開会 

○鈴木（真）委員長  ただいまより、予算特別委員会を開きます。 

 それでは、第５号議案、令和２年度品川区一般会計予算を議題に供します。 

 本日の審査項目は、歳入ならびに歳出第１款議会費、第８款公債費および第９款予備費ならびに債務

負担行為および一時借入金等でございますので、ご了承願います。 

 それでは、これより本日予定の審査項目の全てを一括して説明願います。 

○品川財政課長  おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 それでは、予算書７ページをお開きください。令和２年度品川区一般会計予算は、第１条、歳入歳出、

それぞれ１,８８３億２,５００万円と定めるものであります。 

 第４条、一時借入金の最高額を５０億円と定めるものであります。 

 第５条、職員給与費については、同一款内での項間流用を定めているものであります。 

 ８ページをお願いいたします。第１表歳入歳出予算は、歳入第１款特別区税から、１０ページにまい

りまして、２０款特別区債まで。 

 １１ページをお願いいたします。歳出第１款議会費から、１２ページ、第９款予備費までであります。 

 右側にまいりまして、第２表債務負担行為は、１段目、品川区土地開発公社からの用地取得から、６

段目、公共事業施行による移転資金融資あっせんに伴う金融機関に対する損失補償までは、例年設定す

るもの、その下、品川歴史館施設改修および展示基本・実施設計委託から、１４ページ、一番下、第四

日野小学校下水管付替え工事監理委託までの２３件は、新規であります。 

 １５ページをお願いいたします。第３表特別区債は学校施設整備で、小学校２校の学校用地取得によ

り、限度額を１６億円とするものであります。 

 ５０ページをお願いいたします。第１款特別区税、１項特別区民税は、４８０億３,２００万円で、

納税義務者数の増によるもの、２項軽自動車税は、１億３,９７０万円で、税制改正によるものであり

ます。 

 ５２ページをお願いいたします。３項特別区たばこ税は、３０億４,８００万円で、対前年０.３％の

減。 

 ２款地方譲与税、１項地方揮発油譲与税は、１億５,０００万円。 

 ２項自動車重量譲与税は、３億７,０００万円で、対前年８.８％の増。 

 ３項森林環境譲与税は、３,２３０万円で、対前年１１６.８％の増であります。 

 ５４ページをお願いいたします。３款利子割交付金、１項利子割交付金は、１億２,０００万円。 

 ４款配当割交付金、１項配当割交付金は、６億３,０００万円。 

 ５款株式等譲渡所得割交付金、１項株式等譲渡所得割交付金は、５億２,０００万円であります。 

 ６款地方消費税交付金、１項地方消費税交付金は、１１３億８,０００万円で、対前年４１.４％の増。 

 ７款環境性能割交付金、１項環境性能割交付金は、１億５００万円で、税制改正によるものでありま

す。 

 ５６ページをお願いいたします。８款地方特例交付金、１項地方特例交付金は、２億２,０００万円

で、対前年１０％の増。 

 ９款特別区交付金、１項特別区財政調整交付金は、４１０億円と、対前年２.６％の減であります。 

 １０款交通安全対策特別交付金、１項交通安全対策特別交付金は、３,０００万円で、対前年３.２％
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の減であります。 

 １１款分担金及び負担金、１項負担金、１目総務費負担金は、９,５１０万２,０００円で、対前

年６.３％の減であります。 

 ５８ページをお願いいたします。２目民生費負担金は、１７億８,５９２万円で、対前年２６.８％の

減。主なものは、５９ページ、３節保育園保育料、幼児教育無償化に伴う減であります。 

 ３目衛生費負担金は、５億６１６万４,０００円で、対前年５.６％の減。 

 ６０ページをお願いいたします。４目産業経済費負担金は、１,２７７万７,０００円で、対前

年０.４％の増であります。 

 以上により、負担金の計は２３億９,９９６万３,０００円で、対前年２２.３％の減であります。 

 １２款使用料及び手数料、１項使用料、１目総務使用料は、２億１,０５４万１,０００円で、対前

年０.２％の減。 

 ６８ページをお願いいたします。２目民生使用料は、１億４,１５５万円で、対前年１９.７％の減。

主なものは、７１ページ、９節幼稚園保育料、幼児教育無償化に伴う減であります。 

 ７２ページをお願いいたします。３目衛生使用料は、４６３万５,０００円で、対前年３％の減。 

 ４目産業経済使用料は、１億２,１２７万７,０００円で、対前年０.７％の減であります。 

 ７４ページをお願いします、５目土木使用料は、３１億３,１３０万１,０００円で、対前年１.２％

の減。 

 ７６ページ、６目教育使用料は、６,６０８万５,０００円で、対前年５.６％の増であります。 

 以上により、使用料の計は３６億７,５３８万９,０００円で、対前年１.９％の減であります。 

 ７８ページをお願いいたします。１２款使用料及び手数料、２項手数料、１目総務手数料は、２

億５０５万８,０００円で、対前年２.１％の減。主なものは、７９ページ、２節戸籍証明手数料の減で

あります。 

 ８０ページをお願いいたします。２目衛生手数料は、３億８,６５５万２,０００円で、対前

年０.８％の増。 

 ８２ページをお願いいたします。３目土木手数料は２,９０５万９,０００円で、対前年２％の減であ

ります。 

 ８６ページをお願いいたします。以上により、手数料の計は、６億２,０６６万９,０００円で、対前

年０.３％の減であります。 

 １３款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費負担金は、２１１億４,４５２万２,０００円で、対

前年７.１％の増。主なものは、８９ページ、１１節児童保育費、私立保育園の定員増によるものであ

ります。 

 ８８ページをお願いいたします。２目衛生費負担金は、４,８８８万１,０００円で、対前

年１６.６％の増。 

 ９０ページをお願いいたします。３目教育費負担金は、４,００９万円で、対前年７５.２％の減であ

ります。 

 以上により、国庫負担金の計は、２１２億３,３４９万３,０００円で、対前年６.４％の増でありま

す。 

 ２項国庫補助金、１目総務費補助金は、１億２,８２３万１,０００円で、対前年１０５.２％の増。 

 ９２ページをお願いいたします。２目民生費補助金は、１０億６,０９５万８,０００円で、対前
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年４.５％の増。 

 ３目衛生費補助金は、９,６０２万２,０００円で、対前年７６.７％の増。 

 ９６ページをお願いいたします。４目土木費補助金は、３３億２,５９０万円で、対前年４５.３％の

減。主なものは、９７ページをお願いします。１節社会資本整備総合交付金、武蔵小山駅周辺地区再開

発事業、パルム駅前地区事業完了による減であります。 

 １００ページをお願いいたします。５目教育費補助金は、４億８,４２９万円で、対前年１５.６％の

減であります。 

 １０２ページをお願いいたします。以上によりまして、国庫補助金の計は５０億９,５４０

万１,０００円で、対前年３４.６％の減であります。 

 １０４ページをお願いいたします。３項国庫委託金は、６４８万４,０００円で、対前年９.５％の増

であります。 

 １４款都支出金、１項都負担金、１目民生費負担金は、６１億２,７８０万７,０００円で、対前

年１２.３％の増。主なものは１０７ページ、１１節児童保育費は、区内私立保育園の定員増によるも

のであります。 

 １０８ページをお願いいたします。２目衛生費負担金は、５７７万３,０００円で、対前年４％の減

であります。 

 以上により、都負担金の計は６１億３,３５８万円で、対前年１２.２％の増であります。 

 ２項都補助金、１目総務費補助金は、９,３７５万４,０００円で、対前年６８.５％の増。主なもの

は１０９ページをお願いいたします。４節喫煙環境整備事業補助金で、屋外喫煙所コンテナ化工事によ

る増。 

 １１１ページをお願いいたします。５節東京２０２０大会・ラグビーワールドカップ開催関連事業費

補助金は、新規計上であります。 

 左側１１０ページをお願いいたします。２目民生費補助金は、６４億１,５６１万円で、対前

年１０.８％の増。 

 １１８ページをお願いいたします。３目衛生費補助金は、７,９３１万８,０００円で、対前年９％の

増。 

 １２０ページをお願いいたします。４目産業経済費補助金は、１億３,１０７万９,０００円で、対前

年４０.８％の減。 

 １２２ページをお願いいたします。５目土木費補助金は、２５億８,７７４万９,０００円で、対前

年１５.８％の減。 

 １２６ページをお願いいたします。６目教育費補助金は、３億６,９５４万１,０００円で、対前

年１７６％の増。 

 １３０ページをお願いいたします。以上によりまして、都補助金の計は９６億７,７０５万１,０００

円で、対前年３.５％の増であります。 

 ３項都委託金、１目総務費委託金は、１５億８４３万８,０００円で、対前年２１.５％の増。主なも

のは、１３１ページをお願いいたします。国勢調査実施による増であります。 

 １３２ページをお願いします。２目民生費委託金は、２２万８,０００円で、対前年２.１％の減。 

 ３目衛生費委託金は、８８１万円で、対前年６３.６％の増。 

 ４目土木費委託金は、２７４万１,０００円で、対前年７３.２％の減。 
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 １３４ページをお願いいたします。５目教育費委託金は、２,４１４万８,０００円で、対前

年４.５％の増。 

 以上によりまして、都委託金の計は１５憶４,４３６万５,０００円で、対前年２０.６％の増であり

ます。 

 １５款財産収入、１項財産運用収入は、１３６ページ、８億４,１２０万７,０００円で、対前

年０.２％の増であります。 

 １３８ページをお願いいたします。２項財産売払収入は、４億５,００２万３,０００円で、主なもの

は１３９ページ、第一日野小学校敷地の売り払いによるものであります。 

 １６款寄附金、１項寄附金は、１,５００万１,０００円で、対前年４.５％の減であります。 

 １７款繰入金、１項基金繰入金は、１４０ページをお願いします。１９９億８４５万８,０００円で、

対前年２０.３％の減であります。 

 １８款繰越金、１項繰越金は、３０億円で、対前年同額であります。 

 １９款諸収入、１項延滞金，加算金及び過料は、１４２ページ、５,０１９万６,０００円で、対前年

同額であります。 

 ２項特別区預金利子は、３１万３,０００円で、対前年同額であります。 

 ３項貸付金元利収入は、１４４ページをお願いいたします。５億３,８７４万７,０００円で、対前

年１３.５％の減であります。主なものは、商店街事業用つなぎ資金貸付金元利収入の減であります。 

 １４６ページをお願いいたします。４項受託事業収入は、３５億６,２１０万８,０００円で、対前

年５３.３％の増であります。主なものは、排水施設建設費収入であります。 

 ５項収益事業収入、１目競馬組合配分金は、１４８ページをお願いします。５億２,６１４

万８,０００円で、対前年１０％の増。特別区競馬組合配分金の増であります。 

 ６項雑入、１目滞納処分費は科目存置。 

 ２目弁償金は、１億２,１０３万３,０００円。 

 ３目納付金は、２億９,５１２万２,０００円。 

 ４目介護報酬は、２億４,２９１万３,０００円。 

 ５目雑入は、１０億１,０３３万５,０００円で、主なものは、１５１ページをお願いいたします。７

節各種事業参加費負担金、９節各種保育利用料、１５３ページをお願いします。１１節リサイクル資源

売払収入および１６節区民住宅等共益費で、都市基盤整備費収入は皆減であります。 

 １５６ページをお願いいたします。以上によりまして、雑入の計は１６億６,９４０万４,０００円で、

対前年５８％の減であります。 

 ２０款特別区債、１項特別区債は、１６億円で、校地取得によるものであります。 

 歳入は以上であります。 

 １６０ページをお願いいたします。ここからは歳出になります。 

 １款議会費、１項議会費は、８億５,１４１万円で、対前年０.８％の減であります。 

 １６１ページ、上から３行目、会計年度任用職員給与費は、任用制度の導入によりまして、議会費以

下、各項目・各目別に計上してございます。 

 ３８０ページをお願いいたします。８款公債費、１項公債費は、１２億５,８０６万５,０００円で、

対前年６.３％の減であります。 

 ３８２ページをお願いいたします。９款予備費、１項予備費は、３億円で、対前年同額であります。 
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○鈴木（真）委員長  以上で、本日の審査項目の全ての説明が終わりました。 

 質疑に入ります前に、今現在、３３名の方の通告をいただいております。 

 これより質疑に入ります。ご発言願います。小芝新委員。 

○小芝委員  おはようございます。よろしくお願いします。 

 私からは、１０９ページの防犯設備整備補助金と、同じページの喫煙環境整備事業補助金についてお

伺いいたします。 

 まず、防犯設備整備補助金についてお伺いします。地域回りをする中で、区内全域の公園の中に防犯

カメラが設置されるという話をよくしておるのですが、地域のとりわけ町会の中心で活動されている役

員から先日相談を受けました。その相談といいますのは、町会の中に新しく防犯カメラを設置したいの

だけれども、町会では負担することは厳しいという相談でございました。品川区では、東京都の地域に

おける見守り活動支援事業を活用しまして、町会等が防犯カメラを購入する際の補助金交付要綱を定め

ていますが、この補助金の制度が思ったほど伝わっていないのかという印象がございました。そこで、

まず１つ目の質問ですが、どんな形で町会に防犯カメラ設置の補助の話をされているのでしょうか。基

本的に申請されるのを待つ形なのか、それともを町会長が集まる会議などで、こういう補助があるけど

どうですかみたいな促しがなされているのでしょうか。 

 町会役員の方は、町会の防犯カメラを設置するに当たって補助金が出ることを知りませんでした。中

心で活動されているのになぜ知らないのかと思いまして、区のホームページを見てみたのですが、確か

に、ランニングコストを補助する制度があることはすぐに見つかりました。しかしながら、新しく設置

することへの補助についてはなかなか見つかりませんでした。「品川区」、「防犯カメラ」で検索をし

ますと、ある防犯カメラを扱っている会社のホームページに飛びました。都内で防犯カメラ設置の補助

金を出している自治体のリストが出てきたのですが、そこには残念ながら品川区が載っていませんでし

た。それどころか、補助金を出していないという誤った情報まで出ている始末でした。検索を続けまし

て、ようやく、防犯カメラ設置補助の制度を見つけましたが、主に商店街を対象とした防犯設備整備の

補助金交付要綱でございました。会派の先輩方から、町会でも防犯カメラ設置の補助があることは聞い

ておりましたので、改めまして検索をすると、品川区地域見守り活動事業に対する補助金交付要綱が、

町会や自治会などを対象にした防犯カメラを購入する場合の補助金交付制度であることがわかったので

あります。 

 地域の方がこの要綱を見つけるには、相当時間がかかると思います。もちろん担当の所管に聞けばす

ぐわかるとは思うのですが、地域に住む人が、この品川区が２３区で断トツに防犯カメラを設置してい

ること、すなわち防犯に相当力を入れていることが、なかなかわからないのではないのかと思うのです。

東京都の地域における見守り活動支援事業の補助を活用しまして品川区がこれまでに展開されてきた防

犯活動、もちろんそれは地域の町会や自治会、また商店街の方々の防犯意識の高さゆえの活動ですが、

その実績を堂々とホームページで知らしめてもいいのではないかと思います。品川区が２３区で断トツ

に防犯カメラを設置しているのだということを、ホームページやＳＮＳなどでＰＲするだけでも、一定

の防犯効果にもつながると思います。その点、区としましてＰＲをご検討されていますでしょうか。 

 以上、２点についてお答え願います。 

○黛生活安全担当課長  ただいまのご質問にお答えさせていただきます。 

 防犯カメラの補助につきましては、町会・自治会に３冊ずつ配布しております「町会・自治会ハンド

ブック」の中で、制度の説明そして補助率、申し込みの窓口などを載せさせていただいているところで
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ございます。ただいま委員からご指摘をいただきました。大変反省しております。ご指摘を踏まえまし

て、さらに周知が図られるように、役員たちだけではなくて、地域の人一人ひとりにわかっていただけ

るように、例えばホームページで周知を図るなど、何ができるのか、しっかりと検討してまいりたいと

思います。よろしくお願いします。 

○小芝委員  前向きなご回答をありがとうございました。 

 続きまして、喫煙環境整備事業補助金についてお聞きします。昨年の決算特別委員会で質問いたしま

した、大井町の城南信用金庫前にあります喫煙所を含めて、来年度、コンテナ型の喫煙所を設置する予

定であると、プレス発表の資料で拝見しました。かねてより、あの喫煙所は信号の手前にあります。そ

ういうことから、通行人からも、煙がそのまま顔にかかってくるなど、ほかにも苦情のある喫煙所はあ

りますが、群を抜いて苦情の多かった喫煙所が、あの喫煙所でした。その喫煙所を、受動喫煙の影響を

抑える意味で効果のあるコンテナ型に変更して設置するということは、多くの非喫煙者にとっては救わ

れた思いであると考えます。コンテナ型喫煙所は、まちなかに置かれています喫煙所に比べれば、格段

の費用がかかるわけですが、喫煙者の喫煙の自由と、また受動喫煙防止という政策とのバランスを均等

にしたものであると考えております。今後も、コンテナ型喫煙所を増やすことで、受動喫煙の防止を徹

底していくとともに、喫煙者の喫煙する自由を極端に奪うことのない施策の推進を望みますが、区のお

考えをお聞かせください。 

 続きまして、補助金に関連しまして、東京都は都内の中小飲食店・宿泊施設が行う受動喫煙防止対策

を支援する事業を展開されています。これは、都内の対象となる中小飲食店や宿泊施設が喫煙専用ス

ペースを設置する場合に、都から設置費用の１０分の９が補助される制度なのですが、この制度を知ら

ない地域の飲食店の方々から、「４月に入れば、これまでお店の中でたばこを吸っていた方が来なくな

るかもしれない。売り上げにも響いてくる。どうしたらいいのか」という相談をよく受けます。４月１

日から、飲食店の中で飲食を伴う喫煙が禁止されますと、例えば、たばこを吸いながらコーヒーを飲む

という喫煙者にとりましては、至福の一時を奪ってしまう結果となるわけでございます。その場合、外

で喫煙所が近くになければ、ポイ捨てがどうしても増えてくると私は思います。ですので、せめて電柱

などに喫煙可能な場所を提示するとか、また、今以上に喫煙場所を増やすなどの対策が必要になってく

ると考えますが、ご検討されていますでしょうか。また、喫煙専用スペースを設置する場合の東京都に

よる補助金制度は、１月３１日をもって受け付けを終わったそうなのですが、それ以降で、区内飲食店

への区独自の補助などは考えていますでしょうか。お答え願います。 

○黛生活安全担当課長  私からは、喫煙所に関するご質問についてお答えを申し上げます。 

 当担当の大きな目標、方針といたしましては、少なくとも現在管理をさせていただいている指定喫煙

所は、灰皿が露天状態にならないように、何らかの設備をしたいと考えております。大変簡単なことで

はないというのは承知しておりますが、閉鎖型の分煙施設が望ましいということもございます。現在の

指定喫煙所で、分煙設備を設けることができないような場所につきましては、近隣に何とか適地を見つ

けまして、そこに移設するなどして、コンテナ型の閉鎖型分煙設備を導入する努力を続けてまいりたい

と思います。 

○髙山健康課長  私からは、飲食店における受動喫煙対策についてのご質問にお答えいたします。区

独自の喫煙スペースの補助という仕組みは持っておりませんが、そうした施設を設けようとする方への

アドバイザー派遣などの事業の展開を、来年度、予定しているところでございます。加えまして、飲食

店においては、小さいところ、中小の飲食店ですと、基本的にはそうしたスペースが設けられないかと
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思いますので、そうした屋内における禁煙についてのきちんとした店頭表示をするよう、せんだって、

全飲食店にシートを送付いたしまして、店頭、入り口付近で掲出をお願いしているところでございます。 

○小芝委員  今後も受動喫煙を防いでもらえるように、施策の実現を進めてもらいますよう、何とぞ

よろしくお願いします。 

○鈴木（真）委員長  次に、せお委員。 

○せお委員  質問の前に、１つお願いなのですが、こちらのお部屋は換気を積極的にしていただきた

いと思います。ここにいる方が集団感染されたら品川区は成り立ちませんので、何とぞよろしくお願い

いたします。 

 私からは、８９ページ、感染症予防費、１４９ページ、広告料収入についてお伺いします。 

 まずは感染症予防費ですが、充当事業に感染症対策事業とあります。これは具体的にはどのような事

業なのか、お聞かせください。 

○鷹箸保健予防課長  感染症対策事業でございますが、区で実施しているさまざまな感染症対策に使

用している事業のもろもろが含まれております。 

○せお委員  今回の新型コロナウイルス感染症に関する予算は、昨日からご答弁がさまざまあります

ように、基本的には予備費を使うということになるかと思います。このような緊急事態ですので、区民

の皆様の健康と命を守るために予算を使用していただきたいと思っています。 

 今週の月曜日に政府の専門家会議において、若者が感染を拡大させている可能性があると発表があり

ました。先ほど申し上げました換気もそうです。換気の悪い場所で集団感染しています。これは、私が

外を歩いたときにも感じました。私は数人の、２０代と思われる若者にインタビューしましたが、ほと

んどの方が、コロナウイルスは自分には関係ないので意識していないとのことでした。自分には関係な

い。自分が若いころもそう思っていました。ただ、今はそんな時代ではないです。新型コロナウイルス

には現在、特効薬やワクチンがないです。自分が感染してしまうと、周囲の高齢者や持病をお持ちの方、

呼吸器系が弱い方などに影響があるかもしれないということを、国民全体が意識しなければならないと

思います。もちろん、常に過剰に意識しなくてもよいのですが、公共交通機関や公共施設を利用する際

は意識して、感染対策をしていただきたいです。 

 そこでお聞きしたいのですが、この意識を持っていただくため、まずは喫緊で品川区においても啓発

しなければなりません。そして、今回のことを将来に活かしていくために、小学校などから感染症対策

について教育していく必要があるかと思いますが、現状はどのような教育を行っているのか、この２点

をお聞かせください。 

○鷹箸保健予防課長  今般の新型コロナウイルス感染症に関しましては、区で対策本部を立ち上げる

以前より、わかっている範囲で、いち早く情報をホームページに載せるとともに、区報には２月２１日

号を皮切りに、ここのところ毎号、一番見やすいところに、電話相談窓口の番号といったものの拡充さ

れたものを載せさせていただきまして、区民への啓発に努めているところでございます。 

○大関教育総合支援センター長  感染症予防対策に関する子どもたちへの教育の部分に関しましては、

保健体育の教科書を用いまして、各学校、適正に、発達段階に応じた学習指導を行っております。 

○せお委員  私が一般質問でも取り上げましたが、共生社会というところです。このようなときは、

高齢者や呼吸器系が弱い方など、みんなで助け合って、ともに生きるということが大切です。今は元気

でも、いつ自分がどのような病気になるかもわかりません。皆さんがそのことを頭の隅に置いていただ

き、助け合っていただけるように支援をお願いいたします。そして、今後のためには、教育でそれを教



－12－ 

えていくことはとても重要となりますので、ぜひ積極的にお願いいたします。 

 次に、広告料収入のほうに移ります。予算書の説明にある「広報しながわ広告料等」の「等」には何

があるのか、代表的なもので結構ですのでお聞かせください。 

○立木経理課長  こちらの「等」の部分でございますけれども、こちらは経理課で所管しております

広告料収入になっておりまして、周辺案内板、これは本庁舎のロビーに置いてあるもの、それから戸籍

の番号案内表示システム、あと証明写真機を２台設置してございますが、そちらの収入ということ

で、２２５万円ほど計上させていただいております。 

○せお委員  品川区の財源確保として、広告料収入というのはとても身近な方法だと思います。積極

的にさまざまな場所に品川区の企業や事業者の広告を展開していただければ、相互に利点があり、品川

区全体が活性化するとも思います。例えば区有施設をさらに活用すべきかと思います。地域センター、

文化センターや児童センターなど、これから改修工事に入るところもあるかと思いますので、それを機

に広告を入れていただいたり、一方では建物の空間というか場所を利用して、カフェやパン屋などの飲

食店や雑貨屋など民間企業にお貸しして、さらには高齢者や障害者を雇用していただくよう品川区が支

援していただければ利点が増えます。現在は、庁舎２階のリサイクルショップでまさにそこを行ってい

るとは思うのですが、障害者の雇用が課題となっておりますので、こういったところを増やしていくこ

とは今後検討しているのかどうか。広告のことと、あわせて２点お聞かせください。 

○立木経理課長  まず、庁舎、建物等の使用に関してでございますけれども、区の庁舎等は行政財産

という形になってございます。行政財産を、その用途に使用するのを妨げない場合に関しまして、目的

外使用ということで、使用許可を出した上で使っていただくということができることになってございま

す。そうしたときに、やはり使用許可、例えば税外収入を上げるための部分に関しましては、いろいろ

公平性や競争性も担保した上で、さまざまな手法で使っていただくのを決めるというようなことをやっ

た上で、税外収入というところも上がってくるところだと思っております。そういったところの手法と、

あと、どういったところができるのかというのを、これからも引き続き、いろいろな手法を検討してま

いりたいと考えております。 

○松山障害者福祉課長  障害者雇用についてご質問いただきました。庁舎内につきましては、先ほど

経理課長が答弁したとおりでございますが、障害者雇用につきましては、今後、やはり福祉的な就労か

ら、あるいは一般的な企業への就職をご希望される方が多くなってございます。区内のさまざまな中小

企業を含めた形あるいは大企業も含めて、短時間就労といった新たな手法も含めまして雇用を進めてい

きたいと思っております。 

○せお委員  ぜひ積極的に、空いている場所を活用していただいて、雇用も検討していただきたいと

思っています。 

○鈴木（真）委員長  次に、つる委員。 

○つる委員  １１０ページ、民生費補助金、９５ページ、保育対策総合支援事業費補助金、１４１

ページ、繰越金、３８２ページ、予備費、１５１ページ、生活支援型一時保育、５６ページの財政調整

交付金等について伺っていきたいと思います。 

 まず補助金関係。これは、都と国それぞれに関連して伺っていきたいのと、繰越金、予備費について

は、イベント等の中止にかかわる関連について、生活支援型一時保育については庁舎のオアシスルーム

等について伺っていきたいと思うのですが、まず補助金等の活用に関連してということなのですが、昨

年の１２月６日に、議員立法でありますが、改正母子保健法、通称産後ケア法が公布されました。その
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中で、もう既に品川区は、しながわネウボラネットワークとして、全国の自治体に先駆けて産後ケア事

業を推進していただいている現状があります。改正母子保健法、産後ケア法の中では、まだ実施してい

ないところに対する推進や、また対象の期間といいましょうか、それが、通例として産後４か月等を中

心として実施されてきた産後ケア事業について、法律にしっかりと明文化されて、出産後１年を経過し

ない女子・乳児ということで明記されたわけであります。 

 施行については、公布の日から２年を過ぎないうちに施行されるというふうになっておりますが、今

回、ポイントとしては、４か月を目安とされていたものが、１年ということで、しっかりと明記された

ことが非常に重要である。また、厚生労働省からは各自治体に対して、こうした法案が成立したこと、

公布されたことをしっかりと丁寧に説明していくというようなことも、国会の場では質疑されていると

ころであります。既に各事業の実施については、品川区としては行っていただいているところでござい

ますけれども、今申し上げた対象期間については、４か月、６か月ということでされているところが現

状あるかと思います。また、大きな特徴としても、アウトリーチの訪問型の事業も行っていただいてい

るところでありますが、相談事業等についても、国等のさまざまな支援メニューについてでき上がって

きているところであります。まず、この改正母子保健法、産後ケア法について、２年を超えない範囲で

の施行ということになっていますが、何か、国から自治体に対して、そうした動き、いつごろしっかり

とした法としての施行になるのか。また、そうした施行がなくても、独自でこれまで取り組んできたこ

とについて、先行して期間の緩和等について区としてできるのかどうか。まずそこを、そもそものとこ

ろを教えてください。 

○仁平品川保健センター所長  母子保健法の一部改正にかかわる件でございますけれども、まだ詳細

等は国からこちらに示されていないわけでございますが、事前情報等に基づきまして、今までも品川区

は産後ケア事業等に取り組んでまいりまして、それぞれの月齢に合わせた支援サービスを行っていると

ころでございますので、従来から、わりと幅広に対応ができているかと考えておりまして、引き続き今

後とも事業の充実に努めていきたいと考えております。 

○つる委員  今、ご答弁の中に、さまざま幅広に対応ということでありましたけれども、事業が利用

できる期間については、全国的な規模のアンケート等にもよりますけれども、やはりさまざまな理由で、

例えば今、晩婚・晩産という中で、出産年齢が上がっている。また、さまざまな事情で多胎児が増えて

いる。こうしたこともある中で、低出生体重児については、入院している期間が長いことによって、い

ざ自宅に戻ったときに、産後ケア事業を利用したいと思っても、既に４か月ないし６か月が経過してい

る。こうした実態も現実としてはあるわけでございまして、今回の改正については、そうした現状も含

めて、またそうしたお母さんたちのお声を受けて、その期間が法律でもしっかりと明記されたというこ

とがあるわけであります。国の施行がされた後、しっかりとという部分もございますが、先行して、例

えば品川区としても、その期間の緩和といったことに積極的に、今後、検討していただきたいという思

いがあるわけでございます。 

 そうしたことも含めまして、具体的には民生費や衛生費の中で、現状の確認も含めて、質疑を深めて

いきたいと思いますが、今日は歳入ですので、そうしたさまざまな取り組みに際しては、具体的な、必

要となる財源が非常に大事なわけでございます。そうした観点で、１１０ページの民生費補助金、都の

補助金のところで伺っていきたいと思うのですが、今回、東京都で、「とうきょうママパパ応援事業」

として、多胎児家庭支援事業が新設されたわけであります。これは、そうしたメニューがつくられて、

自治体にもそうした予算が計上されるという説明が直前だったということもあろうかと思いますが、当
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初予算には、これは入っていないという認識でいますけれども、「とうきょうママパパ応援事業」につ

いて現状の認識と、今後の品川区が、この補助金を活用して、そうした事業を展開していくかというこ

とを伺っていきたいと思うのですが、さらにそのメニューの中では、多胎ピアサポート事業、移動経費

補助、これは年間２万４,０００円が上限で出る。乳幼児健診ですとか、そうしたときにも使える。そ

れから多胎児家庭サポーター事業ということで、これは、品川区では既に産後ドゥーラとして推進して

いただいておりますけれども、東京都のほうは、多胎児家庭サポーター事業として、ベビーシッターを

利用した際に、０歳であれば２４０時間、１歳であれば１８０時間、２歳であれば１２０時間、１時間

当たり２,７００円補助しますという内容であるわけでありますが、既存のものを含めて上乗せの活用

等、そうしたことをやっていくことが非常に大事であると思いますけれども、その辺の考え方について

教えてください。 

○崎村児童相談担当課長  今、委員からご紹介がありましたように、「とうきょうママパパ応援事

業」というのが、令和２年度予算に、東京都の予算で計上されているというのは認識しております。そ

の中で、多胎児家庭支援事業のうちの家事育児サポーターの部分につきましては、今、委員からご紹介

がありましたように、産後ドゥーラのサービスと若干かぶる部分がございます。東京都の事業ですと、

産後ドゥーラのほかに、ベビーシッターや家事支援ヘルパーを派遣して育児支援や外出補助を実施した

場合に、時間単価で助成が出るというような内容になっております。こちらは、先月、児童主管課長会

がありましたけれども、都からまだ概要の説明があっただけでして、詳細につきましては、まだ利用形

態や支援の内容、また補助形態などの説明がございませんでしたので、今後そちらの詳細が出ましたら、

その導入について検討してまいりたいと考えております。 

○つる委員  今、詳細の説明があったら検討していきたいというご答弁をいただきました。非常に、

補助金で、ちょっと不確定ですけれど、たしか今、現状、５年が年限ということで、補助金の設定がさ

れているかと思いますが、ただ、これまでのさまざまな補助金事業については、議会からも含めて、ま

た各自治体からの要望もあるとは思うのですが、延長されたり、そうしたこともあるかと思います。た

だ、示されている事業については、その財源がどこであろうと、非常に重要な事業でありまして、冒頭、

確認させていただいた改正母子保健法の理念から言っても、積極的に品川区が全国の自治体に先駆けて、

都の補助金を活用して推進していく、事業を展開していくということが、やはり期待されますので、詳

細の説明がおりてきた際には早目にそういう展開がされるように、ぜひお願いしたいと思います。 

 また、今、産後ドゥーラを品川区としてやっていただいておりますけれども、ここについては、申請

方法等についても、既に区議会公明党で知事に対して具体的に質問させていただきまして、各自治体で

申請しやすい、また利用者が利用しやすい、そうした制度の工夫を自治体にも働きかけていく、配慮に

ついても求めていくということでございました。なので、その辺は、既存の仕組み、また東京都の上乗

せの部分の活用についても、利用者にとって非常にやりやすい仕組みをしっかりと検討していただきた

いと思っております。 

 また、具体的なところは民生費、衛生費のほうでやっていきたいと思うのですが、多胎ピアサポート

が非常にポイントだと伺っている部分もございます。私の姉も双子でして、昭和４８年生まれですから、

そういう当時の双子ですから非常に珍しい時代だったかと思うのですが、今、双子以上を抱えていらっ

しゃるご家庭のお母さんからの声と、当時の母親の奮闘を照らし合わせると、やはり同じ経験則が見受

けられます。やはり、１人におっぱいをあげていて、片方が泣きわめく。やっと１人寝かしつけたら、

またもう一人が起きる。このエンドレスが、今まさにある。ただ、その当時は我が家においては祖父母
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がいて、そのサポートが家庭内の中で、きっとソーシャルワークが機能、働いていたわけでありますけ

れども、今のご家庭にとっては、ずっとこの間言われている、まさに孤独に育てる「孤育て」という中

では、そうした多胎に対する理解促進、わかってもらえるということが非常に大事ということで生まれ

たのが多胎ピアサポート事業ということであるかと思いますので、細かいところはまた民生費、衛生費

で伺っていきたいと思います。 

 また、東京都では、ベビーシッター利用支援事業についても、１０分の１０でついているところであ

ります。これは、通常の保育を必要とすることだけではなく、一時預かりでも利用可能になったという

ことで、１時間当たり２,５００円が補助されるということでありますが、そこも含めて、ぜひご検討

いただきたいと思っております。 

 次にいきたいと思います。次は保育対策総合支援事業費補助金ということで、これは国のほうの補助

金ということでありますが、その中で今回、国からまたメニューとして設定された、保育所等における

要支援児童等対応推進事業。これは新規ということで、各園、複数の園に地域連携推進員、これは仮称

でありますけれども、配置をしていく。そうしたものがメニューとして用意されました。こちらについ

ては、市区町村についても４分の１の持ち出しがあるという取り組みでありますけれども、今、現状、

要保護児童対策地域協議会に、各園の園長などがしっかりと、園児、また親御さんの状況等を把握して、

情報共有を図られて、児童相談所等に、虐待、ハイリスクになるのを、川で例えれば上流の部分でしっ

かりとケアをしていく、未然に防いでいく対策が、現状もとられている認識でおりますけれども、ただ

一方で、通常の園長としての業務、また中心となる保育士等の業務に、やはり負担増になってはいけな

いというところもある中で、こうした支援メニューができたと理解しておりますけれども、この地域連

携推進員についての考え方もあわせて教えてください。 

○崎村児童相談担当課長  保育の補助金に関することですけれども、今ご紹介がありましたように、

要保護児童対策地域協議会、各園にそういった仕事をしていただいておりますので、私からご回答させ

ていただきます。 

 今、委員からありましたように、各地区、１３地区で、児童センターを核として、要保護児童対策地

域協議会の地域分科会というのを開催しておりまして、そこでは公立・私立の保育園のほかに、幼稚園、

学校、保健センターなど、子どもに関する各機関が、顔の見える関係づくりというのを目的に、情報共

有・意見交換を行っているところでございます。 

 各委員につきましては、やはり園長先生、また担任の先生をはじめ、日ごろから子どもやその親と接

する現場の保育士の方々に、保護者の状況に応じた相談支援という仕事については力をつけていってい

ただきたいということで、今も、児童相談担当の部署としては、この地域連携推進員というものを置く

と、逆に保護者対応への当事者意識というものがなくなるのではないかというところが、若干懸念する

部分ではあります。ただ、今、委員からありましたように、保育園の運営の円滑化という目的で、こう

いった方々、地域連携推進員というものが置かれた場合には、この推進員が配置された保育園等と連携

を図りながら、児童虐待の未然防止・早期発見に努めてまいりたいと考えております。 

○つる委員  今まさにご答弁いただいたとおりであるかと思います。その既存でやっていただいてい

る、また人間関係、また信頼関係というものが当然必要になってくる中で、また一方で、まさに保育

ソーシャルワークを活用されている園が今後出てきたときに、品川区としても、確かに４分の１の持ち

出しというのが当然あるわけでありますが、今ご答弁いただいた内容も含めて、未然に、本当にハイリ

スクになる前に、まさに上流の上流でしっかりとケアをしていく。そうしたことが品川区でもしっかり
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と十二分に発揮される体制をとっていただきたいと思います。 

 また、何度も繰り返しになりますけれど、また民生費、衛生費で具体的なところは確認させていただ

きたいと思いますが、先ほど紹介させていただいた「とうきょうママパパ応援事業」、その各事業、ま

た今の保育ソーシャルワークにかかわる地域連携推進員の活用等について、ぜひ積極的に検討していた

だきたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、おくの委員。 

○おくの委員  私からは、１３９ページ、財産収入の中の不動産売払収入、第一日野小学校跡地につ

いて質問します。 

 私はこの項目を見て驚きました。これは、品川区がみずから進んで、東京都が行う放射第２号線道路

の用地買収に応じるということなのでしょうか。もしそうであるなら、第一日野小学校のグラウンドの

ところだと思うのですけれども、そうなのでしょうか。その場合、どのくらいの広さなのでしょうか。

そして、それはグラウンドのどのくらいの割合なのでしょうか。お教えください。 

○有馬庶務課長  第一日野小学校の部分ですけれども、第一日野小学校の敷地につきましては、擁壁

で囲まれているような部分がございます。現在、ひび割れや、コンクリートの剥落あるいは弱化という

ようなことが見られておりまして、もう部分改修では追いつかないということで、全面改修の時期に来

ていると判断しております。また、校舎から校庭におりる歩道橋についても老朽化が見られるというこ

とで、学校側としては、子どもの安全確保・安全対策のために、ここはぜひ改修したいということで、

今回、工事をお願いしているところでございます。そのときに、委員がおっしゃるとおり、放射第２号

線の網がかかっているということで、その部分はセットバックするというようなことでの計画でござい

ます。そこの面積につきましては、現在の校庭が全部で４,４５２.６２平米ございまして、そのうち

の５０５.１７平米、率にして１１.３％の部分に当たるものでございます。 

○おくの委員  つまりは、放射第２号線を含む特定整備路線の都市計画のために、結局は品川区は学

校用地を失う。奪われるような羽目になってしまったということだと思います。しかも、その広さ、割

合というのが１割以上で、１割以上というと、それなりに相当に広い大きさだと思います。例えば今、

品川区役所でも庁舎の建て替えが問題になっていますけれども、この建て替えが例えば敷地を１割以上

失った上で、それを前提に考えなければならないとしたなら、大問題になるのだと思います。特定整備

路線という都市計画は、品川区の学校用地にこういう弊害をもたらそうとしている。そういうことだと

思います。しかも、この都市計画道路は東京都が品川区に一方的に押しつけているものではなくて、濱

野区長自身がみずから要望し、招いている都市計画道路ですから、この都市計画道路が引き起こす弊害

はなおさら問題だと私は思います。このような弊害を招くという意味でも、この都市計画道路を廃止す

べきだと思いました。 

 それで、この放射第２号線ですけれども、私は一般質問でも質問しましたが、十分なご答弁をいただ

けたとは思えませんでした。そこで、これを機にまず伺いたいと思います。名古屋市では、周辺道路の

交通量が約１割減少していることから、新たに道路をつくる理由がなくなったとして、都市計画を廃止

いたしました。放射第２号線の周辺道路である中原街道でも、平成９年から平成２７年にかけて、交通

量が１割どころではなくて２割５分、２５％減っています。名古屋市のケース以上に、都市計画道路は、

この点からすれば廃止すべきだと思われます。この点から、いかがでしょうか。 

○鈴木都市計画課長  特定整備路線、都市計画道路の必要性でございますが、委員から交通上のお話

もいただきましたが、都市計画道路は、その路線１本ではなくて、全体的な道路交通網に沿って、交通
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道路としての必要性が検証されて、位置づけられているというものでございます。あわせて、この地域

を含めてですが、木密の地域を含めて、一方で防災性の向上というところの大きな役割も担ってござい

ます。延焼遮断帯の形成というところでございます。こうした道路ネットワーク、延焼遮断帯の形成、

防災性の向上という観点からも、特定整備路線は、区としても必要な事業だと捉えているものでござい

ます。 

○おくの委員  私が伺ったのは、交通上の必要性から説明できるのかという点です。何回もほかの議

員からも質問してきたのですけれども、この点での十分な理由を伺うことはできませんでした。 

 さらに伺います。放射第２号線が通る地域の火災危険度は、５段階評価で低いほうから２番目の２で

あります。そもそも、防災のために巨大道路などつくる必要はないと思われます。まさに今問題になっ

ている、第一日野小学校がある地域が、この地域です。これでどうして防災上危険で、この地域に道路

をつくらなければいけないのでしょうか。 

 そしてもう一つ、放射第２号線をつくる地域で、火災危険度３である地域には星薬科大学があります。

実際に、広い星薬科大学が防災の役割を果たしています。ところが、この道路によって、星薬科大学は

壊されることになってしまいます。壊した上で、防災を理由に道路をつくろうとするわけです。防災が

理由だというのなら、この地域の防災を高めるというのなら、そもそも防災の役割を果たしている星薬

科大学を壊すべきではないと思います。防災のためには、この星薬科大学は壊すべきではないと思いま

す。これらの点はいかがでしょうか。お伺いいたします。 

○髙梨木密整備推進課長  特定整備路線としての放射第２号線の必要性というところなのですが、特

定整備路線は、その道路が通る沿道の防災性の向上だけではなく、特に、この特定整備路線、区内に３

路線ある、荏原地域を中心とした木密地域は、木密地域の中でもさらに甚大な被害が予想されている整

備地域として、東京都の上位計画でも位置づけがある地域でございます。この整備地域全体での大規模

な延焼火災を食いとめるために、延焼遮断帯として、また大規模火災から逃げる避難・救援路として、

特定整備路線は、地域全体の防災性の向上に必要な道路である。このように考えているところでござい

ます。 

○鈴木都市計画課長  ただいま、特定の施設についてご質問いただきましたけれども、やはり地域の

防災性の向上のため、延焼遮断帯の形成のためには、路線としての、線としてのつながり、延焼遮断帯

の形成が必要だということで、東京都が進めているものでございますので、特定整備路線の整備は必要

だというところでございます。それで、今ご質問いただいた地域や施設については、この地で今後も機

能を果たしていただけるように、都からは丁寧な説明・協議を引き続き続けていただけるように、区と

しては都に伝えているところでございます。 

○おくの委員  私が申し上げたのは、要するに交通上の必要性とか、それから防災上の必要性を言い

ながら、一個一個問いただしていくと、やはり説明できないのです。つながりとか、広がりとか、全体

としてとか、あるいはこれまでの議会での答弁であれば総合的にとか、そういうふうにしか言えないわ

けです。結局は、丼勘定のようなごまかしの説明しかできない、そういう都市計画道路なのです。それ

で、結果として、今回の第一日野小学校、大切な学校用地を売らざるを得なくなるような弊害をもたら

してしまうような都市計画道路なのです。結局、これは害悪しかないような都市計画道路だということ

で、廃止すべきだということを申し上げて、質問を終わりたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、藤原委員。 

○藤原委員  ５１ページ、特別区民税。来年度は今年度に比較して、３４億で７.６％の増になって
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いますが、この根拠を具体的に教えてください。 

 次が５６ページ、特別区財政調整交付金ですが、こちらは、かた目に見込んでこういう数字になった

のか。調整３税のうち最大の固定資産税が、改正から３年で、今回はその影響を受けないのですけれど

も、その辺についても具体的な根拠を教えてください。予算ということでお伺いしたいのですけれども、

現在の品川区の財政力指数は幾つなのか教えていただきたいのと、それの中で公金という意味でお伺い

したいのですけれども、新聞で読みました。題が「銀行は預金は要らない」というやつなのです。それ

で、自治体の預け先が、入札で辞退が次々に出ていると。入札がうまくいかないと。銀行は、公金を預

けないでくださいというふうになっていますということなのですけれども、品川区において現況はどう

なのか教えてください。 

 それと、６９ページの知的障害者のグループホームなのですけれど、現在、区立だけで２４個だと思

いますが、知的障害者の入所施設やグループホームが足りないと言われていますけれども、グループ

ホームについては区内には全体で何個あり、当面の目標の個数を教えてください。 

 それと、７１ページ、社会福祉法人貸与住宅使用料なのですけれども、一般質問でもお伺いしました

が、いわゆる福祉人材の確保が難航しているのですけれども、その中で賃金とともに大きな要素が住宅

の確保だと思っております。これを通じて、単身の方に絞ってお聞きしますが、８戸で３７３

万４,０００円なので、一戸当たりは月にすると３万９,０００円になると思いますが、これは、標準的

に幾らになるものが、幾らで法人に貸し出されて、実際に職員は幾らで借りているのか、どういう計算

式になるのか教えてください。 

 次が７３ページ、障害児者総合支援施設の使用料なのですけれども、これは予算書を見ると、使用料

が１００回となっています。こんな大きな施設で、何の使用料が１００回なのか。もうちょっと丁寧に

書いて、細かい数字を出すべきだと私は思うのですけれども、思うだけではなくて、実際にどうなって

いるのか、ちゃんと１００回の内訳を教えてください。 

 次に１０５ページ、民生委員の推薦会費。これは、昨年、民生委員が３年に１度の改選期だったと思

いますが、最近では全国的になり手が少なく、埋まらない地域があるということを聞いていますが、区

も地域福祉の担い手で、ある意味、かなめだと私は思っているのですけれども、現況と課題、それと担

当課として課題の解決をどういうふうにしていっているのか、どう考えているのか教えてください。 

 次に１４９ページ、会計年度任用職員なのですけれども、非常勤職員の制度が変わります。それで確

認なのですけれども、賞与、ボーナスが出ると思うのですけれども、いわゆる月給などで換算されてし

まって年収ベースでは変わらないのか、それとも違うのか。そして、この制度の変更によって、応募し

てくる人数の増減というのはどう考えているのか、教えてください。 

 最後に、１５５ページ、派遣職員給与費負担金なのですけれど、３行上に被災地派遣の方が計上して

ありますので、それ以外の分だと思いますが、すごく金額が中途半端なのです。正規職員の若手１人分

の半分ぐらいしかないと思うのですけど、これはどういう派遣なのか。それと、どういう金額が出てい

るのか教えてください。 

○伊東税務課長  区民税のところでございますけれども、現状、この間、人口の増というのは何年か

ずっと続いている状況にあります。その中でも生産年齢人口が増えているということでございますので、

そういう意味で、今回、令和２年度の予算算定におきましては、納税義務者の増というところと、あと

金融環境も改善されているというところがございますので、それを見まして、前年比で見ますと大きな

数字にはなりますけども、これは今年度の決算見込みも踏まえまして、こういう見積もりをしたところ
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でございます。 

○品川財政課長  財政調整でございますが、今回、要因としては、やはり法人住民税が国税化された

こと、それから全体的には、これは東京都のフレーム予算が出ているのですけれども、その予算を見ま

すと、固定資産税はやや増という形で東京都も見積もっています。それから法人住民税国税化に当たっ

て、法人事業税という国税があるのですけれども、ここから一部、財政調整のほうにお金が入ってくる

というところがあります。こういったところの要素を勘案しまして、基本的には昨日出しました最終補

正の予算額をベースにしまして、そういう来年に向けての要因を差し引きして、今回の令和２年度予算

という形で計算しているところでございます。 

 それから、財政力指数につきましては０.５５となってございます。 

○松山障害者福祉課長  委員お尋ねの区内のグループホームの設置数ですけれども、１４カ所、それ

から定員が８８人ということでございます。 

 次に、目標値についてでございますが、来年度、計画策定委員会がございますので、現在、基礎調査

を行っております。その結果をもとに、具体的な目標値というのを設定していきたいと考えております。 

○寺嶋高齢者福祉課長  社会福祉法人への貸与住宅の使用料ですけれども、品川区の職員住宅の一部

を社会福祉法人の職員に対して貸与するといったもので、単身で月額３万８,９００円でございます。

こちらの金額は、法人からの収入ということでこの金額になっておりまして、ご本人から幾ら負担して

いただいているかは法人によって差があると聞いております。それで、法人ごとに要件をつけまして、

例えば緊急時に駆けつけてもらう方を入れるとか、そういったいろいろな法人内のルールによって設定

はされているところと聞いております。 

○築山障害者施策推進担当課長  私からは、障害児者総合支援施設の多目的室利用における収入につ

いてご説明いたします。 

 １００回の内訳でございますが、こちらにつきましては、有料での使用となる使用料の件数の見込み

となっております。１０回から十二、三回、月の利用ということで見込んでおります。ただし、現状を

見ますと、障害児者の福祉増進のために使う場合は、現在無料で使うことができますので、実態として

は無料で使用される方が多くなるのではないかと見込んでおります。 

○齋藤会計管理者  区の定期の預け入れでございますが、金融緩和の関係もございまして、預託でき

ない状況が続いておりますが、区では、みずほ銀行と中央労働金庫にだけ定期預金をお預かりいただけ

ております。 

○大串福祉計画課長  民生委員に関してのご質問でございます。民生委員は、品川区の場合は定

数２９９名、それから主任児童委員が２６名ということで、合計３２５名が定数になっております。 

 ２月１日時点で充足率としては８８％ということになっております。ただ、まだ不在の地区がござい

ますので、今後の課題としては、不在の地区を早急に埋めていきたいと考えております。そのためには、

やはり町会・自治会長の皆様方にご説明をさせていただき、ご理解をいただきながら推薦をいただきた

いと思っておりますし、また民生委員の業務が負担だというお話は多々伺っているところでございます。

そうした負担軽減といったところでは、例えば支え愛・ほっとステーションといったものを全地区展開

しながら民生委員と連携を図っておりますので、今後ともそういった形で、民生委員ご自身の業務の負

担をなくすように、こちらでも工夫をしていきたいと考えております。 

○黒田人事課長  それでは、会計年度任用職員等の社会保険料でございますが、１４８ページにござ

います、前年比２,８９５万５,０００円増というのが、会計年度任用職員の、いわゆる期末手当、ボー
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ナス分に係る社会保険料の増ということになってございまして、期末手当の分が、これまでの報酬より

プラスされているということで、年収ベースで言いますと、期末手当分がプラスになる。月で割り返し

てということではございません。ちなみに、金額につきましては、歳出になりますが、一般会計ですと、

給与費明細が３９０ページにございまして、会計年度任用職員の期末手当としまして、一般会計分で３

億９,１００万円余を計上しておりまして、特別会計を合わせまして４億７００万円ほどを見込んでい

るところでございます。 

 人数でございますが、現時点では例年と同規模の任用を考えておりまして、大体、全体で１,３００

人ほどと見込んでいるところでございます。 

 あと、派遣職員給与費負担金でございますが、こちらは、ＪＩＣＡ、国際協力機構への派遣職員の人

件費負担なのですが、これは人件費の８割をＪＩＣＡが見るというようなことになっておりまして、そ

の積算になっておりますので、ちょっと細かい端数が出ているというところでございます。 

○藤原委員  財政力指数が０.５５。品川区は健全財政なのですよね。私は、１に近いほど健全財政

と思っておりましたけれども、０.５５という数字は、今、え、と思いました。ちょっと前まで０.５７

でしたよね。それがまた落ちたと。また、財政調整などいろいろ関係があると思うのですけれども、１

に近いという感覚で思っておりましたので、その辺について説明していただきたいと思います。 

 それと、公金の預かりの件なのですけれども、これはマイナス金利ですよね。マイナス金利というの

があって、普通は、金融機関は金利をつけて、そして貸し出して、そして利益を得るというのが普通の

流れだと私は思うのですけれども、そういう意味において、でも景気は緩やかに回復していると政府は

発表しているわけじゃないですか。でも、全然していないですよね。金利がマイナス金利で、そして今、

こういう状況になっていって、預金を預けないでほしいという状況になっているわけですよね。その辺

についても、これは会計管理者ではないかもしれないのですけれど、企画部として、今、日本がどうい

う形になっているか、どういう経済になっているかというのを把握しつつ、予算編成等もしていかない

といけないと思っているのですけれども、その辺についていかがでしょうか。 

○品川財政課長  財政力指数のほうでございますけれども、これは一般的には、地方自治体の地方交

付税交付金をもらうための指標となっているものでございます。ですので、全国的な計算方法があって、

その中で特別区というのは、そういう計算方法とちょっと特殊な違いがあります。特別区のほうは、基

本的には財政調整交付金をもらうための計算をする、基準財政需要額と基準財政収入額との、要するに

基準財政需要額を分母として基準財政収入額を分子として出しているのが０.５５という数字でござい

ます。この基準財政収入額の中には、基本的には財政調整交付金が入っていないということになってい

ます。ですので、現在の区の収入の中で財政調整交付金を抜いた分で、分母が需要額というところにな

れば、基本的には０.５５という数字が出ます。ですので、実質、財政調整交付金が入れば、ほぼ１に

近い状態になるということでございます。 

○柏原企画調整課長  予算の編成のあり方ですけれども、これはもう、全体といいますか、国全体の

状況も踏まえて、予算をつくっていきたいと思ってございます。 

○鈴木（真）委員長  次に、田中委員。 

○田中委員  １１３ページ、１４款２項８節児童保育費、１３節児童館環境整備事業補助金

と、１３５ページ、３項４節オリンピック・パラリンピック教育推進校委託金、５３ページ、２款３項

森林環境譲与税、１３８ページ、１５款２項財産売払収入です。 

 まず、１１３ページです。品川・生活者ネットワークはこれまでも、保育の質の確保を目的に、保育
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士の処遇改善を求めてきました。その中で、２０１８年１２月の文教委員会で、都のキャリアアップ補

助金と国の処遇改善等加算の両方を合わせた賃金改善額調査報告がされたことは評価しています。しか

し、所管事務調査の報告であったことから、２０１９年度はこの報告がされていないということです。

保育士の処遇改善が必要であるということは誰もが認識していることですので、経過を見るためにも、

毎年報告されるよう求めますが、いかがでしょうか。担当課には前もって、社会福祉法人以外が経営す

る私立認可園の管理職を除いた常勤保育士の人数と給与総額を園ごとに分けて表にしたものを資料提供

いただきました。この給与の中には、都のキャリアアップ補助金と国の処遇改善等加算が含まれており、

額面の金額ということでよろしかったでしょうか。 

○大澤保育支援課長  保育士等の賃金でございますけれども、個人別の給与額および改善額につきま

しては、毎年度、各園に調査をかけて、区として把握しているところでございます。 

 ご質問のありました、提供資料の給与総額でございますが、こちらは、超過勤務を含まない額面の金

額ということになってございます。 

○田中委員  資料提供でいただいた表からは、保育士１人に渡る大体の給与額を計算できました。そ

の額を見ると、低いところでは、補助金も含んで２３万円余となっています。額面だと、この額から、

さらに保険料が差し引かれると考えると、とても低いかと思います。補助金が、管理職ではない保育士

へと渡るような制度構築が必要だと考えます。例えば、区として保育士人件費率を設定し、その基準に

届かない事業者には国の助成を行わないなどの制度の構築を求めますが、いかがでしょうか。 

 また、公設民営保育園を区は進める方向です。保育園を民間事業者が運営するということよりも、ど

のような事業者がどのように保育園を運営するかが重要と、品川・生活者ネットワークは考えています。

区はどのような基準で運営事業者を選んでいるのか、伺います。また、業者選定後の運営事業チェック

も重要です。都のホームページ、「こぽる」では、都の補助金を受けた保育園が、補助金の受け取り要

件として財務諸表を都に提出しているため、その財務諸表がホームページ上で公表されています。数字

から保育園の状況が読み取れるため、とても参考になります。品川区の公設民営保育園の財務諸表も、

区のホームページなどで公表し、誰もが事業状況をチェックできる体制を整え、保育の質の確保につな

げるべきと考えますが、区の見解を伺います。 

○大澤保育支援課長  園別の保育士の人数と給与総額から、それぞれの平均の給与額が割り出せると

いうことだと思いますけれども、平均でありながら、高いところと低いところでは年間で１２４万円の

差があるということで、かなり園によって差がございます。もちろん、園によって保育士の年齢層が異

なりますので、一概にこれをもって高い・低いという評価をするものではございませんが、委員のご指

摘のありました低い園につきましては、キャリアアップ補助金や処遇改善等加算Ⅱの活用をしていない

ために低くなっているという現状がございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  公設民営保育園の事業者の決め方のところでございますけれども、最

近ですと、旧荏原第四中学校跡地に、ほうさん保育園という保育園を公設民営として設置しております。

そこの事業者を決める際にも、品川区でやる簡易型プロポーザル方式というのをとりまして、その中で

事業者を募集いたしまして、財務諸表等を含め一定の評価をし、事業者について選定した次第でござい

ます。 

○田中委員  公設民営保育園のほうです。財務諸表でもきちんと選定されているということでしたら、

ぜひ公表していただきたいと思います。今、公設民営園に関しては、財務諸表や事業者の様子が全く見

えてこないので、そのあたりをよろしくお願いします。 



－22－ 

 また、私立保育園の話なのですけれども、管理職などに補助金が流用されるとか、施設にお金が活用

などされるのではなくて、子どもに一番近い保育士の賃金アップにつながる仕組みを改めて求めます。

見解を伺います。 

 次にいきます。５３ページです。２０１９年に森林環境税が新設されました。徴収が始まるのは、東

日本大震災の復興税の徴収終了後の２０２４年からですが、既に２０１９年から前倒しで配分されてお

り、昨年の予算特別委員会の中でも質疑がありました。森林環境税の、地球温暖化防止や国土保全のた

めの森林整備・管理という税源の趣旨には、品川・生活者ネットワークは賛同しています。しかし、目

的税であるのに一般会計に入ってしまって、用途・使途が見えづらくなってしまうことに、課題意識を

持っています。復興税終了後、そのまま新設された森林環境税に税金を納めることになるということを、

区民にどのように周知されているのか伺います。また、税金の活用が目的と合ったものになっているの

かという確認のためにも、森林環境税の収支がわかるような管理と公表が必要だと考えますが、区の見

解を伺います。 

○大澤保育支援課長  私立保育園の処遇改善についてでございますけれども、処遇改善のための補助

金を管理職に回していて保育士に回らないということではなくて、補助金そのものを活用しない事業者

がいるということです。区としては、このような制度があるので活用してほしいということで、事業者

の代表に何度かお話はしていますが、事業者として、確固たる社の方針として活用しないということで、

それ以上、区としては、今のところは活用していただけないままになっているということでございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  財務諸表の公表につきましては、法人の事業活動に関する情報となり

ますので、現在、非公開ということにしております。 

○品川財政課長  森林環境税のほうでございますけれども、区民への周知というところに関しまして

は、国のほうでも、森林環境税を今後どういうふうに使っていくとか、そういうところを周知しており

ますので、それに伴ってやっていくという方針でございます。 

 それから使い道というところでございますけれども、令和２年度につきましては、早川町の「マウン

トしながわ」等、それから児童相談所の中で木材を使った内装等、そういうものをやっていくというも

のでございます。 

○田中委員  財務諸表です。都のホームページでは、ほかの事業者たちも財務諸表は公表されていま

す。ですので、公設民営の事業者も公表されるべきと考えます。また、補助金の活用についてのところ

で、保育士の賃金アップにつながる仕組みを再度求めます。よろしくお願いします。 

 そして、森林環境税。森林が守れる実効性のある事業を、森林環境税が活用されるよう、品川・生活

者ネットワークとして求めます。 

 次にいきます。１１３ページ、児童館環境整備事業補助金です。去年と補助金の項目が変わっており、

全体的には増額となっています。その理由を、まず簡単にお知らせください。児童センターの改築は進

めてほしいと思いますが、元児童センター職員からは、改築により児童センター機能が縮小されるので

はないかと懸念する声が品川・生活者ネットワークに届いています。これから区立児童相談所を設置し

ていく中で、児童相談所も大事ですが、そこに行く前に、子どもや保護者の課題を見つけられる仕組み

として、児童センターの機能はとても重要です。改築により児童センターの役割・仕組みが縮小される

ことはないと、改めて確認させてください。また、子どもが児童センターに行きたくなる理由の一つに、

そこで働く職員の存在はとても重要です。そのため、児童厚生員としての意識・意欲のある方を採用す

る工夫が区には必要だと考えますが、現在の採用状況とあわせてお知らせください。 
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○廣田子ども育成課長  補助金ですけれども、児童館環境整備事業補助金のことかと思われますけれ

ども、こちらにつきましては、ハード面の構築のための金額となっておりまして、前年度分の金額につ

いては、昨日、最終補正で減額補正をしておりますので、金額的にはそんなに大きく変わっているもの

ではございません。逆に言うと、令和２年度につきましては、２館の改築工事が入りますので、金額が

上がる計算になります。 

 それから、改築により児童センターの機能が縮小するか云々というようなご質問でしたけれども、現

在、昨日のご質問でもご答弁させていただいたのですけれども、今、児童が増えている状態で、課題が

山積している状態なので、機能は強化していく方向で考えております。改築するに当たって、今後につ

いては、それにあわせて１８歳以上も考えていくという形で、機能は強化するという形で考えていると

受け取っていただければと思います。 

 働く職員のやる気云々のことなのですけれども、現在、やはり年齢層が高いものと若いものというこ

とで乖離しているところで、育成は課題ではありますけれども、必要な人数については採用し、配置し

て育成していくという形で、今、積極的に取り組んでいるところでございます。 

○田中委員  児童厚生員としての意識と意欲のある方を採用してください。児童センターは、子ども

の自立や自由を保障するところです。そのように、子どもを管理するのではなくて、子どもを信じ、受

け入れることができる職員を積極的に採用してほしいと求めます。 

 また、サンデーサポートについて伺います。利用率は高く、また父親の参加率も高い事業です。今後、

事業を拡充していく考えがあるのか、また、サンデーサポートの実施どころか児童センターの情報が全

く入らない学校や地域があります。先ほどもお話ししたように、児童センターは児童虐待などを早期に

発見できる施設であることを、元職員も話しています。どの学校・地域でも、子ども・保護者が児童セ

ンターの情報を選べる周知方法を求めますが、見解を伺います。 

○黒田人事課長  それでは、職員の採用について私のほうからお答えいたします。児童センターに勤

務する職員は、特別区の任用制度では福祉職ということになりまして、必要な資格、受験資格としまし

て、社会福祉士もしくは児童指導員の資格を有する者、または保育士となる資格を有し、都道府県知事

の登録を受けている者ということになりまして、区では児童センターのほかに、保育園、その他福祉職

場等に配置するというところを見込みまして、福祉職として採用してございますので、仕事の意欲につ

きましては、各職場でのＯＪＴや研修等で醸成してまいりたいと考えてございます。 

○廣田子ども育成課長  児童センターのサンデーサポート事業なのですけれども、大変好評をいただ

いておりまして、今後も続けていくつもりでございます。 

 地域割については、現在で足らないというような感覚はないので、状況を見ながら進めていこうと

思っております。 

 児童センターに関する周知ですけれども、かなり利用率は高いと認識はしているのですけれども、す

まいるスクールであるとか、ＦＭしながわであるとか、日がわりというか週がわりなどでお時間をいた

だくとか、いろいろ工夫をして今後も進めていきたいと思っております。 

○田中委員  ちょっと時間があれなので次にいきます。１３８ページです。先ほど、ほかの委員の質

疑もありましたが、財産売払収入について、今回の擁壁等の改修に合わせてグラウンドを人工芝生化す

る検討もされているとのことでした。これまで何度か人工芝生化について品川・生活者ネットワークは

伺っていますが、今回の人工芝生化検討について、子ども、保護者、学校、近隣住民との協議はあった

のか、またはこれからそのような場を持つ予定なのでしょうか。また、教育委員会が人工芝生を学校に
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提案するタイミングについて、仕様書や設計図ができ上がったタイミングなのか、その際には人工芝の

メリットとデメリットの両方を伝えているのでしょうか。伺います。 

○有馬庶務課長  第一日野小学校の整備の件でございます。基本的には今、人工芝生化ということで

計画を立ててございます。学校には、このことについては説明してございます。ただ、近隣のほうは、

今、実施設計中ですので、これが正確に決まり次第、従来どおり、町会長や近隣の使用者といったとこ

ろには説明をしていく予定でございます。 

 当然、学校に入れるときには、人工芝のよさやメリットということは説明しておりまして、学校自身

も、今回については人工芝生化は歓迎するということで回答をいただいているところでございます。 

○田中委員  正式に決まり次第、学校以外のところに説明するというのでは遅いです。図面は決定で

はなくあくまで案であり、学校で選択できるということを確認したいです。このグラウンドでは、夏に

は花火や縁日を開催しており、子どもも保護者も楽しみにしています。これまでの人工芝生では、火の

扱いも水以外の飲食もできなくなります。今回提案される人工芝では、火などの利用は可能となったの

でしょうか。子どもや保護者、学校、地域から歓迎されるような校庭となるように、より丁寧な説明と

協議の場が改めて重要だと考えますが、どのようにお考えか見解を伺います。 

○有馬庶務課長  申しわけございませんでした。正式というのは、実施設計案が決まったところでと

いう意味でございまして、がちがちに決まって、もう変更できませんというような説明ということでは

ありません。実施設計が正式に決まったらということでございます。 

 それで人工芝につきましては、いろいろ今までも、火が使えないというようなところもございました

けれども、例えば人工芝以外の、コンクリート部分も少し入れるとか、そういった工夫をしながら、設

計というか、そういうことをしていきたいと思いますし、丁寧な説明もしていきたいと思っているとこ

ろでございます。 

○田中委員  一番校庭を利用するのは子どもたちです。一年中発生する静電気や日差しにより、人工

芝が熱くなり、やけどしそうになる問題は解決していません。子どもを含めた協議の場を強く求めて、

次にいきます。 

 １３５ページです。２０２０年、プレスに発表されているオリンピック・パラリンピック教育です。

競技観戦補助について、幼児、児童、生徒の移動手段確保について伺います。事業内容に、子どもの健

康・安全面の対策が記載され、熱中症対策という具体的な対策が求められています。対策をしなければ

ならない状況の中で、特に幼児を観戦に向かわせることに、今年も去年ほどの夏の暑さとなると聞きま

すし、１人の保護者としてとても不安を感じています。また同時に、引率する保育者の苦労、大変さも

想像します。公共交通機関の利用が求められている中での移動手段について伺います。また関連して、

オリンピック・パラリンピックの機運醸成のために旧東海道で実施予定とされている神輿連合渡御につ

いてです。これまで、お祭り、神輿について、区は宗教にかかわる事業などに直接的な経費投入をしな

いとの趣旨を議会でたびたび説明されていましたが、オリンピック・パラリンピック機運醸成での文化

活動としての、今回だけの支援ということでよろしかったでしょうか。確認させてください。 

○工藤指導課長  競技応援に関する交通等の移動手段のところでございますが、現在、予算計上は最

初のところにありますけれども、区内で言えば、区内移動をバスでできるような形での計上をしている

ところでございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  オリンピック・パラリンピックの関係につきましては、タオルや帽子

等で熱中症の対策をいたします。 
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○鈴木（真）委員長  次に、松本委員。 

○松本委員  ５２ページ、特別区たばこ税について、１４１ページ、歩行喫煙防止過料について伺い

ます。 

 まず、特別区たばこ税ですけれども、昨年度より１,０００万円の減額となっております。平成３０

年度の予算を拝見しますと、平成３０年度から昨年度予算だと４８０万円の減額となっています。全体

で約３０億円の予算からすると、昨年度からあまり変化が見られないのかと思うのですけれども、例え

ば豊島区を調べますと、令和２年度の予算で、特別区たばこ税の予算額自体は約２９億円ということで

品川区とあまり大きな差はないのですけれども、前年度予算と比較すると約１億２,０００万円減額と

なっています。逆に、予算額約５０億円と、品川区よりも大きな港区なのですけれども、これは前年度

予算と比較すると、約１億円増額ということで、結構、この状況の中、強気な自治体となっています。

それで、結構、自治体によって、この予算額にばらつきがあるのですけれども、当区の１,０００万円

減額とした理由をお示しください。 

○伊東税務課長  たばこ税のところでございますけれども、この間の周りの状況、喫煙環境の状況な

どの関係で、どうしても売り渡し本数に関しては減少傾向がずっと続いておるということではあります

けれども、この間、税制の改正があったというところで、今年もあるのですけれども、昨年は消費税の

関係など、その前の年に上がったというところで、少し押し戻すというところでございますけれども、

全体的に見れば、圧倒的に売り渡し本数の減少傾向が続くというところでは、若干の減というところで、

今年度に関しては見込んだところでございます。 

○松本委員  そうなのです。何となくはわかるのですけれど、少し細かく伺いたいのですけれど、消

費税増税の影響なのですけれども、昨年の１０月に増税されまして、これは価格を据え置いた銘柄もあ

れば、上げたところもあると思います。それで、価格を据え置いた場合というのは、実際は税金分を抜

いた、原材料費・利益などをカットして売るということになるのだと思います。特別区たばこ税の税率

が、原材料等に対する割合で決められていたら、これはもちろん、価格の据え置きというのは実質値下

げということになって、税収にも影響があると思うのですけれど、これは特別区たばこ税の場合

は、１,０００本当たり何円と、本数単位で税額が決まっているようで、一応確認なのですけれども、

メーカーや小売店の判断で、昨年の消費税増税を受けて価格を据え置いていた場合も、特別区たばこ税

の収入との関係で、据え置き自体は特に税収には影響がないと考えてよろしいでしょうか。 

○伊東税務課長  たばこ税に関しましては、値段ということではなくて１本当たりの税率ということ

で、先ほど委員がおっしゃったとおり１,０００本当たり幾らというような形での決めがされておりま

すので、単純に小売価格の値上げに関連して税収の動きというのはないものでございます。ただ、転嫁

されますと価格が上がる、この間も税率が上がるたびに、上げない銘柄も確かにありますけれども、結

構上げてきているという状況がございます。そういうところを見ますと、やはり減少傾向が続くのかと

いうような思いがあるところでございます。 

○松本委員  この点で、消費税増税の影響なのですけれども、私もあまり税金は詳しくないのですが、

お調べすると、特別区たばこ税は、毎月１日から月末までに販売業者等が売り渡したたばこの本数・税

額などを申告書に記載し、翌月末日までに区に提出するとともに、申告した税金を納付するという形で

あると認識しております。そうすると、消費税が増額された昨年の１０月から１２月分までの特別区た

ばこ税の税収も、統計上は出ているのではないかと思うのですけれども、これは前年同期と比較してど

のような変化が見られていますでしょうか。 
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○伊東税務課長  昨年の１０月というところでの比較ですけれども、１か月おくれで来ていますの

で１１月の数字で言いますと、売り渡し本数的には、前年の１１月を見ますと、１１６％ということで、

伸びているというところでございます。 

○松本委員  本数は伸びているということでよろしいですか。 

○伊東税務課長  その前月を見ますと８１％ということで、急激な落ち込みがあったというところで、

その反動の関係かと思いますけれども、１０月分の販売に関しては、その１か月で見ますと、数字的に

は伸びているという状況でございます。 

○松本委員  前年同月比でも伸びているという理解でいいのでしょうか。前月ではなく前年で。 

○伊東税務課長  平成３０年１０月の売り渡し分というところで見ますと、令和元年の１０月、前年

になりますけれども、そこの比較をしますと１６％ほど伸びているという、１０月売り渡し分というこ

とですので、前月９月に駆け込み需要ということが、多分、前月にあったかと思うのですけれども、そ

の反動が出て、これは、よく見られる傾向ということではございます。それは、もっと分析しないと、

結果的に本当に、ならして伸びたのかどうかというのは、ちょっとまだ数字は持っていないのですけれ

ども、そういう傾向が見られます。 

○松本委員  わかりました。すみません、混乱しました。ありがとうございました。 

 次に、消費税の影響もあるとは思うのですけれども、今年の４月からの改正健康増進法や受動喫煙防

止の東京都の条例の施行があると思うのですけれども、こちらの影響についてはどのようにお考えで

しょうか。 

○伊東税務課長  たばこの売り渡しによって、税収、税金が入ってくるということでございますので、

改正健康増進法や都の条例が完全施行されますと、一言で言えば、なかなか吸いにくい状況になるので

はないかと思っているところです。ということは、当然のことながら、消費量といいますか、販売量も

減ってくるのではないかということは思っているところでございます。 

○松本委員  あと、今年の１０月と来年の１０月、さっきちょっとお話もありましたけれども、特別

区たばこ税も含めて増税はあると思います。これが与える影響、前回の増税時も見ていらっしゃるかと

思うのですけれども、この増税が税収に与える影響もお願いいたします。 

○伊東税務課長  平成２９年度の収入ということで見ますと、前年比９３.９％ということですから

……。昨年、平成３０年の部分で見ますと、調定額的には９８.９％ということで、税収として若干の

落ち込みがあった。本数的には、もっとそれ以上大きな数字での落ち込みということになります。 

○松本委員  結構やはり、たばこ税はいろいろと状況が動いていると思いますので、引き続き精査を

お願いできればと思います。 

 引き続いて過料のところを少しだけなのですけれども、過料との関係で、当区で路上喫煙禁止・地域

美化推進地区が定められているかと思うのですけれども、これのうちの大井町駅周辺を見ますと、いろ

いろ定めていらっしゃるのですが、何気に品川区役所の前の通りというのは含まれていないというとこ

ろだと思います。この理由と、ここは公園の前なので含めたほうがいいのではないかと思いますが、そ

このご所見をお願いします。 

○黛生活安全担当課長  路上喫煙禁止地区につきましては、通勤・通学などの人の往来の多いところ

を中心に設定しているところでございます。また、たくさんのお声がありますので、皆様方のご意見を

聞きながら、追加の指定等についても考えていきたいと思っております。 

○鈴木（真）委員長  次に、西村委員。 
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○西村委員  ９３ページ、国庫支出金、児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金、９７ページ、

母子保健衛生費、産後ケア事業について伺ってまいります。もし時間が許せば、里親支援についても伺

わせていただきます。 

 まず、児童虐待の根絶に向けて、子ども家庭支援センターの組織化、虐待など相談担当の一元化に取

り組んでいただけることに大変期待しております。改めてどのように体制が変わっていくのか、お聞か

せください。 

○崎村児童相談担当課長  今回、定例会に、子ども家庭支援センター条例の条例議案を提案させてい

ただいておりますけれども、来年度、今年の４月１日から、新たに組織として子ども家庭支援センター

という、児童虐待、また養育困難の相談に一元的に対応する組織を構築いたします。これまで品川区で

は、子ども育成課の児童相談担当と、家庭あんしんセンター内にあります子育て支援センターが、虐待

対応等に当たっておりましたが、子育て支援センターにおいては４月１日以降は虐待等の相談は行わず、

子育て相談に特化した形で相談対応を行っていくということで、今後、虐待の対応については区が一元

的に対応するといったことで、今回提案させていただいております。 

○西村委員  区でもさまざまに虐待問題が抱える課題について取り組んでいただいていると思います

が、品川区で虐待の問い合わせが実際に増えていると伺っております。具体的な件数や、昨対比が可能

であれば教えてください。 

○崎村児童相談担当課長  児童虐待の相談件数ですけれども、区が受理・対応した件数につきまして

は、平成３０年度が３２５件ございました。今年度１月末現在ですけれども、既に４２３件、受理・対

応しているところでございます。品川区内ですと、品川児童相談所が品川区の虐待対応を行っておりま

すけれども、同じように品川児童相談所においても、相談件数・虐待相談件数ともに増加傾向にあると

伺っております。 

○西村委員  問い合わせの数が増えた背景には、児童相談所のルールが変わったこと、社会的にも認

知され始め、虐待が見えるようになっている、連絡がしやすくなっているという点もあると思いますが、

問い合わせが増えた要因、区の見解をお聞かせください。 

○崎村児童相談担当課長  今、委員からご指摘がありましたように、昨年の１０月から、東京都の基

本ルール、「児童虐待相談等の連絡・調整に関する基本ルール」というのが改定になりまして、これま

で児童相談所に通告がありました泣き声通告や、また警察署から児童相談所に書類通告される面前ＤＶ

などの案件について、区に送致されるといったことで、こちらが１月末現在、１０月から１月末ですけ

れども、６１件、既に送致されています。また、今、委員からありましたように、やはり近年、児童虐

待による死亡事件が大々的に報道されたりしておりまして、社会的関心が大分高まっております。その

関係で、区民や関係機関からの通告が増えているといった状況で、区の受理・対応件数も増えているよ

うな状況でございます。 

○西村委員  虐待件数について通告がある経路としまして、地域の方からの連絡だけではなく、保健

センターから健診に来ないという連絡や、学校・保育園などからの通報によるものが多いのでしょうか。

どのような連絡・問い合わせが増えているか、ここ数年の問い合わせの変化、児童の年齢層なども、教

えていただけるのであれば教えてください。 

○崎村児童相談担当課長  通告経路ですけれども、やはり一番多いのは、保健センター・医療機関と

なっておりまして、こちらは健診未受診ということで、４か月、１歳６か月、３歳の健診に来なかった

方の居所不明ということで、我々に通告があるのが多くなっております。また、学校や保育園などにつ
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いても、やはり増えているような状況でございまして、年齢層的には、やはり９割が小学校までという

ことで、乳幼児と小学生で大体半分、４割５分ぐらいずつで、あとの１割が中学生・高校生というよう

な状況でございます。 

○西村委員  通告があった場合の初動調査・対応についてお聞かせいただけますでしょうか。 

○崎村児童相談担当課長  通告があった後の対応ですけれども、やはり第１は、子どもの安全確認を

行うというものが第１でございます。こちらは、児童の所属先があれば所属先に伺ったり、家庭訪問を

実施して安全確認を行っております。家庭訪問を行いまして、虐待を行ってしまったような親と、お話

を伺いまして事実確認や助言・指導、その際に、子どもの生活行動や育児・しつけの困り感から、虐待

に及んでしまったような場合については、継続的にお話を聞きながら改善を促していくというものでご

ざいます。こちらもケースによりまして、対応についてはさまざまとっているところでございます。 

○西村委員  問題を抱える家族はサービスを利用しないか、なかなかサービスが行き届かないと思っ

ています。区ではネウボラネットワークに力を入れてきて、整えてくださっていますが、社会的にも虐

待相談は増えております。品川区のドゥーラ制度は、お母さん方からも「品川区でよかった」と言われ

るほど感謝の声が聞こえますが、ハードを整えてもどこかに切れ目があり、社会問題にまでなっている

のではないかと私は思っています。なぜ支援につながらないのだろうと、ニュースを見るたびずっと考

えてきました。また民生費でも伺ってまいりますが、児童センターにさらにネウボラ相談員を増やして

いただいていますが、私の周りにも児童センターに足が向かない母親が多くいます。現在のネウボラ

ネットワークの取り組みの中で、さらに取り組める点や課題がありましたら、区のお考えをお聞かせく

ださい。 

○崎村児童相談担当課長  ただいまネウボラ相談のご紹介がありました。今年度、４館、配置する児

童センターを増やしまして、現在９つの児童センターでこの事業を実施しているところでございます。

大分、周知が、まだまだできてない部分はありますけれども、こちらの相談件数も、やはり館数を増や

したことによりまして、かなり大きく増えている状況でございます。今後、１３地区、館長が配置され

ている児童館・児童センターにつきましては、ネウボラ相談員を配置していきたいと考えておりますの

で、順次、時期を見まして、増館について検討してまいりたいと考えております。 

○西村委員  複雑な仕組みを理解した上で必要なものを取捨選択し、連絡をとることが困難で、せっ

かく利用できる社会資源があっても実際にはそれを知ることがなかったり、あるいは知っていても利用

することを諦めたりして、抱え込み育児に陥ることも多いのではないかと思っています。例えば担当保

健師制を取り入れる自治体もありますが、担当保健師制の導入の可能性や区のご見解をお聞かせくださ

い。 

○仁平品川保健センター所長  地区担当保健師でございますけれども、保健師は乳幼児、産婦の段階

から地区別に大人の方まで含めまして、地区割りで担当しております。その中で、ケースに応じまして、

母子の相談事業等、実際に家庭訪問を行ったりというのを行っています。 

○西村委員  さまざまな施策で、切れ目のない支援に向けて、ぜひとも引き続きお願いしたいと思っ

ております。兵庫県明石市は４月から、市内のゼロ歳児におむつを無償提供する方針を固めましたが、

母子の健康状態・虐待などをチェックする見守り活動と組み合わせるという点がとてもいいと注目して

います。接触頻度を増やす方法や、ＳＯＳを早期に発見し虐待を防止するために、ぜひとも引き続きお

願いしたいと思っております。 

 また、各自治体の子育て世代包括支援の体制や支援内容はさまざまだと感じております。子育て支援
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や虐待防止は母親だけの問題ではありませんので、父親の育児参加や家族全体の心身の健康調査をする

ような施策があれば教えてください。 

○仁平品川保健センター所長  区民の皆様の健康維持のために、いろいろ区で健診事業等に取り組ん

でいるところでございます。その中でも健診事業等は、個別の方にお願いしているところでございます

けれども、当然、地域の皆様から保健センター宛てにはいろんな相談が持ち込まれますので、そのケー

スに応じまして保健師が個別に対応するという体制をとっております。 

○西村委員  両親の健康や幸せ、生活習慣が、子どもたちの健康と幸せに大きな影響を与えるという

調査結果も出ていると伺っております。ぜひとも引き続き、孤独な子育てへのサポートをよろしくお願

いいたします。 

○鈴木（真）委員長  次に、松澤委員。 

○松澤委員  私からは、９３ページ、ひとり親家庭自立等支援、そして１０９ページ、防犯活動団体

支援についてお伺いいたします。 

 まずは、ひとり親家庭自立等支援です。厚生労働省は４月から、ひとり親家庭の孤立を防ぐため、相

談支援体制の拡充、専門スタッフの育成・強化を挙げ、予算案に１５６億円計上いたしました。親が仕

事に追われ、自治体の窓口があいている時間に相談に行けない。相談する精神的な余裕がないというこ

とも多く、孤立しやすい状況が伺えます。そのために、地域で活動する民間の支援団体との連携、自宅

訪問相談や行政手続への同行、各家庭へ継続的な見守り支援を行う専門スタッフ育成のための研修費用

や旅費などを自治体に補助するとあります。そこで先の話、４月以降の話になりますが、この補助金が

支給されたときの考えや、現在、品川区で行っている支援の内容を教えてください。 

○三ツ橋子ども家庭支援課長  区では現在、ひとり親家庭のさまざまなご相談を、婦人相談員、就労

専門相談員、家庭相談員が、電話や窓口で丁寧に相談対応を実施しております。来年度は相談体制にも

力を入れ、専門相談員を増員してまいります。今後は、委員ご紹介のさまざまな相談の仕方を取り入れ

ていくことも視野に入れながら対応していきたいと考えております。また、品川区ではさまざまな支援

を実施しておりますが、今年度、新たに、ひとり親家庭世帯の住宅支援として、初回保証料の助成を実

施しております。連帯保証人を立てられない方のために、民間賃貸住宅と賃貸借契約を締結する際、保

証会社に支払う初回保証料を助成するものでございます。助成金額は上限１０万円までとなっておりま

す。 

○松澤委員  新しく初回保証料の１０万円の補助など、いろいろ手厚く考えていただき、大変感謝し

ております。 

 食品を寄附するフードバンクを行う認定ＮＰＯ法人グッドネーバーズ・ジャパンのアンケートにより

ますと、ひとり親の年収が２００万円未満という方が４７％に及びます。育児・生活で困って、助けを

求める方法がわからない、抵抗があると答えた方が７０％もありました。ここから読み込めることは、

ひとり親というものは１人で問題を背負いやすく、特に食料の支給、子どもの学習支援といったものを

充実させていく必要があると考えられますが、食料、子どもの学習支援の観点で、施策などはあります

でしょうか。 

○三ツ橋子ども家庭支援課長  今年度、食の支援につきまして、ふるさと納税を活用したガバメント

クラウドファンディングによる食の支援事業を実施しております。事業に賛同した多くの方から寄附を

集めることができ、５５７万３,０７３円集まりました。こちらは、子ども食堂の継続支援と、ひとり

親家庭に食品配送を実施してまいります。３月中に食品配送できるよう、今、最終調整をしているとこ
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ろでございます。 

 一方、学習支援につきましては、ぐんぐんスクールという名称でございますが、平成２５年から開始

しておりまして、小学校高学年から中学生、高校生を対象に、ひとり親家庭のお子様に対する学習支援

を実施しております。今後も多くの情報を取り入れながら、引き続き、ひとり親家庭に対して、さまざ

まな支援を実施してまいります。 

○松澤委員  ガバメントクラウドファンディング、５５７万円余といったことを、しっかりと配送を、

子ども食堂に行っていただけることに大変期待しております。ひとり親支援がますます拡充することを

願いまして、次の質問に移らせていただきます。 

 次に防犯活動団体支援についてお伺いいたします。昨年の決算特別委員会でも質問をいたしました。

平成２４年より始まった、地域に密着した防犯パトロールを実施する団体を支援する制度になります。

この中で、活動するメンバーが増えたが助成金が少なく、大変な思いをしている団体が大変多くありま

す。私も団体の一員として訴えさせていただきました。引き続きになってしまいますが、地域の見回り

というものはとても重要であります。地元の方は、危険な場所と思われることを誰よりも熟知しており

ます。これは、地域の被害状況を一番理解しているからこそです。共助となるすばらしい活動ですので、

改めてご見解をお聞かせください。また、運営の支援として３年に１回、交付金というものを支給して

いただいております。この交付金を毎年分散して支給していただくお考えはありませんでしょうか。以

上の２点、よろしくお願いいたします。 

○黛生活安全担当課長  自主的防犯活動団体への支援につきましては、実際に活動されている地域の

方々から、委員からご紹介いただきましたのと同様のご意見を頂戴しておりましたことから、来年度に

つきましては増額をさせていただく予算をつくらせていただきました。具体的には、設立時に１０万円

だった補助を２０万円に、３年に１度お渡しする活動費につきましては、５万円だったものを１０万円

とさせていただいたところでございます。何とぞご理解をよろしくお願いします。 

 また、３年分を一括してお渡ししておりますのは、団体の皆様に少しでも長く活動を継続していただ

きたいという思いからでございまして、こちらにつきましては現行のまま運用させていただきたく、ご

理解をよろしくお願い申し上げます。 

○松澤委員  助成金が増えたということでありますと、やはり活動の幅も広がります。会員のモチ

ベーションも上がっていくと思います。ありがとうございます。 

 交付金の考え方につきまして、新規で活動を始めた方は、要は３年に１回であることも仕方がないか

と思うのです。でも、ある程度、長年活動している団体においては、やはり分散というよりも、年々、

一年一年支払うといったお考えというのはできないか、そこだけもう一度お願いします。 

○黛生活安全担当課長  本制度の趣旨が、地域の防犯活動に従事している方に、少しでも長く活動し

ていただくというところが本旨でございます。したがいまして、ただいまの委員のご意見も参考にさせ

ていただいて、どういうふうにしていくのが最も効果があるかということにつきまして、引き続き調

査・研究をしてまいりたいと思います。よろしくお願いします。 

○松澤委員  引き続きご検討いただき、さらにこの防犯活動が拡充することを願い、質問を終わらせ

ていただきます。 

○鈴木（真）委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後０時０８分休憩 
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○午後１時１０分再開 

○鈴木（真）委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。あくつ委員。 

○あくつ委員  私からは、８９ページ、感染症予防費に関連いたしまして、コロナウイルス対策につ

いて、保育園とオアシスルームのことについてお伺いします。そして２番目には、８１ページ、環境衛

生手数料、８３ページ、屋外広告物許可手数料、非行政書士の作成書類の排除というところについての

質問をさせていただきます。 

 まず、コロナウイルス対策ですけれども、国難とも言えるこの難局に当たりまして、本当に急な、走

りながらの対応だと思うのですが、子どもたちの対応に当たっていただいている、保育園、また区の担

当職員の皆様、すまいるスクール、また区立、私立幼稚園・保育園、あと預かり保育の幼稚園の皆様、

オアシスルームの皆様には、本当に敬意を表したいと思います。その上で、この委員会の中でもたくさ

ん質疑されていますが、やはり一定数の子どもたちが集まって集団生活を行うことから、そこに働いて

いる職員の皆様、児童・生徒のお子様の感染を防ぐ必要性について確認させていただきます。 

 昨日３割というお話がありましたが、多くの子どもたちが利用する、すまいるスクールでは、３月２

日付で、ホームページに、６項目の注意事項というか留意事項が掲載されております。質疑の中でも出

てまいりましたが、例えばその６項目の中には、児童の集中や長時間の参加により感染リスクが増大す

ることから、必要最小限の時間の利用とすること、午前は可能な限りご家庭で過ごすこと、ご自宅等で

過ごすことができるご家庭については当面参加を自粛すること、参加される際は、毎朝ご家庭で検温等、

健康状態の確認を行い、発熱やせきなどの症状がある場合は参加しないこと。このような前提というか

お願いがされています。つまり今回は、極力、できればご家庭で過ごしていただきたいという政府の方

針にのっとって、こういうことが出されています。 

 一方で、品川区のホームページを見ますと、オアシスルームの対応についてのところでは、２月２７

日付、新型コロナウイルス感染症に係るオアシスルームの対応については、このような記載はなく、こ

う書いてあります。「ご利用のお子様等に感染の事実が判明した場合、オアシスルームのご利用を中止

させていただきます」。こう書いてあるのです。感染の事実が判明した場合とあるのですけれども、こ

れはどう読めばいいのかというところで、普通に考えれば、感染の事実を判断するのは医療機関、そし

て、その事実を知っているのは保護者であろうと思います。普通に考えれば、一般的に、常識的に考え

れば、その状態では子どもは当然預けないというところだと思うのです。そうすると、これは職員が感

染の事実を判断するということなのかということで、どのように把握をするのかということになると思

うのですが、前もって聞いているので言ってしまいますけれど、これは厚生労働省が出している文言を

そのままお使いになったということで聞いていますが、運用は自治体で判断してくださいということに

なると思うのですけれども、区内１２カ所のオアシスルームについては通常どおり開設されています。

これは、就労しているご家庭ではなくて、当然、在宅で育児を行っているご家庭への支援ということで、

区のこの判断というのは尊重したいと思うのですが、やはり政府の要請の中で、長時間、子どもと職員

が密集するようなシチュエーションは避けたほうがよい中で、すまいるスクールで掲げているというか

お願いをしているような６つのお願い、言い方は少し極端ですが、不要不急という言い方はあれかもし

れませんが、基本的には在宅でというところのお知らせのようなものは、保育園、またオアシスルーム

にも、保護者に打ち出したほうがいいのではないのかと思うのですけれども、このあたり、検討されて

いるのであれば教えていただきたいと思います。 
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○佐藤保育課長  委員お尋ねの、保育園等をご利用されている保護者への通知でございますが、今週

月曜日、３月２日の時点で、感染症拡大防止のため登園自粛の検討をお願いいたします、また、児童・

職員等が感染した場合は臨時休園になる可能性がある等の対応を入れました通知は、既に保護者にお送

りしております。 

○大澤保育支援課長  オアシスルームでございますが、保育施設と同様に、在宅で子育てしている保

護者の方も、通院等、やはりのっぴきならない事情というのはおありになる場合があることから、現時

点では開室という判断をしております。利用の自粛につきましては、現在、ホームページやパパママア

プリにて区民の方にお願いするように準備をしているところですので、今日もしくは明日にはアップす

る予定でございます。 

○あくつ委員  本当に走りながらの対応で、先週木曜日の夜、安倍総理大臣があのような発表をして、

金曜日から不眠不休で、おそらく皆さんやっている、ご準備をされていらっしゃるのかと思いますので、

そういう中で、文言を整えていくということがやはり必要かと思いましたので、質問させていただきま

した。今、保育園については既に発出され、そしてオアシスルームについては今日か明日には出される

ということでしたので、安心いたしました。 

 次に、手数料のところで伺います。ご存じのように、当たり前なのですが、区はさまざまな許認可行

政を行っております。保健所関係で言えば、食品衛生関係の営業許可や、診療所の開設許可、また屋外

広告物許可手数料、８３ページに載っていますが、年間で広告板・塔で４,９００件、２,０６４

万８,０００円という金額が計上されています。例えば屋外広告物を出すのは事業者、個人、法人なの

ですが、広告の専門家ではないので、本来の事業が忙しい事業者は通常、専門の業者に委託します。当

然、１０万円とか２０万円とか、看板の制作代とパッケージでお願いした場合には１００万円単位での

お願いをする。こういう中で、クライアントの最後の申請の書類をつくること自体、これを例えば事業

者が窓口に来て、クライアントの委任状を持って、作成しましたということは可能なのかどうか。いろ

んな許認可業務があるのですが、お伺いしたいのが、屋外広告物許可手数料のところでお伺いしたいと

思います。 

○今井土木管理課長  屋外広告物の許可の届け出、申請でございますけれども、代理申請も受け付け

るという、東京都の条例上の手続きの規定がございまして、代理申請等もお受けしているところでござ

います。 

○あくつ委員  代理申請はそのとおりだと思うのですけれども、作成についてはいかがでしょうか。 

○今井土木管理課長  作成につきましては、窓口で作成について細かに確認はしておりませんけれど

も、個人の方、法人の方がいらっしゃいますので、許可の書類が整っているかということを確認してい

るところでございます。 

○あくつ委員  行政書士法上、許認可業務の書類作成の代行というのは、特に業として報酬を取って

行うことができるのは行政書士だけであるというふうに定まっています。昨年、東京都でも、この点で

請願・陳情が出されまして、これは全会一致で可決して、昨年６月から許認可の業務のところに看板を

掲示して、行政書士以外の方がそういうものを作成してはいけないということを注意喚起しているので

すけれども、品川区においても、ぜひこうしたことを行ってほしいということが、行政書士会品川支部

から要望として出ておるのですが、この点についていかがでしょうか。 

○今井土木管理課長  本条例につきましては、東京都の屋外広告物条例を、事務処理特例で事務を委

任されておりますので、まずは東京都に運用を確認しながら対応してまいりたいと思いますけれども、
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例えば土木管理課の窓口に、代理申請の際に行政書士の資格が必要であることなどを周知することは可

能であると思っております。 

○あくつ委員  先日、私も東京都庁に用事があって、宅地建物取引業法の窓口に行きましたら、その

ような掲示がされておりました。これは、先ほど申し上げた全会一致の請願の結果なのですけれども、

これがいわゆる掲示についても、端っこのほうにアリバイ程度につけてあるものではなくて、待合で、

来た人が必ず目に入るような場所に、わかりやすく掲示してありました。これは非常に効果的であると

思いました。また、こういうことを、実は都の職員も知らないということも懸念がありまして、職員に

も周知をしてくださいという、これは請願の内容にあったのですが、これも今、周知が進んでいるとこ

ろだと思いますので、品川区としても、ぜひこの点について理解を進めていただきたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、中塚委員。 

○中塚委員  ７７ページの区営住宅使用料にかかわって区営住宅の使用者資格について、後半は同性

パートナー制度も関連して伺いたいと思います。 

 以前にも伺いましたが、同性カップルにも、この使用者資格を認めるべきとの提案です。区長の今回

の施政方針では、多様な生き方を尊重する視点、性別などにかかわらず多様な生き方を認め合う社会の

視点と示しました。ならばいよいよ区営住宅について、区民住宅も同様ですが、同性カップルを認める

べきです。前回の答弁で、関係所管と協議しながら対応を進める。性的マイノリティーの方への区営住

宅の入居も１つの議論との答弁がありましたが、そこで関係所管との協議はどのように進んでいるのか、

同性カップルの区営住宅入居についてどのような議論が進んでいるのか、お伺いいたします。 

○森住宅課長  同性パートナーの方々に対して、区営住宅への入居を、というご質問でございますけ

れども、現在は親族要件を規定しておりまして、同性パートナーの方々につきましては親族要件の確認

ができないということで、入居の要件に該当しないと判断しているところでございます。これまで人権

啓発課等々ともいろいろ協議してまいりましたけれども、まだ区営住宅への入居というのは考えていな

いというところでございます。 

○中塚委員  該当しないと。協議しているが考えていないとの答弁でした。前回の質問が２０１８

年１１月の決算特別委員会ですので、この１年半の間の議論、また新たな長期基本計画の答申が区に示

されてからこの数か月間の議論は、どのように行われてきたのでしょうか。同性カップルに使用者資格

を認めることが、どのような方向性を持って話し合われて、話し合われるべきだと思いますけれども、

改めて伺いたいと思います。今年はオリンピックの年でもあります。オリンピック憲章には、差別禁止

事項に性的指向も位置づけられております。また都条例もございます。２３区でも実施している区があ

ります。区の施政方針もあります。こうした背景の中で、品川区でも、住宅行政を含め行政の姿勢が問

われるのだと思います。これは区長の判断一つで実施が可能なことです。ぜひ同性カップルにも区営住

宅の使用者資格を認め、住宅行政にかかわる性的指向の差別や誤解を、行政として克服していただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。 

○森住宅課長  区営住宅への同性パートナーの入居につきましては、当然、長期基本計画の中でも多

様な生き方を尊重するという視点が盛り込まれております。そういった意味で、同性パートナーの方の

差別を解消していくということは、区全体としての方向性としてはあるのだろうと考えておりますけれ

ども、今現在のところは区営住宅について入居を認めることは考えていないというところでございます。

ただ、昨年の１２月に、東京都で「性自認及び性的指向に関する基本計画」というものが出されまして、

その中で、東京都でも都営住宅の管理制度において、取り扱いについて検討していくという文言もござ
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いますので、今後とも、他区の状況、東京都の状況等々、注視してまいりたいと考えております。 

○中塚委員  多様な生き方を尊重する、差別もなくす、都の動きも注視していくと、そこまで述べな

がら、なぜ同性パートナーに入居資格を与えないのか、私にはわかりません。あらゆる性的指向につい

て、行政が行う事業に、性的指向や性自認を理由にしたＳＯＧＩ差別や誤解を克服していかなければい

けないと思います。この間も、区営住宅をはじめ、例えば区が採用する職員について、履歴書での性別

記載を削除することや、行政の申請書における性別記載についての不要な記載を削除することや、中学

生の制服など、さまざま議論をしてきましたが、新たな長期基本計画のもとで、こうした性的指向や性

自認にかかわって、住宅だけでなく、あらゆる分野で、これまで区が行ってきた事業について、多様性

の視点で総点検をしていく必要があると思いますが、いかがでしょうか。そして、同性パートナーのこ

とについての公的な証明についてですけれども、同性パートナーシップ制度の実現が急がれていると思

います。これは、区営住宅に申し込む際にも必要な制度にもなりますが、行政のみならず民間のさまざ

まな制度を利用することにも利用できます。同性パートナー制度について、区も導入に向けた検討を

しっかりと進めるべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○島袋人権啓発課長  性的マイノリティーの方々への対応ということでございますが、男女共同参画

におきまして、「マイセルフ品川プラン～誰もが自分らしく～」を、今まさに進めてまいっているとこ

ろでございます。この中には、性自認・性的指向のあり方や多様性を認め合い、差別や偏見をなくすよ

う交流の場を提供し、安心して思いや悩みを共有する場を設定していこうということも掲げております。

まさに今、いろいろなアンケート等々を見ますと、品川区の場合、理解促進、よりよく知っていただく

ためのものが今必要だと思っているところでございます。まずはこちらで、次年度、男女共同参画セン

ターにおきまして進める講座等々をやりながら、状況を見ていきたいと思っているところでございます。 

○中塚委員  質問は、性的指向や性自認にかかわって、住宅だけでなく、あらゆる分野において、こ

れまで区が行っていた事業について、多様性の視点を持って総点検をすべきではないかというのが、１

つ質問です。そして、同性パートナー制度について、区も導入に向けた検討を進めるべきではないかと

思いますが、改めていかがでしょうか。 

○島袋人権啓発課長  みんなのひろばという名称で進めていきたいと考えております、性的マイノリ

ティーの方向けの交流スペースの開設。これも、どのぐらいの方々が来ていただけるか、こちらも本当

にまだどのような、わらをもつかむ思いで開催するところでございまして、実際のところ、区といたし

まして、プランの中から、やはり進めてまいるところではございますが、こちらの状況等を見きわめつ

つ、長期基本計画の中でも進めてまいりたいと考えているところでございます。 

○中塚委員  見きわめつつ進めていきたいというのが何を指しているのかよくわからなかったので、

やはり多様性の視点を持って総点検をすべきだということと、具体的に同性パートナー制度について導

入を進めていただきたいということですが、それを進めていきたいと受け取っていいのか、それともま

だそこまで踏み込んでいないのか、そこははっきりご答弁いただきたいと思います。 

○島袋人権啓発課長  多様性という言葉のありようでございますが、まず男女共同参画の中での１つ

の考え方といたしまして、支援の多様性がある。もう一つ、多様性というのは何かというと、もちろん

外国人との共生社会、あるいは障害を持った方、あるいはいろいろな方がおられる状況だと思います。

ですので、何をもって多様性という、１つでくくることが非常に難しい部分があるかと存じております

ので、とりあえず男女共同参画では、性の多様性に関して、今、１つ、区民の皆様の理解促進を進める

ための講座等々を行いまして、様子を見ていくということを続けているところでございます。 
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○中塚委員  様子を見ていくというのが何を指しているのかがわからなかったのですけれども、性的

指向や性自認にかかわって、これまでの区の事業を総点検すべきではないか、同性パートナー制度につ

いても導入を検討すべきではないかと、改めて伺いたいと思います。区営住宅で同性カップルを認める

ということは、区の姿勢を示すと同時に、不動産など民間事業者に対しても、例えばアパートやマン

ションなどの賃貸借契約を結ぶ際に、性的指向によって差別をしてはならない、ＳＯＧＩ差別をしては

ならないとのメッセージにもつながっていきます。こうした民間事業者に対してもＳＯＧＩ差別の禁止

などを伝えるべきだと思いますが、いかがでしょうか。そして、改めて区営住宅において同性パート

ナーを認めるよう、制度設計していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○森住宅課長  民間事業者、賃貸住宅のオーナーに対しましては、現在、予算を計上させていただい

ておりますけれども、来年度、居住支援協議会の中で協議をしていく上で、セミナーの開催等も予定し

ておりまして、その中で、人権啓発も含めて、ＬＧＢＴへの差別をなくしていくということも啓発して

いきたいと考えております。 

○鈴木（真）委員長  次に、くにば委員。 

○くにば委員  私からは、１４９ページの広告料収入について、この１点をお伺いいたします。 

 現在、自治体広告については、税外収入の財源確保手段として積極的に活用することが望ましいので

すが、この自治体広告事業については、全国の自治体で力の入れ方に大分温度差があります。今、品川

区においては、空きリソースを活用して、現在、複数の媒体で広告料収入を得ています。この品川区の

広告料収入について、まだまだ私は伸びしろがあると考えており、自治体広告を取り扱っている複数の

広告代理店に事前にヒアリングいたしました。そちらを踏まえまして、品川区の広告事業について質疑

をさせていただきます。 

 まず、広報しながわ広告料等が９５６万円余りとなっていて、先ほど、せお委員から質問がありまし

た際には、経理課の所管の周辺案内板、番号案内表示システム、証明写真機の３点、２２５万円のみで

したので、広報しながわや品川区ホームページのバナー広告等、その他の課で取り扱っている広告につ

いて、広告料収入を媒体ごとにお知らせください。 

○木村広報広聴課長  広告料収入の内訳のご質問でございます。 

 広報広聴課では、広報紙、広報しながわにおきまして、およそ２８０万円、ホームページのバナーに

関しまして、およそ３７０万円、それから転入される方にお配りいたしております、しながわガイドの

冊子への広告に関しまして約５０万円、それから職員向けの広報紙、職員報でございますけれども、職

員報ふれあいに関して５万円という形でございます。その他につきましては、防災課の防災ハンドブッ

クで３０万円という形になっております。 

○くにば委員  今ご答弁いただきました、広報しながわが２８０万円、ホームページバナー広告

が３７０万円とのことで、こちらが品川区の広告料収入の約６割を占めているのですけれども、まずは

こちら２点について、取り組みに改善の余地があると考えますのでご提案いたします。 

 現在、広報しながわについては３号に１回の広告掲載なのですけれども、例えばこちらを毎号の掲載

にして枠を売り切れば、３倍の収入が見込めます。この１点のみで５６０万円の収入増になります。そ

して、品川区のホームページのバナー広告についてなのですけれども、こちらがパソコン版では掲載さ

れているのですが、現在、スマートフォン版のページを閲覧すると、広告が表示されていないのです。

現在ではインターネットブラウジングは、スマートフォンでの閲覧のほうがパソコンよりも上回ってお

ります。スマートフォン用のページにも品川区で掲載すれば、インプレッション数の向上が見込めまし
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て、販売枠数が倍増します。この２点についてご見解をお聞かせください。 

○木村広報広聴課長  広報紙につきまして、月３回発行しております中の１号につきまして広告を掲

載しております。こちらに関しましては、区政・地域の情報の情報量がかなり大きくなっておるところ

もございます。ページも増してまいったところでございますが、そちらで実際に、かなり掲載量が目

いっぱいになっているところもございまして、そこで月に１号にという形で、現在させていただいてお

るところでございますけれども、今後の掲載の編集方針でございますとか情報量の多寡によりまして柔

軟に対応も可能かと思いますので、引き続きこちらは考えてまいりたいと思っております。 

 それから、スマホに関してのバナー広告についても、同様に考えさせていただきたいと思っておりま

す。 

○くにば委員  今のご答弁にありました、広報しながわの掲載の情報量が多いから３号に１号という

ことなのですけれども、こちらに関しては、編集方針として、あれは広告のスペースはそんなに多くな

いと思うのです。なので、編集方針として、ここには広告の枠を確保するという形で、それで増やすだ

けで５６０万円の広告増が見込めるので、ぜひとも取り組んでいただきたいと思います。 

 それで、ほかの自治体の広告事業についての動向なのですけれども、こちらは１例ですが、千葉市で

は、ガイドブック、パンフレット、各種封筒等印刷物のみで２０媒体、横浜市では印刷物等の広告のみ

で７０媒体あり、さまざまな印刷物で広告を活用しています。また大阪市では、大阪市広告事業行動指

針の中で、本市の資産を広告媒体として有効活用することによる税外収入の確保、経費の削減を図るた

め、全庁的な推進組織である大阪市広告事業推進プロジェクトチームを立ち上げ、市政改革プラ

ン２.０において広告事業の推進を掲げて、全庁的に広告事業に取り組んでおります。こちらは、各種

ガイドやパンフレット交付については、今申し上げたとおり、財源確保だけではなく、その印刷物自体

を無料でつくる等の、発行経費を抑える経費削減にもなります。例えば母子手帳や、子育て関連の窓口

に配付している、いきいきあんしん子育てガイドに広告を載せるとか、あとは細かいところでは、さら

に納税通知書は、実は発行部数が相当多いので、かなり広告媒体として価値があると思います。あとは、

例えば医療費通知の郵送封筒、さらにはごみ収集の案内カレンダーなど、実はさまざまなところに品川

区が広告を載せる資源というのがあるのです。そちらに関して、ある意味、ほかの自治体のまねという

か参考にして、まだ税外収入を得る余地があるので、こちらについていろいろとお考えいただきたいで

す。この点について、媒体の拡充についてご意見をお聞かせください。 

○木村広報広聴課長  今ございました中では、品川区におきましては戸籍住民課で、住民票や戸籍を

入れる封筒の印刷については、印刷の業者が広告をとって、区からの経費を抑えているというところも

既にやっているところでございます。 

 それから、今ご指摘がございました各種媒体での広告に関しましても、税外収入の確保というところ

は、区全体としても幾つかそういうところがございますので、引き続き考えてまいりたいと思っており

ます。 

○くにば委員  前向きなご答弁をありがとうございます。品川区においては、ホームページ上で募集

している広告は、バナー収入、バナー広告の募集のみなのです。ほかの自治体では、先ほど申し上げ

た２０媒体とか７０媒体を細かくホームページに掲載しておりまして、それぞれ枠が幾らで問い合わせ

先はこちらという形で、品川区はまだ、例えば先ほどおっしゃった職員報であったり、あとは広報しな

がわもそうですし、さまざま防災ハンドブックであったり、そこに関しての広告があるかどうかすら、

そもそも知られていない状況なのです。やはり、こういう広告や商品を販売するに当たって、いかに多
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くの方にその情報がリーチするかというのは非常に大事だと思うのです。ですので、また総務費の款で

ホームページの件についてはいろいろと触れさせていただきますけれども、ホームページのみならず、

例えば広報紙でもそうですけれども、例えば、まずは「こういった広告があります」というのを、きち

んと多くのところに情報を掲載して、広告を出したいとお考えになられているクライアントのところに

情報を届けることが大事だと思うのです。 

 例えば大阪市では、広告をホームページで募集するだけではなく、広告代理店についてもホームペー

ジで募集しているのです。私がこの１点は非常に大事だと思って今回考えたのが、広告代理店の活用で

す。さまざまな自治体で広告を、ある意味、反響営業というか、今、おそらく品川区では、「ホーム

ページをご覧になった方は広告掲載についてお問い合わせください」、広報しながわも「お問い合わせ

ください」という形で、一個一個に対しての反響営業のみだと思うのですけれども、広告代理店を使う

ことによって能動的・積極的に広告を販売していただく。これができれば、先ほど申し上げた広報しな

がわでの３倍の枠、ホームページの枠等も売り切ることが可能だと思います。ですので、品川区も、今

使っていない遊休の資産というのを、広告代理店を活用して取り組むことが大事なのかと思いますけれ

ども、お考えをお聞かせください。 

○木村広報広聴課長  今、委員のご提案のございました件につきましては、先ほどの繰り返しになり

ますけれど、区の税外収入確保というのは我々の務めでございますので、幅広な形で、委員のご提案も

含めまして、これから考えてまいりたいと思っております。 

○くにば委員  広告代理店の件については、また私からもいろいろとご相談というか、お話をさせて

いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 最後になりますけれども、広告については、媒体や対象を絞って広告すると、広告の受け手側にとっ

ても非常に有用な情報になると思います。品川区でも、広告について、企業の宣伝だというネガティブ

な捉え方をせずに、積極的に広告事業というのを活用していただいて、区民サービスの向上や、広告を

出す区内産業に関しての活性化、その財源確保の点について、ぜひとも取り組んでいただきたいと思い

まして、私の質問を終わります。 

○鈴木（真）委員長  次に、高橋伸明委員。 

○高橋（伸）委員  ５２ページ、特別区たばこ税、６７ページ、天王洲公園野球場に関連して、同じ

く６７ページ、八潮北公園スケートボード場についてお聞きしたいと思います。よろしくお願いします。 

 まず最初に、５２ページ、特別区たばこ税についてお伺いさせていただきたいと思います。午前中も、

ほかの委員からも質疑があったと思いますけれども、私はまた別の観点から質問をさせていただきたい

と思っています。これは、前年度予算が３０億５,８００万円余、本年度の予算が３０億４,８００万円

余ということで、１,０００万円の減を見込んでいるということなのですけれども、これはやはり安定

した収入財源だと私は思っています。そんな中、先ほど午前中の税務課長からのご答弁もありましたよ

うに、区内のたばこ小売店の売り上げの本数によって税収が決まっていくということだと私も認識して

おります。 

 それで、これは啓発活動として、たばこ商業協同組合が、さまざまな啓発活動、例えば携帯灰皿の配

布をしたりといった活動をしていると思います。昨今、喫煙場所に関しては特定されている中、携帯灰

皿の配布というのは歩きたばこの原因となるので、配らないほうがいいという意見もあると思いますけ

れども、区としても税務課で、協同組合と共同で、「わ！しながわ」と印刷、プリントして、年ごとに

携帯灰皿のイラストを変えていると思っております。今年、来年度もいろいろ計画はしているかと思う
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のですけれども、計画のデザインや計画している内容をお知らせしていただければと思います。よろし

くお願いします。 

○伊東税務課長  たばこ税に関するお問い合わせでございますけれども、委員ご指摘のとおり、この

間ずっと売り渡し本数は減っているところでございます。たばこ税に関しましては、区内で売られた分

に関して、区に税収が入ってくるという性質を持っているものでございます。ということで、今ご指摘

がありましたけれども、啓発用品を販売店で配布することによって販売を促進し、たばこ税の増収を図

るというようなことで、啓発品をつくっているところでございます。それぞれといいますか、約１万個

つくって、それぞれの組合を通して小売店に渡して、啓発用品として活用としていただくというような

形でやっているものでございます。デザインは、その年ごとに変えてはいるのですけども、なかなかい

いデザインがなく、職員で苦労しながらデザインを考えるところでございます。 

○高橋（伸）委員  また来年度もいろいろデザインを考えていただいて、啓発活動をやっていただき

たいと思います。たばこは健康被害に影響を与えるということではなくて、たばこ税も本当に区民の方

に寄与していると思いますので、ぜひともそういった、寄与しているということも取り上げていただき

たいと思っています。これは要望です。 

 続いて６７ページ、天王洲公園野球場に関連して、コインシャワーについてお伺いしたいと思います。

天王洲公園は、野球場とサッカー場がありますけれども、平成３０年度決算を見ますと、コインシャ

ワーの回数が１,９６１回、令和元年度の予算ですと６,６００回、来年度、令和２年度は４,９００回

ということなのですけれども、八潮北公園、しながわ区民公園、しながわ中央公園、野球場・サッカー

場などの使用回数は大体ほぼ同じだと思うのですけれども、おそらく、これは私の想像なのですけれど

も、使用回数は同じなのですけれど、大幅に、このシャワー回数の数値が、利用されている利用者が増

えているということは、猛暑の影響だと思っているのですけれども、これをまず最初に確認させていた

だきたいと思います。 

○中元スポーツ推進課長  天王洲公園野球場コインシャワーの利用回数のお尋ねでございますが、天

王洲公園管理事務所につきましては、平成２９年９月から平成３０年８月にかけまして、管理棟の事務

所の増築工事が行われてございました。その中で、コインシャワーの充実が図られたものでございます。

そして、コインシャワーの開設が平成３０年９月でございましたので、平成３０年の決算の数値は９月

から秋から冬にかけて、３月までの回数ということでご報告を申し上げたものでございます。ですので、

当然、今回の予算からは１年間を通し、また委員がおっしゃったように猛暑という影響も考慮いたしま

して、少しその分を見込んだ数字で上げさせていただいているものでございます。 

○高橋（伸）委員  よくわかりました。コインシャワーは本当に必要なので、これからも充実を図っ

ていただきたいと思います。 

 続いて、八潮北公園スケートボード場についてお聞きさせてもらいます。３月に開催予定でした初心

者対象のスケートボード教室は、今回のコロナウイルスの影響で中止になったと、私は把握はいたしま

した。来年度予算２,４７０回というのは、ほぼ大体、利用者というのは決まっているのかということ

で私は思っているのですけれども、それに関連してというか、啓発・告知のことで、私が確認したのは、

しながわ中央公園の公衆トイレに、八潮北公園スケートパークのポスターが掲示されていると思います。

これは、ほかの公園で私は確認してみていないのですけれど、どういうところに掲示を、特に若い世代

の人たちに対して告知・掲示しているのかということをお聞きしたいと思います。 

○溝口公園課長  八潮北公園のスケートボード場のポスター、チラシの件でございます。私どものほ
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うで、やはりさらにスケートボード場を利用していただきたいといった思いで、ポスター、チラシをつ

くらせていただいて、今年の２月から掲示しているものでございます。掲示場所としましては、委員ご

指摘のしながわ中央公園をはじめ、天王洲公園、南ふ頭公園等、スポーツの運動施設がある公園、管理

事務所がある公園、そういったところに掲示させていただいて、周知を図っているところでございます。

また公園課、スポーツ推進課、両課で連携していますので、そちらにも同じように掲示、チラシの配布

をさせていただいているところでございます。 

○高橋（伸）委員  私もスケートパークのポスターを見て、本当に若者受けする、すばらしいポス

ターだと思ったので、ぜひともこれは枚数をもっと増やして、いろいろ、さまざまなところで掲示して

いっていただきたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、湯澤委員。 

○湯澤委員  私からは、７１ページ、シルバーセンター使用料、７７ページ、自転車駐車場使用料、

それから１０１ページ、都市安全確保促進事業費の帰宅困難者対策費、それから１１５ページ、高齢社

会対策包括補助金について質問いたします。 

 まず、シルバーセンター使用料についてです。今、人生１００年時代を迎えているわけでありますが、

区民の方々に健康で幸せに暮らしていただけるような社会づくりというのは、私どもの課題であると考

えております。体を動かすことや友達と話すことといったことは、健康の秘訣でもありますので、コ

ミュニケーションの一つとして、シルバーセンターを多くの方に利用していただき、健康維持に努めて

いただきたいと考えております。 

 そこで、シルバーセンターは、どのような方が、どのようにすれば利用できるのか。ここ数年の利

用・登録者の推移とあわせて教えていただきたいと思います。また、予算書に記載されております使用

回数につきましては、平日夜間利用、週末利用等の目的外利用をした回数とのことですが、その回数に

もばらつきが大変ありますので、その理由についてもお聞かせいただければと思います。特に、旗の台

のシルバーセンターにおいては、ここ数年、ほとんど目的外利用がされていないような状況であります

ので、シルバー登録の方々の無料の利用は、ほかのシルバーセンターと比べて少ないのか、それも含め

て教えていただければと思います。 

○宮尾高齢者地域支援課長  私から、シルバーセンターの利用についてのお答えをしたいと思います。 

 まずシルバーセンターは、区内にお住まいの６０歳以上の方であれば、どなたでもご利用いただけま

す。基本的に、登録の手続きをしていただいて、なおかつグループ登録をしていただきますと、各お部

屋もご利用いただけるというところでございます。 

 利用の状況でございますが、近年はほぼ横ばいといったところで推移していると把握しております。

それと、予算書にございます目的外使用料、夜間・休日といったところに利用いただいている目的外使

用料でございますが、旗の台シルバーセンターの利用が、確かに他のセンターと比べて著しく低くなっ

ているということは事実でございます。これは１つには、お貸し出ししている部屋の数と、同様にご利

用いただける集会機能を持った施設が近隣にあるといったところも影響していると分析しているところ

でございます。 

○湯澤委員  シルバーセンターから、高齢者多世代交流支援施設であります、ゆうゆうプラザに改築

が行われている施設があるかと思いますが、そちらの登録者の推移はいかがでしょうか。また、ゆうゆ

うプラザは、さまざまな世代の方々が集い、多世代の交流を目的とするわけでありますが、当初の目的、

予想どおりに行われているか。また、ゆうゆうプラザになってから、シルバーセンターでは、施設利用
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をしてきた高齢者の方々が利用できないというようなことはないか、教えていただきたいと思います。 

○宮尾高齢者地域支援課長  今、シルバーセンターの施設の老朽化等に伴いまして、大規模な改修あ

るいは改築というものを行う際には、ゆうゆうプラザへの転換というところを基本として進めさせてい

ただいているところでございます。 

 委員のご質問にありましたように、シルバーセンターのときのご利用者数と、ゆうゆうプラザに転換

してからのご利用者数を比べてみますと、明らかに、ゆうゆうプラザに転換した後のほうが、当然、対

象者を多世代ということで拡充させていただいておりますので、そのかいもありまして、たくさんの方

にご利用いただいているという状況がございます。１例を挙げますと、平塚橋ゆうゆうプラザに関しま

しては、シルバーセンター時代と比べると、倍以上の方に毎年ご利用いただいているという状況がござ

います。 

○湯澤委員  今後、区としてはシルバーセンターを、ゆうゆうプラザにしていくという予定はありま

すか。それも教えていただければと思います。 

○宮尾高齢者地域支援課長  今、まさに改修や改築を進める際は、より多世代の方にご利用いただけ

る施設にということで、ゆうゆうプラザへの転換を進めているところでございます。今現在、旧東品川

シルバーセンターの大規模改修に伴いまして、こちらをゆうゆうプラザに。あともう一つ、これは来年

度予算でのというところに、またご審議をいただくようになりますが、北品川シルバーセンターにつき

ましても、来年度から改築に向けて検討を進めてまいる予定でございます。 

○湯澤委員  シルバーセンターのさらなる活用と、多くの方に愛される多世代交流支援施設が各地で

誕生することを期待しまして、次の質問に移ります。 

 次に、自転車駐車場使用料につきまして、まずバイクの一時利用が前年度予算より１,０００台減少

して、また定期利用につきましても平成２９年度予算からは２,０００台ほど減少しているのですが、

これはどういった理由からなのでしょうか。区内のバイク駐輪の利用状況と、またナンバープレートの

発行などの推移を、あわせて教えていただければと思います。 

○古郡交通安全担当課長  バイクの一時利用の減少となっている関係ですが、原付バイクの利用台数

が減少していること、また登録台数に関しても、平成３１年１月の時点で１万５,１６５台、令和２

年１月では１万４,６４０台と、５２５台減少になっております。また、利用率を見てみますと、平

成３０年度が１２４.５％、令和元年度は実績なのですけれども１１６.５％ということで、８ポイント

減少になっている。この減少になっている理由については、登録台数の減少と、長時間利用が多くて回

転率が悪くなってということで、減少しているものと考えております。 

○湯澤委員  原付バイクというのは、購入時や転入時に車庫証明の必要がないので、購入後は自転車

と同じような感覚で所有している方も少なくないかと思うところもあるのですが、やはり車体が大きい

ので、自転車のようにマンションやアパートといったところにとめられなくて、やむを得ず違法駐車を

する方もいるようでありますが、もちろんそういう方を擁護するつもりはございません。所有者のマ

ナーが求められている中、住民の方からは、私道にとめられてしまうと、地権者も警察も即時撤去がで

きないので、どうしたらいいかという相談を受けたりすることがありました。こういったバイクの違法

駐車によります区への苦情や相談は、区内新規登録数などと同じように年々減少傾向にあるのか、また、

このような相談に対して区はどのような対応をしているか、教えていただきたいと思います。 

○古郡交通安全担当課長  陳情に関しては、ほぼ横ばいで推移しているようなところでございます。

私道に関しては、私道の持ち主に管理権限がありまして、区には権限がないため、撤去できないという
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こと、直接関与することができないということでございます。区では、ほかの町会なのですけれども、

自転車も含めて、町会の掲示板や回覧板等を活用して、自転車利用者に注意喚起を行って、放置自転車

を減少させた事例がございます。放置バイクに関しても、町会の皆様と、町会の回覧板、注意喚起のポ

スターの掲示やチラシの配布を通じて、バイク利用者の指導・啓発を行ってまいりたいと考えていると

ころでございます。 

○湯澤委員  違反者の多くは、とめるところがないから仕方なくという自分勝手な言い分があったり、

また悪質な違反者に至っては、法律を逆手にとって、私道への違法駐車などによって住民を困らせると

いうケースが事実起きているわけであります。先ほど、区にできることということでご答弁もいただき

ましたが、例えば時間貸し駐車場業者などの民間業者に、土地の提供や道路の占有許可をするなどして、

業務依頼をするのはどうかと思いますが、その辺につきましてもご見解をお聞かせください。 

○古郡交通安全担当課長  民間にも、民間のバイクの駐輪場というのも、ざらにできているようなと

ころでございます。ただ、土地などがない状況ですので、なかなか難しいというところでございます。

あとは、警察のほうではパーキングメーターにかわって、路上にバイクの駐車場をつくるというような

形も出てきていますので、それも踏まえて連携してやってまいりたいと考えております。 

○湯澤委員  駐輪場の整備が違法駐車の軽減にもつながると思っておりますので、ライフスタイルに

合わせて、バイクや自転車といった移動手段を持つ人にも優しい品川区に向けて、今後も取り組んでい

ただきたいと思います。 

 続きまして、都市安全確保促進事業について質問させていただきます。この事業の内容と、前年比よ

り約２００万円多く予算を計上されている理由を、まずは教えていただければと思います。 

○中島防災課長  こちらの都市安全確保促進事業費につきましてですが、帰宅困難者対策の協議会の

運営費の委託の半額を、国土交通省から補助を受けているものでございます。この協議会につきまして

は、災害時に発生する駅周辺滞留者および帰宅困難者の混乱、駅前の混乱等を防ぐため、地域の住民の

方々、事業所、各種団体、防災関係機関と協議会を設置して、災害に備えた運営のルール等の作成を

行っているところでございます。昨年度から２００万円ほど増えたところの内容につきましては、今回、

対象が、大崎、五反田、大井町というのが従来なのですが、目黒駅につきましては隔年で、目黒区と幹

事を交替しておりますので、令和２年度につきましては、目黒駅分の４５０万円の２分の１の歳入を予

定したところでございます。 

○湯澤委員  大井町、大崎、五反田、目黒というのは、もう乗降者数が大変多い駅でありますので、

鉄道網が遮断された場合には、大変多くの帰宅困難者が殺到して大混乱すると予想されますので、帰宅

困難者の安全を確保して、無事に帰宅していただけるような誘導というのが、災害時には現場に求めら

れるところであると思います。そこで、この協議会に関しまして、何名でどういったメンバーで構成さ

れているのか、また年間の協議会の開催日数や会議内容についても教えていただきたいと思います。ま

た、災害時に協議会が担う役割と、鉄道業者や消防、警察との連携なども、あわせてお聞かせください。 

○中島防災課長  こちらの協議会のメンバーにつきましてですが、駅に近接している企業の方々、そ

して町会、商店街あるいは警察・消防署という形のメンバーの方々にご協力いただいております。当然、

ターミナル駅の方にもご参加いただいているところでございます。 

 協議会の中身といたしましては、通常、協議会の会議を年３回、そして初動対応訓練みたいなもの

を１回、行っているところでございます。 

 実際の災害時に担う役割というところでございますが、やはり駅前に滞留される帰宅困難者等への情
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報提供、そして区が開設する一時滞在施設等への案内というものを行いまして、駅前の混乱を抑制する

ところを、訓練等で実施しているところでございます。 

○湯澤委員  ぜひ、たゆまぬ努力が大切ではあると思いますが、今後も帰宅困難者の命を守って、ま

た無事に帰宅してもらうような取り組みを続けていただければと思います。 

 認知症の高齢者支援事業に関しましては、また違うときに質問させていただきます。 

○鈴木（真）委員長  次に、塚本委員。 

○塚本委員  私からは、１１１ページの地域福祉推進包括補助金の中の成年後見制度経費、それか

ら５９ページの負担金の中の保育園保育料に関連してでいいのでしょうか、幼児教育無償化の対象とし

て、今回、児童発達支援施設等も無償化になっているのですけれども、その発達支援施設についての２

点をお伺いしたいと思います。 

 最初に、成年後見制度経費なのですけれども、２月１５日から市民後見人養成講座というのが、今年

もまた開催はされたのですけれども、３月中旬までの講座だったのですけれども、今、新型コロナウイ

ルスの影響で、残念ながら、６時間分の講座が残されて、一応５月まで延期という形になっているので

すが、品川区社会福祉協議会でやっていただいている、成年後見センターでやっていただいている後見

人の、市民後見人としての活動状況。増加しているのかどうか、横ばいなのか、あるいは少し活動が

減っているのかという活動状況と、あと、市民後見人というものに期待する役割を改めてお聞きしたい

と思います。 

○大串福祉計画課長  市民後見人の活動状況、それから役割ということでご質問でございます。 

 今、委員からご紹介いただいたように、市民後見人養成講座というのを毎年開催させていただいてお

りまして、こちらの講座を受講していただいた方が中心とはなりますけれども、後見活動をしていただ

いているというところでございます。社会福祉協議会で把握しているという形になりますけれど

も、６２名の方が登録されていて、今現在、実際に受任、後見人としての活動を行っている方が２８名

という状況でございます。 

 役割ということでございますけれども、成年後見は大きな柱が２つございます。被後見人に対しての

身上保護、それから被後見人の財産管理という２つがございます。市民後見人の方に対しましては、比

較的そういったものが安定されている方について後見活動をお願いしていきたいと思っておりますし、

今現在は、そういった形で後見活動をやっていただいている市民後見人の方には、基本的には社会福祉

協議会が後見監督人ということで、活動の補佐、補助をしているといった状況でございます。 

○塚本委員  市民後見人の会、ＮＰＯ法人ですけれども、こちらで主催していただいている市民後見

人養成講座。ここが、基本的には、社会福祉協議会の成年後見センターで市民後見人としてそのまま実

務についていただく方々を養成するというものとして捉えているのですけれども、講座等の周知、今年

度の募集状況を正確には把握できていないのですけれども、そういった部分で広く区内への広報・周知

についての、ぜひ推進といったものをお願いしたいと思うのですけれども、その点についてお伺いいた

します。 

○大串福祉計画課長  こちらの講座につきましては、社協だより等々でご紹介させていただいている

ところでございます。こちらは、今後やはり後見人が必要になってくるケースが増えてくるかと思いま

すので、周知の方法につきましても、広くできるような形で検討していきたいと考えております。 

○塚本委員  大変大事な制度だと思っておりますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、児童発達支援施設についてなのですが、昨年の第４回定例会の一般質問で、私のほうでちょっ
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とこれも質問させていただいて、現在、区内には１４カ所、児童発達支援施設というのがあります。児

童発達支援施設が幼児教育無償化の対象施設ということになって、利用者の方は、利用料が無償化にな

りました。その分、必要な運営の経費というのは給付されるわけですけれども、その給付が幾らなのだ

というところについては、基本的に定員規模、定員の多い・少ないによって、給付の額が決まってくる。

単価が決まってきます。そういう状況になっているのかと思うのですけれども、では、この施設は定員

は何人ですというのは、どういうふうに決まるのでしょうかというところを詳しく知りたいです。施設

の広さとか、スタッフの資格要件を持っている人が何人必要だとか、あるいは施設側の思いとか、そう

いうものももしかしたらあるのかもしれませんけれども、そこのところをお伺いしたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  児童発達支援施設の定員についてのお尋ねでございます。定員につきまして

は、それぞれの各施設、面積上のこともありますけれども、各施設側がどういった定員で事業所を運営

するかということで、東京都の指定を受けるというものでございます。国の報酬によれば、利用定員が

少ないほど基本報酬の単価が高くなるという仕組みになっております。１０人以下の場合は８３０単位

ですし、１１人以上、２０人以下の場合は５５９単位となっております。ちなみに、区内の児童発達支

援施設の定員でございますけれども、児童学園と、重度の児童発達支援事業所は除きまして、全て定員

は１０名ということで同数になっております。 

○塚本委員  わかりました。定員が少ないほうが単価としては高いのだと。そういう意味で言うと、

これは運営する上での事業者側の判断のところになるのですけれども、１０人ぐらいのほうが一番適切

であって、また利用する、いわゆる利用者に対して、療育を受けるお子様に対しても、いろんな療育の

時間というのは、お子様によって、また施設によっても、１日午前・午後とやったり、午前中だけ、午

後だけなどあったりするかと思うのですが、そういう部分においても、１０人程度でやるというのが一

番適切というような判断をしているかどうか。その辺のところをお伺いしたいと思います。 

○松山障害者福祉課長  委員お尋ねの、定員は１０人程度が適切かというところですけれども、事業

者が運営する上においては、１０人というのは結構、全国的にも多いところとなっております。都内で

も１０人希望というところがほとんどということになっております。 

○塚本委員  １０人というのが、こういう施設を運営する上で、やはり、もし２０人でできるのだっ

たら２０人でやったほうが、実はこういう療育の児童発達支援施設としては望ましいというような、考

え方としてできるのかどうか。やはり、いろんなことを考慮して、運営面あるいは療育を受ける利用者

の立場というようなことを考えていった場合に、この定員というのはどの辺が適切という考え方という

のは、今のご答弁で言うと、もう一回お尋ねしますけれど、特に区としては考えていなくて、これは利

用者が運営面的なところで考えれば、それでいいのだというようなことでいいのか、もう一度、確認さ

せていただきます。 

○松山障害者福祉課長  委員お尋ねの、事業者の運営面あるいは利用者から見た定員の適正というこ

とについてのお尋ねだと思います。 

 まず利用者の面からいきますと、やはり国は、個々の障害児の実利用時間は問わないというのが国の

解釈でございます。その解釈のもと、基本の報酬単価を設定しているという仕組みになっております。

その理由は、障害のあるお子さんが、発達特性や障害特性等々、発達の中でどこの部分に対して支援す

るのか、時間はどれぐらいが適切なのかによって、事業者が定員を考えているというものが実情でござ

います。 

○鈴木（真）委員長  次に、横山委員。 
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○横山委員  私からは、５９ページ、母子生活支援施設自己負担金、９３ページ、児童虐待・ＤＶ対

策等総合支援事業費補助金、子ども・子育て支援交付金、９７ページ、母子保健衛生費、１１５ページ、

高齢者クラブ運営助成費、１６１ページ、区議会事務局職員給与費についてお伺いいたします。 

 １点目は、高齢者クラブ運営助成費についてお伺いします。先日の高齢者クラブと品川区議会との意

見交換会で、男性会員の増強についてのご意見をいただいています。高齢者クラブの男性会員の増強と

活性化を要望いたしますが、高齢者の退職後の生きがいや趣味づくりについて、区はどのようにお考え

でしょうか。 

 ２点目は、区議会事務局職員給与費についてお伺いいたします。私は２月上旬に、「誰もが活躍でき

る職場づくり推進フォーラム２０２０～ダイバーシティ経営推進で企業の成長へ～」で、元カルビー株

式会社代表取締役会長兼ＣＥＯの松本晃さんの講演「日本人、男、シニア、有名大学卒…そんな人たち

だけでやっていけますか？」を聴講しました。カルビー株式会社では、仕組み、文化、環境、制度を変

え、初めに６０年間の棚卸しをしたと聞きました。１、よいことだから続ける、２、よいことだけどで

きていない、３、すぐにやめたほうがいいことを分け、まず新しいことをやる前に、すぐにやめたほう

がいいことを早くやめたそうです。人間は環境の動物だ。オフィスは作業場ではない、考える場所だ。

組織はリーダーの力量以上には伸びない。ダイバーシティーと働き方改革は同時にやる。行動の前に意

識を変えないといけないなどのお話が印象的でした。 

 委員長の許可をいただきましたのでタブレットに表示させていただきます。資料は、区議会のホーム

ページから、２０１９年５月２６日から２０１５年５月２６日までの４年間のうち２年ごとに、前半・

後半に分けて、本会議の動画時間の開会から閉会までの合計時間を調査したものです。１枚目から２枚

目の後半の２年間は７２時間３６分、３枚目から４枚目の前半は７６時間９分で、後半のほうが約３時

間半少ないことになります。私たち議員にとって最も身近な職員である区議会事務局職員の方々の働き

方を観察しましたが、区の職員の方々の働き方改革を考えたときに、議会のオペレーションの改善がよ

りダイレクトに反映されるのではないでしょうか。働き方改革は、個人ではなく、議会も一緒に組織全

体として取り組む必要があるからです。仕事の負担感には、仕事の質的負担と量的負担があり、量的負

担はコントロールがしやすいですが、質的負担感の解消はしづらいです。身近で見聞きする中で、さら

に私の議員としての経験としても、後半の質的負担感が大きかったように確信しています。量的な負担

だけではなく、質的な負担感の解消を要望いたします。特に区議会事務局という職場においては、意識

としても、働き方改革というより、働き方変革という言葉が適切かもしれません。質的な負担感を解消

するための、区の職員の方々の働き方改革の推進について、区のご見解を伺います。 

 ３点目、子育てに関することについてお伺いします。母子生活支援施設自己負担金は平均月

額２,２００円、５人掛ける１２か月とあります。平成３１年４月現在ですと、１１世帯２５人が入所

していますが、定員は２０世帯でしょうか。ひまわり荘の空き状況について教えてください。また、都

内には母子生活支援施設や婦人保護施設があり、安心して利用できるということを、知らない方がい

らっしゃると思います。妊娠していたり、お子さんがいて行き場のない方や、配偶者などのパートナー

から暴力を受けている当事者を含めて、広く多くの方々に知っていただくための周知方法、本当に困っ

ている当事者につながる支援のあり方と今後の施設の活用について、ご説明をお願いします。 

○宮尾高齢者地域支援課長  私からは、高齢者クラブに関するお尋ねにお答えさせていただきます。

現在、高齢者クラブの会員数、会員の男女構成比ですが、おおむね３対７という状況になっておりまし

て、これは周辺の区でも大体同じような傾向であると伺っております。ということで、どこのクラブで
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も、また連合会でも、男性会員を増やすということ、そして比較的若い層の方にどう入っていただくか

ということは、大きな課題として我々も共通の認識を持っているところでございます。ということで、

会員の増強月間を設定したり、連合会の中に活性化委員会というものを設置したりするなど、高齢者ク

ラブの方々とともに頑張っているというところでございます。いずれにしましても、区としては、多様

な社会参加活動、機会、場所といったものをしっかりと整備していくというところで進めてまいってい

るところでございます。 

○米田区議会事務局長  区議会事務局職員の働き方についてのお尋ねでございます。区議会事務局職

員は、ご案内のとおり、区議会議員の方の議会活動を支援するために仕事をしているものでございます。

その中におきまして、通常の本会議、委員会運営、また議会運営の効率化であったり、開かれた身近な

議会づくりのための議会改革の議論、こういうところで議員の方々が議論されている中では、職員の働

き方についても一定ご発言等をいただき、ご配慮いただいているものと考えてございます。その中で、

一般的に職員の働きやすい職場づくりということは、ご指摘のありました質的・量的負担、それから仕

事の自由度、コントロール、裁量がきくかということとともに、職場における上司あるいは同僚の支援

体制がとれているかというようなことのバランスの均衡を欠くと、職員にとって働きにくい職場という

ようなことになるかと思われますので、その辺につきまして、議会事務局の職場といたしましても十分

配慮しながら、職場の運営に努めてまいりたいと考えてございます。 

○黒田人事課長  それでは、区職員の働き方改革についての区の考えということでございますが、住

民要望はさまざまありまして、そういった対応の中では、かなり厳しい対応を求められるというところ

では、ご指摘の質的負担感というところはあろうかと考えてございます。ただ、この点も、自分の業務

が何のために、住民福祉の向上のために寄与しているかということを考えて、そのために何を効率化し

てやっていくかというところも含めて、職員みずから考えて、さまざま工夫していくというところが必

要かと思っております。その中で、上司の働きかけでありますとか、さまざまな外部の力、民間活力や

ＩＣＴを活用しながら、事業を進めていくということが必要かと思ってございます。 

○三ツ橋子ども家庭支援課長  母子生活支援施設ひまわり荘につきまして、委員がおっしゃるとお

り、２０世帯が定員でございますけれども、空き状況につきましては、今年度は、２年の期間を待たず

早目に自立していかれた世帯が６世帯と多く、また近々入所される世帯もありますことを踏まえますと、

通年空き状況は数世帯と捉えております。 

 また、周知方法でございますが、ホームページによる周知方法、またそのほか、ひとり親家庭の住ま

い全般のチラシの両面１面に母子生活支援施設のお知らせをしておりまして、そのほか、子ども家庭支

援課の窓口に置いていること、また児童扶養手当の通知やひとり親家庭の通知とともにチラシを配付し

ております。 

 そして、本当にお困りの方への対応につきましては、非常に難しいと私どもも捉えております。さま

ざまな機会を捉えて支援していきたいと思っております。今後も母子生活支援施設を、その趣旨を踏ま

えて、必要な方に必要な対策をとってまいりたいと思っております。 

○横山委員  高齢者クラブのほう、ぜひ支援をお願いいたします。 

 働き方改革も、量的・質的両方の観点で進めていただけたらと思います。 

 時間がなくなりましたので、残りの部分はほかのところでと思うのですけれども、子育て世代からの

声をご紹介させていただきたいと思います。 

 産後ケアサービスの導入をしてくれたことに感謝しています。ほかの区では実現できていないので、
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品川区は柔軟だと思います。話を聞いてもらえるだけで救われます。日帰り産後ケアもリフレッシュで

きて、子どもに優しくすることができました。産後のケア講座は、児童センターの職員さんなど、熱心

に市民に教えてくれる方が多くて、産後の不安な時期を支えてもらえています。産後ドゥーラ補助事業

は神。２人の子どもを抱えての産褥期を乗り切る大きな助けでした。金銭的に、自分のお金だけでは絶

対に頼めなかったので、ぜひ今後も継続してほしいです。子育てが楽しめていますなどの声が届いてい

ます。 

 引き続き、国や都の補助なども活用しながら子育てを応援していただけたらと思いますので、よろし

くお願いいたします。また別のところで聞きたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、木村委員。 

○木村委員  私からは、５２ページの特別区たばこ税について質問いたします。先ほどほかの委員か

らも質問がありましたけれども、なるべく重複しないように伺いたいと思います。 

 我々のこの議員庁舎内にも以前は室内喫煙所がありましたけれども、現在は完全に室内の喫煙所は排

除され、喫煙者は屋外に設置された喫煙所にて吸っております。私は、たばこを吸うことがありません

ので、なかなか皆さんの苦労がわかりませんけれども、大変だろうとは思っております。大井町の駅前

におきましても、ペデストリアンデッキの下と、もう１カ所、反対側にもありますけれども、計２カ所

の喫煙所ということで、たばこを吸われる方にとってみれば大変不便な場所になってきたのではないか

と思っています。 

 お聞きいたします。先ほど申しましたけれども、私はたばこを吸いません。ですから理解はしていま

せんけれども、例えば、たばこ１つで、国には何％の税金が入り、本区には何％が入るのでしょうか。 

○伊東税務課長  たばこ税のところでございますけれども、ざっくり言いますと、国と地方で半分ず

つということになってございます。実際に１箱当たりで考えますと、地方税で１３２円ほど、国税のほ

うで１３２円ほど、そのほかに地方消費税が入りますということで、これは一応、定価４８０円の１箱

をベースに考えたときには、そのような金額が税金として入ってくるものでございます。地方税の中で、

都と特別区ということになりますので、特別区のほうには１１３円余、都のほうには１８円余というよ

うな形でございます。これはあくまでも定価４８０円のものに関しては、そのような内訳になってござ

います。 

○木村委員  金額的に言われましたが、幾らのたばこの値段か私はわかりませんので、それがちょっ

とわかりませんでしたけれども、地方税として大体２７.８％というようなことが語られました。この

地方税とは、本区と東京都とを合わせた金額のことでしょうか。それをお聞かせください。 

○伊東税務課長  定価に占める割合として言いますと、特別区のほうには２３.７％ほど、それで都

のほうには３.９％ということでございます。合わせて地方税としては２７.６％の税という形になりま

す。 

○木村委員  私は２７.８％と申しましたけれども、２７.６％ですね。失礼いたしました。昨年の予

算額が、予算書には３０億５,８００万円、そして新年度は３０億４,８００万円で、約１,０００万の

差、減が出ておりますけれども、何が一番影響した金額になっているのでしょうか。 

○伊東税務課長  今ほどお話ししたとおり、売り上げ本数に応じて、たばこ税が、先ほどのパーセン

トによって入ってくるということでございますので、やはり売り上げ本数が減っているという状況が一

番大きく影響しているのかと思っております。ただ、この間、税率の段階的な引き上げということで、

今も継続しています。今年の１０月とか来年の１０月ということがありますので、そういう意味では、
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減ってはいますけれども、税収はどうなのかというところでは、横ばいかという気もしないところでは

ないのですけれども、さまざま周りの状況、喫煙環境の状況ですとか、価格の上昇傾向があるというと

ころでは、どうしても販売本数に影響していくのかと思っているところです。 

○木村委員  過去の税収は３０億円どころではなかったのではないかという記憶があるのですけれど

も、今、お話をいただいて、あまり差額はないみたいなことを言いましたけれども、その点、もう一度

はっきりとお聞かせいただきたいと思っています。 

○伊東税務課長  過去の税収というご質問でございますけれども、今、手元にある平成２７年度の調

定額というか収入額というところでは、３５億２,１００万円余という形になってございます。それで、

平成３０年度としてみますと３２億２,４００万円余というような形で、３億円ほど下がっているとい

うようなことでございます。 

○木村委員  この税金、税収というものは、喫煙者が購入したたばこの税金でありますから、私は、

どうして喫煙者のために、この金額、お金というものを使わないのか。いろいろお話を聞いていますと、

たばこ税はたばこのため、喫煙者のために使うということは言われておりませんが、その点をもう一度

はっきりとお答えください。 

○伊東税務課長  たばこ税も一応、一般財源という形でございますので、さまざまな区の事業に関し

て使っているということになります。ただ、先ほども別の委員からもありましたけれども、販促品的な

ものをこちらで用意したり、また健康増進法の絡みで言えば、いろんな喫煙所の整備など、そういうも

のは税額の一部といいますか、たばこ税の税収の中から、そういうものに、たばこに関連する事業に関

しては使われていると言えるのではないかと思っております。 

○木村委員  確かに、たばこ税というものは、決まった使い道がないというようなことを何度もお聞

きしておりますけれども、そういう中で本当に、喫煙者の皆さんは、税金を、お金を払ってたばこを吸

う。そして、品川区はたばこを売るだけ。入った税金は、ほかに、何かいろんなところに使っていく。

このようなことが言われておりますけれども、ぜひとも喫煙者の皆さんには、何か、ただ灰皿を置けば

いいというものではなくて、やはりきちんとした喫煙場所という、ハウス型の施設というものをお願い

したい。私はたばこを吸いませんから、あまり言えることではないのですけれども、ぜひ、本当に喫煙

者に対して、一般の方は大変迷惑しているようなところもありますので、そういう点におきましても、

ハウス型の何か大きなものがあれば、たばこを吸われる方はそこで吸う。そして、また品川区でたばこ

を購入していただく。そういうことよって、また品川区に自由に使えるお金が入ってくるということに

なりますので、ぜひその点を重点的に考えて、お答えを最後にしていただきたいと思います。 

○伊東税務課長  たばこ税として多くの金額をいただいているというところがございます。喫煙者、

また喫煙しない方、それぞれ立場があろうかと思いますので、それぞれに適した環境を整備するという

ことで、たばこ税の税収を、各区がいろんな事業をやっておりますけれども、そういうところに活用し

て、共存できるような形へ進めていければと思っております。 

○鈴木（真）委員長  次に、のだて委員。 

○のだて委員  私からは、１０１ページの就学援助費について伺います。 

 就学援助の認定基準について伺います。この認定基準は、生活保護の基準に１.５倍の係数を掛ける

などして、生活保護世帯に準じる準要保護世帯の対象範囲が決められています。生活保護の基準は昨年

度から３年間で引き下げられており、連動させれば準要保護世帯から外れてしまう家庭が出てしまいま

す。来年度の基準はどうするのか。連動させるべきではないと思いますが、いかがでしょうか。 
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○篠田学務課長  就学援助の認定基準についてのお尋ねでございます。基本的には、これまでも過去、

生活保護の引き下げに伴って、さまざまご意見があったのですけれども、その都度、文部科学省からは、

水準を維持するようにという形で通知が出されてございます。ですので、今回も私どもとしましては、

生活保護の基準の引き下げにかかわらず、現行の水準を、現状では維持していくということで考えてい

るところでございます。 

○のだて委員  今のところ引き下げは考えていないということで、生活保護引き下げ前の、平成２４

年度の基準を維持するということで、少し安心しました。しかし、安倍政権の社会保障解体の中で格差

と貧困が拡大しており、昨年は１０月に消費税１０％への増税が行われ、低所得世帯には大きな打撃で

す。さらに就学援助の重要性は増していると思います。消費税１０％で出費が増えてしまう中で、対象

を拡大していくべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○篠田学務課長  就学援助の水準についてですけれども、現状は、さまざまな状況を勘案しながら、

特にどういったものに対してどれだけ支給すれば充足するのかというのは、はかりかねる部分もなかな

か多いですけれども、そういった意味では、例えば１つの目安としては、都区財政調整の単価等をこれ

までも目安としてきているところがございますので、そういったものを踏まえながら対応してまいりた

いと考えているところでございます。 

○のだて委員  都区財政調整を踏まえてというお話でしたが、つまりどういうことかということで、

改めて引き上げを求めたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○篠田学務課長  例えば、新入学、新１年生、新７年生に対しまして、新入学の学用品費というもの

を支給してございます。こちらに対しましても、これまで、今年度、それから前年度、平成３０年度

に１回引き上げをしたのですけれども、その後、都区財政調整の単価が引き上げられましたので、令

和２年度の新しい新１年生と新７年生からは、新しい財政調整の単価に基づいた、新入学の学用品費を

支給するという形で考えているところでございます。 

○のだて委員  この間、新入学学用品費というものを引き上げてきたことは存じておりますけれども、

やはり生活水準が消費税によって下がっているのではないかと思います。また、教育費負担が重いとい

うのはこれまでも言われていると思いますけれども、就学援助を受けると、卒業アルバム費や修学旅行

費などがあるもので一番高い９年生では、年額２２万３,６９６円という支援が受けられます。これは、

就学援助を受けられなければ、これを家庭で負担しなければならないわけです。就学援助を受けられる

かどうかで、家庭の負担が大きく変わってくるということになります。区のパンフレットでも、平

成３０年度の目安として、２人世帯の目安が２７１万円から２９８万円、３人世帯の場合が３２４万円

から３８５万円ということでなっておりますが、それで月の世帯収入にしますと、２人世帯ですと大

体２３万円から２５万円、３人世帯ですと２７万円から３２万円ということになります。これは結構、

大変な家庭だと思うのです。やはりここの支援を広げていくということが必要だと思いますけれども、

要は今の基準で十分だと考えているのか伺います。 

○篠田学務課長  基本的に、就学援助につきましては、生活保護の基準の１.２５倍という形で、こ

れまでもずっと設定してきているものでございます。こちらの基準が高いか低いかというところのお問

い合わせでございますけれども、要は生活保護を受けられないご家庭においても、それの１.２５倍は

見ているということでございますので、基本的には必要な最低限の支援はできているのではないかと考

えているところでございます。 

○のだて委員  必要最低限できているというお話でしたが、やはり、この拡大をしていく。消費税が



－49－ 

上がって負担も重くなる。そして教育負担はもともと重いとされておりますので、そういった子育て支

援や教育の機会均等ということを考えても、ぜひ拡大していっていただきたいと思います。 

 次に移りたいと思いますが、新入学学用品費、先ほどもアップしてきたということで、国の基準が引

き上げられて、区でも入学前からの支給と増額が行われました。その後さらに、国の基準額が１万円上

乗せされ、小学校で５万６００円、中学校で５万７,４００円になりましたが、区の金額は小学生で４

万７,３８０円、中学校で５万４,０７０円です。なぜ国の基準より低い金額としているのか。引き上げ

るべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○篠田学務課長  先ほどもご説明したとおり、基本的に、これまで私どものところでは、新入学学用

品費の１つの目安として、都区財政調整の単価というのを、ある程度、掲げてきたところでございます。

都区財政調整の単価がかなり長い間、据え置かれていまして、平成２８年に、国のほうの生活保護の単

価が都区財政調整の単価を大きく上回るような形で計上されてしまったものですから、一旦それに合わ

せて引き上げをして、現行の数字になっているというところではございますけれども、その後、都区財

政調整の単価がさらに引き上げられて、今回、来年度からの来年度予算には計上させていただいており

ます、先ほど委員もご指摘された単価で予算を組んでいるところでございます。さらにその後、国の基

準がまた引き上げられているという状況がございますけれども、現状は一旦ここで都区財政調整の単価

で引き上げをしましたので、これまでの考え方として、都区財政調整は一定程度、見ていくというとこ

ろで整理してきてございますので、現状はこの形で整理をしたいと考えているところでございます。 

○のだて委員  現状維持ということで答弁がありましたけれども、やはり国の基準としても、実態と

見合っていないということで引き上げられたと思いますので、ぜひ区としてもそこの引き上げを行って

いただきたいと思いますし、特に中学校は、制服、ズボンやスカート、あとワイシャツや体育着、あと

学校指定のセーターなどもあるみたいですけれども、そういったものを全部そろえると１０万円を超し

てくるということになりますので、この国の基準でも相当低いということになりますので、ぜひそれを

踏まえて引き上げをしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 そして次に、制服、標準服についても伺いたいと思います。一貫校の標準服は今、一律２万円の支給

ですけれども、昨年の予算特別委員会で実費支給を求めたところ、区は、私服の負担をしている方もい

るということで、均衡を図るということで、全額支払いは考えないということでしたけれども、この均

衡を図るというのはどういう意味か伺います。また、支給時期についても入学前からの支給を求めまし

たが、区は、手続き上できないと。前倒しの支給はしないということでした。なぜ手続き上できないの

か。新入学学用品費も、当初は、収入認定が６月のため、前倒しができないと区は言っていましたが、

実現しました。ぜひお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○篠田学務課長  学用品費の関係で、どこまで見るかという話になってくるものでございます。もと

もと、なかなか全てをカバーするというのは難しいだろうという中で、できる範囲でやっているという

ことでございます。 

○鈴木（真）委員長  次に、こんの委員。 

○こんの委員  私からは、１０９ページ、歩行喫煙防止推進経費、１１５ページ、高齢者クラブ支援

事業、１２５ページ、不燃化１０年プロジェクト、ページは順不同でまいります。 

 まず、高齢者クラブ支援事業ですけれども、高齢者クラブの目的は、高齢者福祉の向上に寄与するた

めに、高齢者クラブおよび品川区高齢者クラブ連合会の活動を支援し、地域の高齢者の生きがいづくり

や活動の活性化と会員のコミュニケーションづくりを図るとされております。この目的に対して、高齢
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者クラブの活動の現状はどのように捉えていますでしょうか。 

 昨年１２月に品川区議会の議会報告会等準備会議を中心にして、高齢者クラブの理事の方々と初めて

意見交換会をさせていただきました。「高齢者クラブの課題と今後の活動について」というテーマのも

と、高齢者クラブの方と議員とで、五、六名の小グループに分かれて意見交換を行わせていただきまし

た。小グループということもあって、意見交換会ではさまざまなご意見を出され、課題と、そして今後

の活動についての状況がよくわかったところです。 

 そこで、さまざまなご意見の中で挙がっていました共通の課題は主に３つありました。１つは、会員

が増えないという課題。２つ目に、活動する会場や場所の確保が難しいということ。３つ目に、活動の

状況など情報発信が難しいという、こうした３つの課題が挙がっておりました。こうした課題をどのよ

うに捉えていますでしょうか。また、捉えた課題に対して何か対策を考えていらっしゃるのか、考えて

いこうとされているのか、今後の高齢者クラブの活動支援の方向性について、お考えをお聞きしたいと

思います。 

○宮尾高齢者地域支援課長  高齢者クラブに関するお尋ねです。まず高齢者クラブは、高齢者の皆様

の健康づくり、生きがいづくり、また仲間づくりの場として、大切な役割を担っているところでござい

ます。我々も、そこに対して日々、さまざまな形で支援をさせていただいているところでございます。 

 今、委員からお話のありました、高齢者クラブが抱えている課題。これはまさに、私どもも同じよう

に共通の認識を持っているところでございます。会員が思うように増えない。それから場所の確保に関

すること。それから情報発信に関すること。こういったことに関してクラブでは、毎年１月から３月を

会員増強月間ということで設定させていただいて、そこに我々もさまざまな形で携わらせていただいて、

会員の確保に一緒になって取り組んでいるところでございます。年によって若干違うのですが、この３

か月で、会員に関しては、１年間に入られる新規の方のおおむね５５％から６０％程度の方が、この増

強月間にご加入いただいているというところでございます。それと場所の確保というところに関しまし

ては、私どもで所管をさせていただいている、シルバーセンター、ゆうゆうプラザをはじめ、さまざま

な区有施設といったところを、福祉団体登録をしていただくことによって、より使いやすくなる、利用

料金も無料でご利用いただける。こういったこともお伝えさせていただいているところでございます。

それから情報発信というところでございますけれども、こちらは、やはりホームページやＳＮＳといっ

たところまで、なかなか手が回っていっていないというところが課題としてありますので、より若手の

会員の方たちを確保して、そういった方たちとともに課題をクリアしていこうというところを話し合っ

ているところでございます。 

○こんの委員  取り組み、また対策してくださっていることもよくわかりました。 

 そうした状況の中で、まだこの３つの課題が挙がってくる。さらなる方策が必要なのかと感じるとこ

ろですけれども、意見の中で、例えば場所の確保について、こんなご意見がありました。高齢者クラブ

の方々は、各町会で設立されているのがほとんどの団体かと思われるのですが、そうしたことによって、

会場が、町会会館の活動が重なってしまう。また、シルバーセンターといったところを利用していくわ

けですけれども、先ほども課長がおっしゃった、ゆうゆうプラザが多世代交流施設へと転換していくこ

とによって、いわゆる高齢者の方々が今まで使っていた使い勝手よりも状況が変わってきているという

課題があったりという中で、区の区民集会所も使われながら活動されているというところから、この区

民集会所の使い方を、もっと利用しやすくできないものか。例えば申請について、年間を通じて予約が

できないかというような声が上がっておりました。一応、現行の区条例施行規則によりますと、６か月
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前まで予約が可能となっているわけですので、半年間は予約ができるわけですが、年間を通じてという

ご意見がある中で、ここをどう考えていくかということなのですが、私は高齢者クラブの方々の場所の

確保について、今後、１つの対策として、高齢者地域支援課と地域活動課で連携した方策を検討するみ

たいなことを考えてみてはいかがかと提案するわけですが、いかがでしょうか。 

○宮尾高齢者地域支援課長  場所の確保というところでございます。確かに高齢者クラブは、うまく

町会と連携をとって、町会会館を上手に使われてというところも多数ございます。私どもが大切に考え

ているのが、そういった成功事例、それからうまくいった事例といったものを、まずは皆さんでしっか

りと共有して、各クラブで持ち帰れるところは持ち帰る。あるいは倣えるところは倣おうと。これがや

はり一番身近な近道だというところは、共通の考え方として持っております。 

 一方で、シルバーセンター、ゆうゆうプラザは年間を通じて予約できるのですが、区民集会所もその

利用方法をというところでございますが、区民集会所は区民集会所で、今もう既にいろんな方が、いろ

んな目的でご利用いただいております。そこに、高齢者クラブの方が年間を通して入ることになると、

ひょっとすると、今活動されている方にとってどうなのかというところもございますので、そこは慎重

な見きわめが必要かと思っております。ただ、いずれにしましても、場所の確保というところが高齢者

クラブでも課題であるということは我々もしっかりと受けとめて、今後もどんな対策が有効かというと

ころを考えていきたいと思います。 

○こんの委員  それぞれのクラブの活動を共有し合う。これは非常に大事なことだと思います。場所

の確保については、今、課長がお話をしてくださった、方向性としてどのようにできるかというのを見

出してくださるという、前向きなご答弁と受けとめております。年間として予約ができる・できないと

いうのは、ちょっと難しいところではあるのかもしれませんが、何かできることをと考える姿勢という

のはご答弁いただいたのかと思います。ですので、場所の確保についてはこれからも考えていっていた

だきたいと思います。 

 それで、情報の共有というところと情報発信というところとは関連すると思うのですけれども、そう

すると、この高齢者クラブの広報というのは、主に区のホームページでご案内があったり、あと広報し

ながわでご案内をしているのだと認識しているのですけれども、広報しながわで掲載する場合、加入の

呼びかけと活動の様子など、特集を組んでの掲載というのがあったのか、また、そうではなくて定期的

に、加入しませんかという、消極的と言って申しわけないですが、それぐらいの広報なのか。ここをも

う少し工夫したほうがいいのではないかと感じるところです。 

 また、ホームページについても、こちらもクラブの団体一覧とマップと、それから活動の状況しかご

案内しておりませんので、そこをもっと加入促進支援につながるようなホームページに変えていったほ

うがよいのではないかと感じるのですが、その点はいかがでしょうか。 

○宮尾高齢者地域支援課長  より加入促進につながる広報の仕方をというところでございます。今、

委員にご指摘いただいたとおり、区のホームページ、広報紙等を使わせていただいて、情報発信をさせ

ていただいているところでございます。それに加えて、先ほど申し上げた会員増強月間に合わせて、ふ

れあい掲示板を活用させていただいて、増強月間を設定しますということも、やらせていただいており

ます。それから、広報ひんこうれんという品高連独自の広報紙というものも、定期的に発行させていた

だいているところでございます。今あるものを、さらにどのように有効活用していくかといったところ

も含めて、広報のありようを探っていければと思っております。 

○こんの委員  広報の仕方も、今よりもより加入促進につながっていくような方向性で、ぜひ考えて



－52－ 

いっていただきたいと思います。要望で終わります。 

 次にまいります。不燃化１０年プロジェクトですけれども、都の事業の期限が目前に迫っており、そ

れを、都としては事業の延伸を決めて、さらに新たな地域の整備についても事業を展開するとしており

ます。そこで、品川区内において現在指定されている地域のほかに、この事業に値する地域はあるとお

考えかどうか、そのお考えをお聞きいたします。 

○髙梨木密整備推進課長  本年１月に都が示しました不燃化１０年プロジェクト、不燃化助成の５年

延伸の件でございますが、基本的に都の考えといたしましては、現行の特区がまだ依然として目標に達

していない。それで、５年延伸して目標に近づくべく取り組みをしていきたい。こういった考えがもと

になっているものというお話は聞いているところなのですが、品川区内においては、不燃化特区に準じ

て、地域危険度が高かったり、老朽住宅が密集していたり、狭隘道路が多かったりというような箇所が、

不燃化特区以外にも存在しているものと、区としては把握しております。そういったところを新規地区

として、品川区としては東京都にぜひ、延伸のタイミングで、新たな特区として申請したいといったと

ころを、前向きに協議していきたい。このように考えているところでございます。 

○こんの委員  今、そのようなお考えを聞いて、私も、地域の中でというか、区内の中で、そうした

地域はあると考えておりまして、それは、高い建物はほとんどないですが、木造の住宅が密集していて、

未接道の敷地も少なくない、あるという、また狭隘道路や老朽化した木造住宅が多く見受けられる地域、

具体的には大井二丁目がそれに当たると考えているのですが、その地域へのエントリーをぜひお願いし

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

○髙梨木密整備推進課長  課といたしましても、大井二丁目は非常に老朽住宅が密集していて、課題

の多いまちであるといったところは認識しているところでございますが、来年度以降、新たな地区の申

請に当たっては、また、ほかにもそういったところがないかどうかといったところを、区内木密地域を

広く見渡して検討した上で、東京都に対して積極的に協議していきたい。しっかり検討していきたい。

このように考えているところでございます。 

○こんの委員  大井二丁目のほかにも、そういう地域はあると理解はしております。ですので、ここ

だけとは限らず、ただ、やはり、多くこの地域で見られる状況として、今、具体的な地域を１つ申し上

げましたが、ほかでも区内でありましたならば、そこをエントリーしていただきたいと思いますので、

ぜひ賢明なる検討をお願いしたいと思います。 

 次にまいります。歩行喫煙防止推進経費ですけれども、こちらは新年度予算の中で、対策としてコン

テナ型の喫煙所を設置すると認識しております。まず、コンテナ型の喫煙所はどこに、具体的な設置の

場所が決まっていましたならばご案内ください。 

○黛生活安全担当課長  委員お尋ねの喫煙所につきましては、現在、大井町の駅の城南信用金庫の前

にあります灰皿を、奥の、通称、猫公園と言われている公園に移設させていただきまして、そこに閉鎖

型の施設を置かせていただきたいと考えているところでございます。 

○こんの委員  城南信用金庫のところは数多く声があって、あそこは、ちょうど交差点の信号を待つ

人たちに煙が直接かかってしまうという地域でもあったので、そこは大変によろしい場所だと考えます。

そのほか、指定喫煙所が９カ所、品川区内にはあると思うのですけれども、今後、こうした地域にも、

ほかの指定の場所にも、コンテナ型あるいはコンテナが置けない場合は別の方策をというところを、さ

らなる強化を推進されるのか、何かお考えがありましたらお願いします。 

○黛生活安全担当課長  現在やっているところにつきましては一生懸命対策をとりたいと思います。
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よろしくお願いします。 

○鈴木（真）委員長  次に、あべ委員。 

○あべ委員  私からは、１３９ページの不動産売払代金、第一日野小学校、それから９３ページの国

庫補助金の子ども・子育て支援交付金ならびに都補助金の同じく子ども・子育て支援交付金から、すま

いるスクールの昨日の実績をお伺いしたいのと、それから家庭あんしんセンターならびに子ども家庭支

援センターについてお伺いしたいと思います。少し時間がありましたら、たばこについてもお伺いした

いと思います。 

 まず、不動産売払代金が４億５,０００万円とあるのですけれども、これは午前中のご答弁で、擁壁

工事を行うことということがありました。校庭として使えない期間があるのか、あれば期間と、その代

替場所について教えてください。 

○有馬庶務課長  擁壁全体の改修工事を行うということですので、一時的にはここのグラウンドは使

えなくなるようになります。期間的には、まだこれは実施設計の段階ですので、確定はしておりません

けれども、来年の夏以降、令和３年度までということで、令和３年度のいつ終わるかというところは、

これから最終的なところを決めていきたいと思っているところでございます。 

 代替場所につきましては、とりあえず、第一日野小学校については第１グラウンド、芝生になってい

るところがありますので、まずはそこを使っていくというところで考えているところでございます。 

○あべ委員  擁壁の改修の必要性というのは、いつごろ誰が調査を行って、いつまでに必要との結果

だったのか教えてください。 

○有馬庶務課長  毎年、学校施設につきましては、品川区の技術職員が、どこの学校でどういう工事

をするかということを点検しています。そういった中で目視点検等を行いながら、先ほども言いました

ように、擁壁に、ひび割れやクラックが入っているというようなことがありまして、劣化があるだろう

ということで、今回、改修工事をやろうということで判断したということでございます。 

○あべ委員  その目視をやって、今度、工事を決めようと思ったのは、都が放射第２号線の用地買収

を始めたよりずっと後の話ですよね。これは、予算を見ますと擁壁工事というのは総工費が約８

億５,７００万円かかる。目視で今回やろうということで８億円の工事がいきなり決まるというのは、

不思議な気がするというか、ちょっと違和感があるのですけれども、この８億５,０００万円の工事代

の財源というのはどういうふうになっているのでしょうか。 

○有馬庶務課長  基本的に、目視もそうですけれども、建築の法定点検の部分でも当然、擁壁が入っ

てきますので、そこでの指摘も受けてということが、この工事の前提にもなってございます。 

 それから、財源につきましては、現在、擁壁改修の補助金がありますので、それについては申請をし

ていくということで、まだ確定はしていないということでございます。 

○あべ委員  ８億円の工事をするのであれば、専門家がいつまでにやらないと危険だというような調

査結果などが出てやるのが通常かと思います。財源はこれから申請ということなのですけれども、こう

した経緯で、もしこの工事が本当に必要であるとすれば、全額、都に出してもらってもいいのではない

かと私は思っておりますけれども、十分な交渉をよろしくお願いいたします。 

 それから、すまいるスクールのほうは、昨日、休校が始まりました。どのくらいの人数が利用して、

通常のすまいるスクールに比べて何割ぐらいだったのかだけ教えてください。 

○廣田子ども育成課長  昨日の利用状況でございますけれども、午前中が全校で１,６４５人、１日

の利用として午前・午後を合わせますと１,９２６人という形で、想定は３,０００人程度を予定してい
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たので、６割から７割ぐらいの利用という形でございました。 

○あべ委員  一方で、スタッフの確保もかなり進んだということを聞いておりまして、スタートとし

ては、ちょっとほっといたしました。関係者のご努力に感謝したいと思います。 

 それから、家庭あんしんセンターなのですけれども、今回、条例が改正されたことによって、これま

で家庭あんしんセンターで担ってきた育成相談が新しいセンターに移行することになりました。昨年の

一般質問でも、まず子ども家庭支援センターの充実が必要であるということを求めておりまして、直営

での新しいセンターの設置はありがたく、また期待しているところです。ところで、これまで家庭あん

しんセンターの育成相談件数は、年間どのくらい、何件ぐらいあったのか。これを全て子ども家庭支援

センターに引き継いでいくのか。新年度からは家庭あんしんセンターは何件くらいケースが残っている

のか。見通しを教えてください。 

○崎村児童相談担当課長  家庭あんしんセンター内にあります子育て支援センターについてでござい

ます。今回の定例会で条例議案を提出させていただいておりますけれども、来年度は虐待や養育困難等

の相談対応を区に一元化するとともに、児童家庭相談体制の明確化を図るために、子ども家庭支援セン

ターというものを組織化いたします。それに伴いまして、品川区子育て支援センターでは、虐待等の相

談の新規受理がなくなりますので、その分、業務量が減ることが見込まれます。 

 実績ですけれども、子育て支援センターが昨年度、平成３０年度の１年間に相談を受けた件数

が３４６件ございまして、そのうち虐待の件数が１３４件でございます。今年度は、１月末現在

で３３７件のうち１５１件が虐待等の相談になりますので、１５０件ちょっとの虐待相談の受け付けが

なくなるかと思われます。ただ、引き続き令和２年度につきましても、育児、しつけや性格行動など

の、１回の電話や来所相談で主訴が解消するような育成相談につきましては対応していただきます。こ

ちらが大体、年間１５０件ほどと見込まれますので、こちらの件数が来年度以降も対応していただける

件数と認識しております。 

○あべ委員  ということは、年間３００件あまりが１５０件程度ということで、この育成相談につい

ては半減するわけですが、ここは５年間の指定管理で運営されていたかと思います。家庭あんしんセン

ターは途中で業務内容が縮小することで、指定管理料の見直しなどは行われたのでしょうか。 

○崎村児童相談担当課長  指定管理料の見直しですけれども、来年度につきましては、先ほど申しま

したように、虐待等の相談はなくなるわけですが、現在継続中の虐待や養育困難のケースの対応、また

令和２年度中に終結しないようなケースを、区の子ども家庭支援センターに引き継いでいただきますの

で、相談業務にかかる職員体制については、今年度から特に変更しておりません。ですので、指定管理

料についても、ほぼ今年度と同額で予算計上しているところでございます。 

○あべ委員  ほぼということは、一旦それについて議論をされた上で、新たに決定されたというか、

ほぼ同額と考えられたのでしょうか。見直しをせずに、ただ漫然と同額を払い続けるということであれ

ば、私はそれは不適切だと思います。ただ、一方で、この分野は、まだまだ人手不足、経験不足の分野

でもありますので、これまでの経験、マンパワーを、新たな組織の中で十分活かすための金額であると

いうことであれば、やはりその職務内容をきちんと定義して、その中で客観的な説明ができる形で、５

年目の金額というのを設定していただきたいと思うのですが、いかがでしょう。 

○崎村児童相談担当課長  申しわけございません。ほぼと申しましたのは、やはり事業内容について、

虐待の相談がなくなることに対して、それに付随する業務については、区の子ども家庭支援センターに

移行しますので、その部分は削減しております。ただ一方で、昨年１０月に消費税率が１０％にアップ
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した関係で、やはり指定管理料についても若干アップになっておりまして、本当に微差減額となってい

るような状況でございます。今ご指摘がありましたように、やはり業務が減れば、指定管理料が減ると

いうのは当然のことと理解しておりますので、来年度、子育て支援センターの業務や、令和３年度以降

は完全に児童虐待等に関する相談業務が区に移行することになりますので、必要な職員体制等々を勘案

しながら、令和３年度予算編成に向けて検討していきたいと思っております。 

○あべ委員  最後に、家庭あんしんセンターは今後、児童および家庭に関する総合相談に力を入れて

いくということになると思います。子育て家庭が、より立ち寄りやすい相談の場として機能していただ

くことを要望して終わります。 

○鈴木（真）委員長  関連で、安藤委員。 

○安藤委員  １３９ページの、今のあべ委員の不動産売払収入のところで、もう少しお伺いしたいの

ですけれど、擁壁改修が必要だということで、今回それに伴って、グラウンドの一部が道路予定地にか

かっているので、あわせて売り払うことになるということなのですけれど、そもそも、ではグラウンド

利用者や保護者の方から、「ここが危ないのですけど」というようなきっかけで、今回、擁壁の改修の

必要性があるというふうになったわけではないということなのか、区が点検する中で気がついて擁壁改

修になったという経緯でいいのか、伺いたいと思います。 

○有馬庶務課長  ここの擁壁は、品川区の職員が見に行っております。見ていただければわかると思

いますけれど、かなりコンクリートの壁に亀裂も入っております。クラックが入っていたり、場所に

よっては骨材が見えていたりということがございます。それから、校舎から校庭に渡る歩道橋のコンク

リート強度も一応調査いたしました。ここの歩道橋については、コンクリート強度が今の基準に達して

いないというような、数値が出ております。そういうことがございましたので、もろもろ、そういった

ことを含めて、子どもの安全のために早急に改修したほうがいいだろうという判断に至ったということ

でございますので、そういったことを総合して判断したということでございます。 

○安藤委員  私が伺ったのは、では、そこを利用している子どもたちや保護者、学校からの要請では

なかったのかと聞いたので、そこはちょっとはっきりお答えいただきたいというのと、もう一つ、擁壁

の実際の強度の調査などはどのように行われたのか、これから行われるのか、そこを２点目にお伺いし

ます。あと、擁壁改修には補助金を申請していくということですけれども、都に対する補助金なのか、

国に対する補助金なのか、どういう補助金を想定しているのか、申請する予定なのか、伺いたいと思い

ます。 

○有馬庶務課長  ＰＴＡや近隣住民から直接こちらに来たということではございません。学校のほう

には何人か声が行っているかもわかりませんけれど、直接こちらで何か受けたということではなく、職

員などの目視で点検したということでございます。 

 それから補助の関係ですけれども、要するに危険度というようなところで、擁壁で過去にも申請して

いた例がありますので、そういったことが申請できるかどうかということで、国も都も含めて検討して

いきたいと思っているところでございます。具体的に何々補助金ということでの申請ということで、今、

決めているわけではないということでございます。 

 それから強度の調査については、１２条点検での報告に基づいてということでございますので、「ク

ラックが見えるので早急に改修したほうがよろしいです」という報告に基づいてということでございま

す。 

○安藤委員  では、実際の強度の点検などはこれからやるということなのでしょうか。その辺につい
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てお伺いします。 

○有馬庶務課長  今、実際の強度がどのくらいかという数字や、実際に現場であったのかどうなのか

は不明ですので、そこは後ほど時間があればお答えしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○安藤委員  ちょっと、わからないところが多いのですけれども、強度を実際に点検した結果がわか

らないから後で報告ということなのか、それとも診断そのものもやったかどうかわからないという意味

なのか、そこだけ最後にお伺いします。 

○有馬庶務課長  点検は行っているのですけれど、強度の数値があるか、今その数値が幾つだからと

いうことが手元にありませんので、後ほど回答したいと思っております。 

○鈴木（真）委員長  次に、芹澤委員。 

○芹澤委員  私からは、１３９ページ、ふるさと納税と、５６ページの財政調整交付金、それ

と１３９ページの、先ほど議論がありました第一日野小学校の不動産の売り払い、時間次第で１２５

ページの無電柱化推進事業について伺います。 

 まず、ふるさと納税の制度についてですが、これまで例年、毎年のように、大きなダメージを区に与

えてきたと思います。当然、区も流出抑制、そして流入の促進というのを、毎年のように、力を入れて

進めていただいております。昨年からふるさと納税は一部制度が変わりまして、品川区民から品川区へ

のふるさと納税を使った寄附ができなくなったと思っています。まず初めに、昨年の６月から変更に

なっていますので、昨年の５月までの段階で、わかる範囲で結構ですが、品川区民の方からの、ふるさ

と納税の寄附、それと区外からの寄附の割合がどれぐらいあるのかをまずお聞かせください。 

○伊東税務課長  昨年というか、制度が変わって以降ということでございますけれども、令和元年度

ということで、８１名が品川区内の方ということで、令和元年度２月１日現在で２９８名いるのですが、

そのうちの８１名が区内という形でございます。 

 それと、区民からの、ふるさと納税ができないということではなく、自区民の方に対しての返礼品は

出してはいけないというのが、改正の中身でございます。 

○芹澤委員  ふるさと納税の返礼品が出せないということで、区民からの流入も幾らか大きかったと

いうご回答がいただけたと思っています。 

 あわせて財政調整交付金についても伺います。現在の５５対４５の配分割合について、決定された平

成１９年時点での、あり方検討委員会での決定だったと思います。来年度から０.１％、配分割合を変

更すると伺っています。その中で、平成１９年当時、当面これを安定させようと、税制改正分担変更な

どがない限り安定させようということで、１３年近く変更がなかったと理解しています。この変更が始

まった、来年から変更が起きる経緯として、品川区もそうですし、特別区で児童相談所をスタートさせ

ようというような流れの中で、こういった０.１％の変更が起きたと思っています。その配分割合とし

ては、区への交付金が増えていくわけですが、交付金の総額を、今年度の見込みと来年度の見込みで比

較してみると、６.４％近い減になっていると思います。額にすると７００億円近い減額となります。

これは、法人税の一部国税化や地方消費税の清算基準の見直し、そして先ほどのふるさと納税というの

が大きな足かせの原因になっていると思いますが、まずそこまでの認識が合っているか教えてください。 

○品川財政課長  財政調整交付金のほうでございますけれど、まず配分割合については、児童相談所

の移管の関係で、来年度から、先行３区と呼ばれているところが進むということで、配分割合を変更し

ております。ただ、実質分としては大体０.２６％ぐらいというところで言われているのですけれども、

いろいろと交渉の中で、０.１％というところで、妥協点というか、均衡点というか、そういうところ
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になったという経過でございます。 

 それから、来年度の財政調整交付金の見込みのほうですけれども、基本的には法人住民税が一部国税

化されるということで、減の大きな要因となっています。それからもう一つは、プラスの要因もあるの

ですけれども、法人住民税が減になるのと反対に、法人事業税という国税から一部、財政調整交付金の

ほうにお金が流れてくるというような動きもございます。それからふるさと納税、この辺に関しては、

財政調整交付金の原資というのは、いわゆる調整３税と言われた、法人住民税、固定資産税、特別土地

保有税で、新たに今回、法人事業税も入ってきたというような形になりますので、ふるさと納税につい

ては財政調整交付金には大きく該当はしないというところでございます。 

○芹澤委員  先ほど少しお話ししましたように、平成１９年のあり方検討委員会の中で、税制改正そ

して分担変更等の変更がない限り、当面安定させるといった議論で、１３年間、５５対４５で進んでき

たのだと思っています。その意味で、先ほどお話しいただいたように、児童相談所を特別区で行ってい

くというのは当然、分担の変更になり得ると思っていますし、０.１％という数字が低いという考えも

あるかもしれませんが、１３年間変わらなかった制度を変えていったという大きな一歩になっていると

思っています。児童相談所もそうなのですが、今お話があったような法人税等など、さまざまな税制改

正がこの１３年の中で行われていると思います。そういった意味では、令和４年度にまた再度、配分の

変更の検討を行うというようなことも資料で書かれていますが、さらなる配分変更、５５

対４５、５５.１％からの変更を、区がどうお考えなのかお聞かせください。あわせて、この資料にも

書いてあるのですが、今回の特例的に対応した配分変更も含めて議論を進めると書いてあります。つま

り、児童相談所の０.１％が特例的な対応だと書いてあるわけで、これは、見方を変えれば、０.１％が

当面的な特例措置であって、次の議論の中で、０.１％をやはり戻そうというような議論にならないの

かというのを少しだけ危惧していますので、その辺も含めてお聞かせください。 

○品川財政課長  配分割合の点でございますが、今、委員からご説明がありましたとおり、児童相談

所の配分割合については、令和４年度に改めてまたやっていくというような動きになっております。最

後のほうのお話にあった、０.１％が下がるのかというところは、まずあり得ないかというところがあ

ります。当然、児童相談所をやるに当たって、特別区に大きな需要が発生するというところに対して、

やはり配分割合を変えるというところが、平成１９年と平成１１年に要綱等で、都区財政調整のところ

で決まっているのが基本スタンスとなってございます。これはまだ、ざっくりな数字なのですけれども、

ある程度、特別区が今回の財政調整交渉の中で試算した中ですと、２２区全てが児童相談所を開設した

場合というのは、大体、率としては１.３８％ではないかということでは計算はしています。ただ、こ

れは、都側の意見とすれば、やはりまだ実際に動いてもいないのに、架空の数字の中でいろいろと率を

出しているというところがあって、事実上、ある程度、実績が出てから決めたいというのが、令和４年

から交渉を始めるというところの１つの考え方というところであります。ただ、そうはいいましても、

当然、需要が発生したすぐの時点で率は変えるべきというところは要綱にも載っていますので、その辺

の考え方がお互い違うという点はありますけれど、今回は０.１％というところでおさまっているとい

う状況でございます。 

○芹澤委員  今、最後のほうにお話しいただいたように、もともと、この都区財政調整というのは、

簡単に言えば、決算ベースというより予算ベースで調整されるものだと思っています。また、地方税と

いうのは応益負担というのも原則であると思っていますので、令和４年だけではなくて、引き続きさま

ざませめぎ合いがあると思うのですが、ぜひ負担変更については、品川区が前向きに取り組んでいただ
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ければと思います。 

 続けて、第一日野小学校の校庭の売り払いについて、賛成の立場から質問を伺います。本日、幾つか

議論がありました。主に、校庭のそもそもの売り払いについて、そして人工芝生化についてと、大き

な２点の議論があったと思っています。私が地域の声を伺えていないと言われればそれまでなのですが、

私も学区の地域住民の一人として、町会や学校の職員の方々、あとはＰＴＡやクラブチームの方々など、

さまざまな方々のお声をいただいておりますが、今のところ、私のレベルにおいては、反対といったお

声は伺っておりません。 

 あえて言えば、売り払いで、例えばサッカーコートが１面とれなくなってしまうのではないかという

ような不安のお声はありました。こちらは、調べればわかることなのですが、サッカーコート等の面積

は確保していくというような方針で伺っております。また、ほかにもこちらは区民まつりの会場であり

ますので、人工芝生化することで、上で火が使えなくなってしまうのではないかというような不安のお

声もありました。これは直接、私も行政にお声を届けさせていただきまして、当然、人工芝の上では火

が使えないのがまず原則でありますので、全面、人工芝にするかどうかはまだ未定ですが、基本的には

全面的な人工芝というのはあまり考えづらいので、そのほかの部分で火を使っていただくことを検討し

ていくというような前向きなお答えもいただいております。もちろん、その方からは、「子どものため

なら仕方ない」というようなお声もいただいております。子どもの活動を優先しながらも、さまざま活

動していただいておりまして、私のレベルでは今のところ、先ほどお話ししたように、反対の声はない

わけですが、例えば行政のほうに直接、第一日野小学校の校庭に限って、この売り払いへの反対の声と

いうのが、どのようなものが届いているのかをまずお聞かせください。 

○有馬庶務課長  ここの予算については、昨年度、実施設計をやっていくというようなことにはなっ

ておりますということで進みました。これまで、こちらのほうに、それについての苦情ということは届

いておりません。加えて、人工芝生化を予定していきますというような話を、これは最近ですけれども、

学校にお伝えしたところ、それについては、その方向でやっていただくと大変ありがたいという声を聞

いているところでございます。しかも、今回の売り払いですけれども、売り払い後の校庭も、きちんと

した１００ｍトラック６コース、直線では５０ｍはとれるという、それでも維持できますということも

ございまして、学校からも、特に問題はなしという、ぜひよろしくというような声を聞いているところ

でございます。 

○芹澤委員  第一日野小学校のいわゆる第２グラウンドのお話になりますが、あそこは非常に水はけ

も悪くて、おそらく、今日はもともと休校状態ですが、あそこも非常に多分、今、水浸しの状態になっ

ているかと思います。そして、また先ほどご答弁もありましたとおり、校舎と第２グラウンドをつなぐ

渡り廊下みたいなところも非常に古くて、新しくなるというのは非常に喜ばれていますし、人工芝生化

することで、体育の授業や部活動、またクラブチームもかなり使っていますので、そこの稼働率がしっ

かりと確保されるというのは、保護者や地元の方々は、私の周りであれば、私の周りしかわからないこ

とですけれども、非常に喜んでいると理解していますので、ぜひこれは前向きに進めていただければと

思います。 

 最後に無電柱化について少しだけお聞かせいただきたいと思います。無電柱化は、来年度のプレス発

表の予算で、４路線を中心に無電柱化を進めていくと伺っています。まず、この４路線というのがどこ

を指しているのか教えてください。 

○多並道路課長  無電柱化につきましては、現在、素案という形で推進計画を公表させていただいて
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いるところでございます。来年度につきましては、競馬場通りの、今、未整備の部分４００ｍおよび文

庫の森の周辺の避難道路２路線、あともう一つが、旗の台駅から昭和大学までの間の道路ということで、

この４路線を整備する設計をやる予定で考えているところでございます。 

○芹澤委員  先ほどの４路線のお答えをいただきました。ほかにも、さまざま区では、例えば桐ケ谷

通りであったり、非常に歩道が狭くて車道に出ざるを得ないというようなところに電柱がどんと置いて

あったりするわけですが、そういったさまざまな歩道の改修といいますか、無電柱化というのは、これ

から検討されていくのでしょうか。お聞かせください。 

○多並道路課長  無電柱化推進計画素案という形で、今後につきましても、計画の途中の段階でも、

地域の方のご意見をいろいろお伺いしながら、必要なときに改定するなり、より区民の安全安心につな

がるような形で考えていきたいと思っているところでございます。 

○鈴木（真）委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後３時２８分休憩 

 

○午後３時４５分再開 

○鈴木（真）委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑に入ります前に、理事者より発言を求められておりますので、ご発言願います。 

○有馬庶務課長  安藤委員の関連質問について、回答が保留になっていた部分についてお答えいたし

ます。 

 先ほどの第一日野小学校での点検の件でございますけれども、職員の点検のほかに、事業者による擁

壁の目視点検というのを行っておりました。その中身ですけれども、基本的には目視点検ということで、

特にクラックのところで数値的に幾つだということは出してございません。 

 それからもう一点の補助金ですけれども、先ほど回答したとおり、擁壁そのもののメニューはござい

ませんので、防災機能強化というメニューが今ありますので、そこで擁壁を使えないかというところは、

東京都と協議しているということでございます。 

○鈴木（真）委員長  質疑を続けます。ご発言願います。大倉委員。 

○大倉委員  ６１ページ、集会所使用料、６３ページ、プラネタリウム、７９ページ、戸籍証明手数

料から、関連して聞きたいと思います。 

 まずプラネタリウムから。今、さまざまな取り組みがプラネタリウムでされていて、年度で見ると、

年々、参加者数ですか、見学してくれる人たちの入場者数が増えてきていて、平成２９年度から１

万５,０００人を超えているという形で、かなり地域の人たちも見に行ったり、子連れ、親子連れで参

加している人たちも見たり、私も先日、五反田文化センターを使ったときに、親子で見に来ているとい

うところも見て、やはり人気なのだというのを改めて感じたところなのですが、一方で、現在、プラネ

タリウムを見る際に、聴覚障害がある方がプラネタリウムを見ようと思ったときに、音声での説明とい

うことで言うと、なかなかその説明がわからないというところでは、障害のある方たちへの対応という

のをしっかりしていただきたいと思っております。磁気ループや手話、字幕、要約筆記を映すなど、取

り組みというのはいろいろ考えられるかと思っているのですが、現在のプラネタリウムの聴覚障害のあ

る方への対応についてはどのように行われているでしょうかということ。 

 あと、集会所の使用料ですが、これは前からいろいろお話があったかと思うのですが、予約システム

が更新されて、非常に予約で申し込みをされる方たちが増えてきているのかと思っておりますし、実際
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に何か借りようとした際に、私も予約システムを使って予約をするのですが、やはり集会所に１回行っ

てお金を支払わないといけないという状況だと思うのですが、こうした集会所使用について、なかなか

その時間帯に行くというのが大変な方たちもいるのかというところでは、区民の皆様からも、こういっ

たものが振り込みなどできるようになると非常に便利だというところで、サービスの向上として、そう

した使用料の、窓口支払い以外の方法の検討について、どのようにされているのか教えてください。 

 あと、戸籍証明手数料なのですが、見ますと、当然、役所、地域センター、あとはサービスコーナー

で行われておりますが、この地域センターの事務事業概要を見ると、目的として、住民基本台帳等の窓

口業務や連合町会等の事務局を担う地域センターと、区民集会所の施設・設備の維持・改善を行い、区

民サービスの向上を図るということと、サービスコーナーでは、駅ビルや駅前に行政サービスコーナー

を設置し、区民により一層のサービスを提供するということで書いてあるのですが、事務内容はほとん

ど一緒、サービスコーナーについては図書取り次ぎがあったりしますが、一・四・八の地域センターで

は転入・転出届等も行われております。駅に近いという意味では、行政サービスコーナーにそういった

機能があるほうが、より区民のサービスの充実というところでは資するのかというところを感じている

ので、そういった区民サービスの向上という視点から、転入・転出等の届け出事務の拡大というような

考え方もしていきたいと思っておりますが、現在の状況について教えてください。 

○古巻文化観光課長  まず、プラネタリウムのお問い合わせにつきまして、私からお答えさせていた

だきます。 

 聴覚障害等、いろいろな方々に向けての支援ということですけれども、来年度につきましては来年度

予算の中で、ヒアリングの支援機器、これは移動式のものを各文化センターに導入する予定で考えてお

ります。一足飛びに全部、全てというのはなかなか難しいですけれども、徐々にそういった形でさまざ

まな方に向けて、支援をしていきたいと考えております。 

○川島地域活動課長  まず１つ、区民集会所の利用料の振り込みというか払い込みの取り扱いについ

てという、ご提案というか、お問い合わせでございます。こちらは、システムの更新の際には当然、検

討はさせていただいたのですが、現状、見送るような形になってございます。こちらは、区民集会所単

独の問題ということではなくて、区で貸し出しをする施設全体の中で、どのような取り扱いをしていく

かというふうに決めていく問題であるということでございますので、そういった検討をする必要がござ

います。 

 それから、一・四・八の地域センターのような形で、地域センター全てで転出・転入のような事務の

取り扱いをというようなお話だったと思いますが、こうしたご提案につきましては、地域センターとい

うことだけではなくて、区全体の、例えば戸籍住民課、それから今ご提案のありましたサービスコー

ナーその他窓口も、総合的に判断して決めていくものでございます。現在の形になりましたのは、さま

ざまな過去の検討の積み重ねで今の形になったと認識しておりまして、現状では、そういった形で行う

という予定はございません。 

○大倉委員  最初のプラネタリウムのほうで、支援していくということで、可動式の何かということ

だったのですが、ちょっとよくわからなかったので、もう一度、どういう支援がされていくのか教えて

ください。ほかの自治体等でも取り組んでいるところで、プラネタリウム字幕式ということでやられて

いる自治体もあったり、いろいろさまざま見てみると、明るさであったり、文字と読み手のスピードで

あったり、工夫・検討されながら実施に至ったところもあるので、そうしたところも、障害のある当事

者団体などとの意見交換をしてやっていただけると非常にありがたいと思っているので、もう一度ご答
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弁をお願いします。 

 戸籍証明手数料、総合的な判断で、過去からの積み重ねということで、わかりました。過去からの積

み重ねの先にサービスコーナーができたりしている、それで区民サービスの充実に至っているというと

ころでは、今後また改めていろいろな検討をしていただき、私からも今後も質問をしながら、区民サー

ビスの向上への取り組みを続けていっていただきたいと思っております。集会所使用料については、検

討していく必要があるということだったのですが、どういうところでどんな検討をする必要があるのか

教えてください。 

○古巻文化観光課長  ちょっとわかりづらかったということで、申しわけございません。各文化セン

ターに移動式のヒアリングループを導入する形で、今回、予算計上させていただいておりますので、そ

ういった形で支援をさせていただきたい。また今後も継続して進めていきたいということでございます。 

○川島地域活動課長  区民集会所の払い込みの取り扱いにつきましては、ほかの施設も含めて、今後、

サービス向上をどのようにしていくかという検討の際に、どうするかというのを検討していきたいと考

えてございます。 

○大倉委員  区民集会所のほうは、よろしくお願いします。いろんな若い世代の人たちも、利用する

際になかなか振り込みに行くのが大変だというお話も聞いていますし、私も実際、そういった方たちと

もお話しして、そう思っているということだったので、ぜひお願いいたしたいと思います。 

 最後にプラネタリウムなのですが、移動式のヒアリングループを設置していく等で対応していくとい

うことなのですけれど、これはプラネタリウムでも使えるのでしょうか。プラネタリウムが見たいけど、

聴覚障害があることで、放送が、アナウンスが聞こえないから、充実したプラネタリウムにならないと

いうことで質問しているので、聴覚障害の方も大人の方も、当然、字幕を入れると高齢者の方も、より

理解が進んで、非常によかったというような話も出ていまして、そういったところの取り組みについて

もう一度お答えください。 

○古巻文化観光課長  移動式のものですので、固定式ではなくて、場所をある程度移動できるもので

す。それで、字幕等につきましては、どういう形でというのは、今後、よりいいやり方を検討させてい

ただければと思います。 

○大倉委員  ぜひ、聴覚障害のある方も高齢者の方も一緒に楽しめるプラネタリウムにしていってい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○鈴木（真）委員長  次に、石田ちひろ委員。 

○石田（ち）委員  私からは、５４ページの地方消費税交付金と、１０８ページ、都補助金から、関

連して補聴器購入費助成について伺いたいと思います。 

 まず、昨年１０月、多くの国民、そして多くの経済学者や専門家が反対する中で、消費税１０％への

増税が強行されました。今回の予算、歳入での地方消費税交付金が１１３億８,０００万円、前年比

で３３億３,０００万円、４１.４％の増ということでした。これが地方に割り当てられている分が、今

回どれぐらいになっているのか伺いたいのですが、消費税５％のときは１％、８％のときは１.７％が

地方分だったと思うのですけれども、今回は何％なのか伺います。 

○品川財政課長  今回、１０％になって割り当てられている分につきましては、２.２％となってご

ざいます。 

○石田（ち）委員  そうしたら、２.２％がどのように分けられて品川区に入ってくるのか。それ

で、１１３億８,０００万円は、２.２％の地方分のどれくらいの割合なのか、伺いたいと思います。 
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○品川財政課長  地方に入ってくる分については、これは基本的には都道府県のほうに入ってきます。

そこから、市区町村と都道府県で半分ずつという形で入ってきますので、その半分に対して、東京都の

市区町村で配分をしていくという考え方でございます。 

○石田（ち）委員  その割り振りで、１１３億８,０００万円というのがどのくらいの割合なのかを

知りたいのですけれど、２.２％の半分が都で、もう半分が市区町村で割り当てられていくと。そうす

ると１.１％が市区町村で、人口配分などで割り振りされていくと思うのですけれど、品川区に入る分

が何％かというのはわからないということなのでしょうか。伺いたいと思います。 

 それと、前年より３３億３,０００万円増えたわけです。一般財源分が５４億２,０００万円というこ

とが予算書にも書かれていますけれども、一般財源分が５４億２,０００万円、社会保障分が５９

億６,０００万円。前年度予算での社会保障分は３３億１,０００万円でしたので、前年比で２６

億５,０００万円、この社会保障分は増えているわけです。区独自でプラスに、社会保障を充実させる

ために充てたというものは、あるのかどうか伺いたいと思います。 

○品川財政課長  配分割合としましては、大体ですけれども、３％程度、３％か４％程度というよう

な形になるかと考えております。 

 それから、増額した理由でございますけども、基本的には消費税率が上がったということで増額とい

うところもあるのですが、昨年度、徴収月の割合で、今回上がっているという点もございます。毎月、

月末ぐらいに金額を徴収するのですけれども、そこの最後のところが、ちょうど土日の営業日の関係で、

前年度は１１か月分しか徴収できなかったということで、今年度、その反動として１３か月分というと

ころが、また１つ、上がっている原因となっております。 

 社会保障につきましては、基本的にはこの額に応じて社会保障に充てているというものでございます。 

○石田（ち）委員  そもそも地方消費税交付金が１１３億８,０００万円入ってきて、それが一般財

源分と社会保障分に分けられているわけですけれども、区独自で社会保障分というのは決められるので

しょうか。地方消費税交付金のうち何％が、社会保障に使いなさいと定められているのか、そこを伺い

たいと思います。 

○品川財政課長  社会保障分に使っているというところは、予算書４１９ページになるのですが、そ

この部分で内訳は載せてございます。一般財源と社会保障分に使う率なのですけれども、今回２.２％

になったことによりまして、従来１.７％だったのですけれど、従来は１％が一般財源、０.７％のほう

が社会保障という形で使っていたのですが、今回の改正で、１％が一般財源、１.２％が社会保障とい

う形でやるようになってございます。その１.２％分というのが、基本的には予算書の４１９ページ分

で活用しているという部分でございます。 

○石田（ち）委員  １％と１.２％というのはわかったのですが、それを区独自では決められない。

こういうふうに使いましょうというふうになっていて、それはもう飛び越えられないものなのかという

のを伺いたいのですが、やはり社会保障充実のためということで増税しているわけですから、私はもっ

と社会保障に使えるように求めていただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○品川財政課長  基本的には、この配分に沿った形で社会保障に充実をしていると。その使い方につ

いては当然、区の裁量でやって、このような表にまとめているというものでございます。 

○石田（ち）委員  裁量でということですけれども、そうすると、独自に、この１％と１.２％とい

う率は変えられるということなのですか。 

○品川財政課長  これはもう、法で定義されているものですので、基本的にはこれに沿ってやるとい
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う形でございます。 

○石田（ち）委員  独自ではないということで、決められている。ぜひ、もっと使えるように求めて

いただきたいと思うのですけれども、消費税が１０％にされてから４か月が経ったと思うのです

が、８％の増税で、経済のメインエンジンと言われる個人消費、家計消費が下がり続け、実質賃金も下

がり続けているわけです。なので、消費税８％の打撃から回復していない、この状況での１０％増税は、

経済を根底から壊す自殺行為だといった警鐘が鳴らされ続けたわけです。そして、１０％になってみて

も、年金はまた下げられる。高過ぎる国保料は毎年値上げで、来年度も値上げです。後期高齢者の保険

料も、昨日示しましたけれども、すさまじい値上げです。こうした、充実どころか社会保障の改悪が進

んでいくもとで、さらに１０％分、消費税を絞り取られるということですので、さらに負担軽減に、社

会保障に使っていくべきだと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○品川財政課長  当然、毎年度の予算を決めるときに、やはり令和２年度に当たって社会保障という

ものはどれぐらい区で充実させていかなければいけないかというところを判断して、この予算というも

のは決めております。ですので、十分、区で社会保障を充実した形で出しているというのが、今回の予

算という形になっておりますので、このところをご了承いただければと思います。 

○石田（ち）委員  充実というのであれば、やはり国民健康保険料は引き下げ、そして後期高齢者の

保険料の軽減をさらに進めていくべきだと思います。消費税増税分は、もっと社会保障充実に使ってい

ただきたいと思います。強く求めたいと思います。 

 次に、こうした社会保障充実に、どの補助金もあわせて一緒に使っていただきたい。そして、実施し

ていただきたい、実施すべき施策というのはさまざまあると思うのですけれども、補聴器購入費助成を

ぜひ実施していただきたいと思うのですが、区の判断で、補聴器購入費助成に、都の包括補助金を活用

できるということが都議会でも確認されていますので、区の構え次第で実現できるのではないかと思い

ます。昨年１１月の厚生委員会で、高齢者への補聴器購入費に助成を求める陳情が出され、今、継続に

なっています。やはり、年を重ねていけばさまざま衰えていく部分が出てきます。７５歳を過ぎる

と、７割以上が聞こえづらいといった、専門センターの調査結果も出ていますので、やはり早期に発見

して、そして早期に補聴器を装着することで、生活や社会参加への障壁をなくして、認知症の予防にも

なるということで、耳鼻科の先生方が声を大にして、さまざまなところで講演会などしながら、補聴器

の必要性・重要性を言われているわけです。聞こえづらくなった人への補聴器着用の重要性、いろいろ

な専門家が言っている、そういう重要性の、区の認識を改めて伺いたいと思います。 

○大串福祉計画課長  昨年１１月の厚生委員会で陳情の審査をしていただきました。その際もお話し

しましたように、当然、誰しもが加齢に伴って身体能力の低下といったものが出てくるというところで

ございます。当然、耳の聞こえづらさというのも、ある程度の年齢になってくれば出てくるというのは

事実でございます。ただ、そこと補聴器といった関連性に関しましては、やはりまだ一般的な認識等々

が不足しているのかとは認識しているところでございます。必ずしも、補聴器をつけるだけで全て解決

するとは思っているところではございませんので、さまざまな形で、高齢期になっても、いつまでも元

気で過ごしていけるような形でというところで、これまで区ではさまざま取り組んでおりますし、そう

いった取り組みを今後とも進めていきたいと考えているところでございます。 

○石田（ち）委員  補聴器の着用が、社会参加や認知症予防への大きな改善になると。それで、補聴

器の早期着用の重要性をどう考えているかというのを伺ったので、もう一度お答えいただけますか。 

○大串福祉計画課長  耳の聞こえがだんだん低下してきたといったところで、補聴器にそれを補うも
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のというところでの効能が一定程度あるということは認識しておりますけども、そちらと、あるいは認

知症等との関連といったものは、さまざま言われているところではございますけれども、まだ確定的な

ものではないと思っておりますので、補聴器だけではなく、さまざまな形での高齢期の過ごし方といっ

たものを、区としては支援していきたいといった形で、総合的に高齢期、高齢者のための支援といった

ものを充実させていきたいと考えております。 

○石田（ち）委員  補聴器をつけることの効果が、認知症予防などに確定的ではないということです

けれども、そうすると、今、ＷＨＯだったり、また耳鼻咽喉科の専門の先生たちが各地で講演されてい

る中身というのは、どのように捉えられているのでしょうか。聞こえが悪くなることで社会参加がおっ

くうになったり、聞こえづらさによって認知症が進む、これが大きな要因の一つだと言われている。こ

れが問題と考えていないということですか。伺います。 

○大串福祉計画課長  繰り返しになりますけれども、加齢に伴っての身体能力の低下、それと社会参

加への意欲といったものとの関連というのは、十分あるとは思っております。ただ、そうした中で、補

聴器との関係といったところについては、区のほうで今現在も検討・検証しているところでございます。

先ほど来申し上げていますように、補聴器というものに特化しただけではなく、さまざまな形で、高齢

期の生活のしづらさといったものを支援できるように、総合的に、今後とも支援の施策については充実

していきたいと考えています。 

○石田（ち）委員  さまざまやっていただくのはいいのですけれども、やはり聞こえづらさを早期に

発見して、そして補聴器を早期に装着することが、生活の快適さ、そして認知症予防にもつながると言

われている。区として、区民にそういう理解を広げていくというのが、区の役割なのではないでしょう

か。それを、何か大分、消極的に聞こえるのですけれども、そうした理解を広げるために、区が重要

性・必要性を伝える立場に立つべきだと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○大串福祉計画課長  そういったご意見等々も踏まえた形で、総合的に支援策は充実させていきたい

と考えているところでございます。 

○鈴木（真）委員長  次に、西本委員。 

○西本委員  保育園にかかわる、国・都支出金、そして保育園運営のあり方、公立保育園の考え方に

ついてお聞きします。９５ページでは、国庫補助金、いろいろ出ております。そこで、経費が３分の２

であったり２分の１であったり８分の３というような割合になっている部分があり、また東京都のほう

で見ると、例えば１０７ページにも、２分の１、４分の１というのが出ております。そして、東京都の

補助金の１１１ページから、もろもろ載っておりますけれども、１０分の１０というものもあれば、４

分の３であるとか、２分の１であるとか、いろいろあるのですが、これはなぜこういうばらつきがあっ

て、それを区はどういう形で選択して、それぞれの支出金を使おうとするのか。また、これは事業者の

人たちが決めるものなのか。その辺の仕組みを教えてください。 

 そして、今、公立保育園を開設しても一切補助金が来ないということで、それは承知しておりますが、

私立保育園、公設民営それから認証保育所というものがあります。これらに対して、国等からの支出金

がどれだけ違うのか。そして、また区の負担というのはどれだけのものとして違いが出てくるのかとい

うことが２点目。 

 ３点目は、認証保育所が認可されるということでの、１園ですか、やろうとしているところがありま

すが、これは何のメリットがあるのでしょうか。そして、区に対してのメリットは何かあるのか、教え

てください。 
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○大澤保育支援課長  初めに、補助金の負担割合のお尋ねでございますが、１１３ページの８節の児

童保育費の部分で説明するとわかりやすいと思いますので、こちらで説明させていただきます。私立保

育園経費の１０分の１０というのは、例えばキャリアアップ補助金は、私立の認可保育園と認証保育所

に対しては１０分の１０で都が補助すると、都が決めておりますので、そのように補助金が出てまいり

ます。２つ下の、認証保育所保育料助成ほか４事業のところ、例えば２分の１は、同じキャリアアップ

補助金でも、地域型保育事業や認可外保育施設の場合は、都の負担は２分の１ということで都が決めて

おりますので、そのような補助金の出方になるということです。ほかの補助金につきましても、項目に

よって、都または国が補助金割合を決めておりますので、それに沿っての補助金交付ということになっ

てございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  公設民営の補助金の関係でございますけれども、基本的には、あまり

大きい補助金がございませんで、私立ほどの補助金を受けることはできません。大体、金額的には、今

まで文教委員会等でお話ししてきたところなのですけれども、区で通常運営する場合は、２割から３割

程度のところ、国や都から補助金が来る。その程度でございます。 

○大澤保育支援課長  認証保育所から認可保育園への移行でございますけれども、一番大きなメリッ

トとしては、認可保育園になりますと、基本的に０歳児から５歳児までお預かりしていただきますので、

いわゆる３歳の壁という、３歳にもう一度「保活」をしなければいけなくなるということがなくなりま

すので、そこが一番のメリットだと考えております。 

○西本委員  いろいろ理由はわかりました。施設や項目によってということなのですが、区として、

これをどういう形で選択しているのかということを聞きたいのです。要は、どういう保育園をつくって

いこうか、一応、もう募集されていると思うのです。それで、事業所のほうがやりたいということで

やってくるのでしょうけれども、いろいろな補助金のどこを使っていこうかというのは、都がいろいろ

決めているのに当てはめていくのだろうけれども、でも品川区として保育園をどういうふうに運営して

いこうかという形になってくると、どういう形態のものをつくっていくかというふうにつながっていく

わけです。それを考えると、どこでどういう選択の基準として考えて、どういう保育園をつくっていく

のかということを考えているのかということを、お聞きしたいと思います。 

 それから公設民営だと、あまりメリットはありませんということをお聞きしました。しかし今、品川

区は５園、公設民営をするということをしているわけです。そうすると、財政的なメリットというのは、

ほぼないというか、あまりないということであれば、なぜするのですかという話です。なぜ公設民営を

するのですか。何か、ここで将来の保育行政に関して、品川区はどう考えていくのだろうかということ

が非常に疑問なのです。いずれは、これを民間に売却という形にしていかなければ、財政的な負担とい

うのは軽減されないのです。いろいろ事業のプレス発表など見ましても、公設民営の中に、財政的な負

担ということを書かれてありますけれども、しかし、あまり変わらないのであれば、最終的には完全に

民間に売ってしまう、売却するというところも考えていかなければ、多分、財政的メリットはないだろ

うと感じるわけなのですけれども、そういう考えがあるのか。民営化というのがありますけれども、区

にとってのメリット、そして公立保育園がこれからどういう形になっていくのか。ある意味、公立保育

園のメリットというものはどういうところにあるのか。その辺を教えてください。 

○大澤保育支援課長  補助金の選択でございますが、新規開設園の場合は、認可保育園の開設に力を

入れておりますので、全ての補助金を活用しております。あとは、既存の園に関しましては、保育の質

の向上のために、宿舎の借り上げやキャリアアップ、保育士の処遇改善のための補助金を選んで使って
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いるというところでございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  区の民営化の基本方針というのがありまして、基本的には、まず５園、

委託という形で、公設民営化を行います。その後、実際に検証した後、その後のことは考えるというこ

とになっておりますので、今のところは、基本的なところは公設民営までは確かに変わりません。そこ

のところでありますけれども、あと民間でやれるところは民間でやるという国の方針もございますので、

まずは民の力を使って、それから後、保育園における、保育園の運営事業者における民の利点みたいな

ところを活かしていければというところで、まずは５園、公設民営化する予定でございます。 

○西本委員  来年度のプレス発表の中では、この民営化に対して、検証する、検討すると入っており

ました。この部分ですけれども、民間の活力をということはわからないではありません。しかし、公立

である意味とは何なのかということをまず考えていただきたいのです。公立でやるのは、メリットがな

かったら、それこそ民間に全部頼めばいいという話になってしまいます。私はそうではないと思ってお

ります。なので、公立だからこそできること。公立だからこそ、例えば小学校への接続部分については

スムーズにいけるなど、いろいろなことが考えられる。以前は、品川区の保育は全国１と言われている

ほど質も高かった。そういう意味で言うと、かなり保育園のニーズなどもいろいろ変わってきていると

思うのです。それを踏まえての、民営化のあり方についてのお考えをお聞かせください。 

○吉田保育施設調整担当課長  公立である意味というのは、確かに利用者からの信用性などが高い部

分がございます。 

○鈴木（真）委員長  次に、若林委員。 

○若林委員  ６９ページの知的障害者グループホーム使用料や障害者住宅使用料に関連して、在宅の

障害のある方も含めて、まちなかで、ヘルプマーク、赤字に白でハートマークとプラスマークがついて

いる、これは大変よく見かけるようになって、大分、流布しているのだと思っています。そこで、これ

は平成２８年ぐらいから、都から発信して、作成して、そのときは都から、少なくとも５００枚以上の

提供が品川区にもあって、窓口でも配布していただいた。このマークの、区窓口での頒布の今の現状に

ついてお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、６０ページの施設関係の使用料。施設の使用料をいただくには、区有施設の建物がしっか

り修繕、また維持、改修しなければいけないというところで、今般、初めて、令和２年度予算編成過程

の公表というのが、品川区のホームページに示されました。初めての試みというところで、そこは評価

していきたいと思っています。この中で、当初予算編成過程というのが公表されて、臨時的・政策的経

費の当初の要求、それから予算が、いわゆる案になった段階で５００万円以上の差額のあるものについ

て、いろいろ説明があるというところで、この中で特に目立ったのが、施設改修工事費精査というのが、

数えただけで、不正確ですけれども３０件以上あるというところです。これの、マイナス５００万円以

上の差額、マイナスが出たというところの要因を、これはいろいろな所管にまたがるので、一つ一つ、

款で聞こうとも思ったのですが、またそれはそれで時間がかかるので、ざくっと担当所管等で、どんな

要因か、パターンごとにお示しいただければ、説明をいただければと思います。また今後、今年度初め

て試みをした当初予算編成過程を、区民にどのように見せていくか、意思を伝えていくのか。また、ど

のような意味を持たせていくのか。これについてもお考えを、今後の改善という部分も含めて、お聞き

しておきたいと思います。 

 ３点目に、８９ページの感染症予防費については、昨日、委員会の冒頭で、新型コロナウイルス対応

に対する丁寧な説明がありました。今週中にも、ＰＣＲ検査の保険適用という、国の大きな流れがある
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と言われている中で、今後もこれに関連するような区の新たな対応については、しっかりと、質疑とい

うよりも、この中で説明をお願いしていきたいと思います。これは基礎的なところで、例えば過去にこ

のような感染症のようなもので、品川区で対策本部が立ち上がったことがあったかどうかということの

確認。それから、今回、区の対策本部が２月３日に立ち上がったわけですけれども、この本部の設置の

根拠について、また一連の区の対応についての根拠法令など、そういうところの基礎的なところをお聞

きしておきたいと思います。また、国でも今、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改定のお話も出

ておりますが、品川区でも当初から、新型インフルエンザ等対策行動計画というものがあります。今回

の新型コロナウイルスについて、区が今持っている新型インフルエンザ等対策行動計画と、本部の設置

など一連の対応について、何かこれを参考にされたのか、どうなのか。その辺を確認だけさせていただ

きたい。 

○松山障害者福祉課長  まず初めに私から、ヘルプマークの現状についてお答えいたします。 

 ヘルプマークは、委員ご指摘のとおり、東京都が発行しているもので、東京都に問い合わせたとこ

ろ、３０万個作成しているということだったのですが、配布先は、駅が主なところです。区内で言えば

五反田駅ということになりますので、区民の方にとっては、区役所に置いてほしいという要望はいただ

いております。ですが、ヘルプマークは障害に特化したマークではなくて、妊娠初期の方、助けを求め

られる、支援が必要な方向けというのがヘルプマークなので、区独自で、障害者福祉課といたしまして

は、障害に特化したヘルプカードという作成の予算を組んで、利用しやすいヘルプカードというものを

今後つくっていきたいと考えております。 

○品川財政課長  予算編成過程の公表についてでございます。これは基本的には、新公会計制度等の

導入などで国が昔から、昨今、夕張の事例といったあたりで、国からやはり地方の財政をもう少ししっ

かりやっていこうというところからの流れが、この趣旨になっております。今回初めて予算要求額、そ

れから予算案という形で公表させていただいておりまして、先ほど委員からご指摘がございました、工

事費の関係の精査というところの理由なのですけれども、これは査定の段階で、かなり広い意味で使っ

ているというところもありまして、例えば、主に改修工事などなのですけれども、やはり耐用年数など

がどれぐらいなのかとか、工事としてコストパフォーマンス的にやるべきなのかとか、そういった点を

考慮して、査定というところでやっているというところでの結果でございます。工事ですので、やはり、

かなりいろんな場所を、何というのですか、作業したりするところがありますし、あとは材料なども、

こういうものを使ったほうが安く済むのではないかとか、そういったところもいろいろやったり、そう

いった中で１つ、査定理由として出しているということでございます。 

 それから今後の方向性なのですけれども、今回、やはり区民に対して予算の透明性を図るという意味

で公表しているものですので、いろんな自治体もいろいろ見ながら、研究しながら、今後も区民にわか

りやすい予算編成をやっていきたい、伝えていきたいと思っております。 

○立川総務課長  新型インフルエンザ対策に関連した質問にお答えいたします。 

 まず、過去に対策本部等が立ち上げられたかということでございます。平成２１年に新型インフルエ

ンザ対策ということで対策本部を立ち上げているところでございます。それで、今回の本部の立ち上げ

の根拠でございますけれども、こちらは品川区新型インフルエンザ等対策本部条例というものと、品川

区新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則というものがございますので、こちらを準用いたしまし

て、品川区新型コロナウイルス感染症対策本部を今回立ち上げたところでございます。また、行動計画

等につきましては、新型インフルエンザ等対策行動計画が平成２６年３月に改正されてございますので、
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こちらを参考にいたしまして行動しているところでございます。 

○若林委員  ヘルプマークは、マークとカードを一体型にということで、我が会派からもたびたびご

提案させていただいたところで、大変にありがたい。最近もやはり駅に、五反田駅とありましたけれど、

比較的距離で近い方からのご相談でしたけれども、それでもやはり、こういう方は区に行く方が多いの

で、ぜひ区で気軽に受け取れるようにという要望をさせていただきます。 

○鈴木（真）委員長  次に、渡部委員。 

○渡部委員  ５０ページ、特別区税や、７９ページはコンビニ交付の辺の話と、１２１ページは受動

喫煙のところで聞いてまいりますが、特別区民税に関して言うと、確定申告がこのたび延長になって、

特別徴収などがかかっている方はいいのかと思うのですが、普通徴収がかかる方々の決算というの

が、３月１５日から４月１５日に延びるわけです。そうなった場合、例えば区民税の徴収事務があって、

納付書が払われて、１期目の、いつまでに入れてくださいというのが、たしか６月でした。その辺の流

れに変化が生じるのか、間に合うようにやるのかというのは、何でこれを聞くかというと、多分、そう

いうはがきが遅いのだから、また納付をおくらせろなどという話にもなりかねないので、先に打つ手は

打っておいたほうがいいのかなどと思いまして、事務手続きはどういうふうになるのか教えてください。

本当は国民健康保険も聞きたいのだけれど、国民健康保険のご担当もいれば教えてください。 

○伊東税務課長  このたび、確定申告の申告期限の延長ということで、国が方針を示して、まさに延

長されたというところでございます。区でも同じ時期に住民税の申告ということをやっているわけです

けれども、それに倣いまして、今、延長しようかというような思いでいるところでございます。委員ご

質問の確定申告の延長に伴ってのこちらの影響でございますけれども、どれだけの量がそっくり１か月

ずれるかというところがございますけれども、今、通常ですと、この時期に、確定申告が終わった後に

データをもらって、住民税に反映させるというような作業をするわけですけれども、それが１か月ずれ

るということで、こちらの作業時間が非常に制約を受けるというようなことを思っておるところでござ

います。量的な部分がまだ見えていないところでございますので、今のところ、何とか当初のスケ

ジュール、おくらせられる部分に関しては発布の部分までおくらせるということは考えるところですけ

れども、もう少し様子を見てからにしたいと思っています。それで、結果的に納期の延長というところ

でございますけれども、それについては今のところ、まだ考えていないというところで、限られた時間

の中で何とか対応していけるかというところで思っているところでございます。 

○池田国保医療年金課長  国民健康保険料の発布につきましては、まず区民税が決定した翌週という

ことでやっておりますので、区民税のほうが間に合い次第、できるという形をとりたいと思っておりま

す。 

○渡部委員  承知いたしました。何か、おくれる可能性はありそうです。やはりもう、１か月おくら

せられるという方針を国が出したわけだから、それに伴っておくれる可能性がある旨は、先にどこかで

周知したほうがいいと思います。まだ来ないというふうに、大体、遅ければ遅いほうがいいのだけど、

それでいて納付はちゃんと６月末にお願いしますなどと、それでまた懸垂幕が出て、何月何日までなど

ということが出て、「来たばかりで払えるか」みたいになってしまうから、あらかじめ言っておいて、

だけど納期は変わりませんというのは先に言っておいたほうがいいのかなどと、ちょっと心配していま

して、混乱を招かないように、ここは状況を見ながら進めていただければと思いますので、それぞれよ

ろしくお願いいたします。 

 ７９ページのところで、戸籍住民課のほうで、コンビニ交付が予算立てがされて、多分これは進んで
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きているから、実績の見合いで予算が立っていて、残念ながらマイナンバーの交付率も低いわけだから、

この程度なのかというところはいいのだけど、今度、戸籍もコンビニでというようなところになる中で、

今回、予算書を見ると、戸籍の部分はコンビニ交付などと切り分けて書いていないのだけど、実際、同

数ぐらいが戸籍においてもコンビニでとると考えていらっしゃるのか。それでもって、コンビニの場合、

値段がどういうふうになっていくのかなど、ちょっと表から見えなかったので、わかる段階の話を聞き

たいと思って、よろしくお願いします。 

○提坂戸籍住民課長  コンビニ交付の戸籍証明書の導入の件でございますが、来年度の末、２月ごろ

からスタートを予定しておりまして、ただいま、ほかの導入自治体、先行自治体の状況をいろいろ調査

している段階でございます。その中で、品川区に本籍を置かれている方というのは人口より若干少なく

て、約３７万人いらっしゃいます。その中で、住所も本籍も品川区の方、あと住所は品川区の外なのだ

けど本籍は品川区に置かれている方と、いろいろいらっしゃいまして、それによっても、ほかの自治体

で、区民で本籍の方は出すけれど、区民ではなくて本籍だけ置かれている方は、納税者ではないという

ことからかお出ししていないとか、さまざまなケースで、その辺はいろいろ課題がございます。あと手

数料についても、住民票や印鑑証明については、窓口で交付するときよりも１００円安く設定しており

ますが、戸籍の場合、住民票と違って、戸籍を編成するときのいろいろな手間が、紙の戸籍の時代にか

かっておりまして、手数料は今、現戸籍は原則４５０円なのですが、それをやはり１００円下げるべき

なのか、そのままなのかと、いろいろ課題がありますので、今回、件数までは計上してございません。

そういう状況でございます。 

○渡部委員  そうなのです。これは自治体によって違うから、どういうふうになるのだろうと非常に

興味があって、ちょっと見えなかったので。では、まだこれから検討してということなのでしょうから、

区民の方々にとって使い勝手がいいもの。確かに、戸籍があって、住民票があってというのが、やはり

区内にあればできるけれどという。住民票がなくて戸籍だけこっちにあって、では地方からとれる仕組

みなのかどうなのかというのは、ある程度、いろんな自治体が全て統一的にやっていかないと、仕組み

としてはうまく回っていかないのかと思っていたところでございます。手数料の問題などもこれから検

討だと思うのですが、また時期を見ましてご報告を賜れればと思います。利便性が高くなるように努め

ていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 それと、受動喫煙に関してなのですけれど、健康課の所管のところでお伺いするのですが、区内にあ

る各飲食店などに、それぞれステッカーがもう送付されたと思います。いろいろ都の条例を読み解いて

いっても、果たしてどうなのか、こうなのかというのが、なかなかわかりづらいというご相談の中で、

ご家族で経営されている方は喫煙していいですと。だけれども、喫煙したら、これがまた今度は、家族

連れは門前払いになってしまうなど、いろんなケースがあって、それでもって、罰金というのが科せら

れるようになっています。 

 それで幾つかお伺いしたかったのが、ステッカーは全て一応、配布は一旦は終わっているという確認

がまず１点です。それと、さまざまなご相談の中で、ある程度、明確なお答えができているのか。１つ

は、喫煙ができる飲食店だとします。お父さん、お母さんといいましょうか、同居のご家族で経営をさ

れていて、喫煙ができるとします。そうした場合、店の責務で家族連れの入店を断るのか。実は、東京

都の条例を読み解くと、保護者の責務というところになって、喫煙が可能な場所に、要するに未成年者

を連れていってはいけないみたいになっているところがあるのだけど、店側というのは断りづらい。そ

の中で、では保護者に対して罰金というのが、罰則が求められている中で、実際、そういう制度になる
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のか。それで実際、当然、ある程度、何と言ったらいいのでしょう、パトロールというよりも通報など

で連絡があって動いて、何回か注意をして罰金になっていくのかと思うのだけど、その罰金というのは

東京都の福祉保健局がやることなのか、品川区がやることなのか、その辺もあわせてお聞かせください。 

○髙山健康課長  受動喫煙にかかわりますご質問を２点いただきました。１点目のステッカーの配布

という点に関しますと、１月の末に区内の飲食店に全て一旦お送りいたしまして、４月から全面施行と

なります改正健康増進法と、そして東京都の受動喫煙防止条例についての周知を行ったところでござい

ます。新年度の話となりますが、令和２年度においては、そのステッカーが入り口付近に張られている

かどうかということを、改めて全店確認させていただくところでございます。 

 そして、２点目のご質問にございました、誰の責任において未成年者の受動喫煙を防止していくかと

いう点に関して申しますと、まず先ほど申しましたステッカーを入り口付近に掲出していただくことで、

保護者の合理的な選択の中で、この店はたばこが吸えるお店、そして吸えないお店ということをご判断

いただいて、お店を選択いただくといったことによって、未然に、受動喫煙となることがないようにと

いうことで、そのような目的のもと、ステッカーの掲出をお願いしているところでございます。 

 そして、３点目になるかと思いますが、指導の段階的な部分で申しますと、実は、いきなり過料を取

るということではなく、区の職員が実際、店舗に出向きまして、指導・助言といったところからまずス

タートさせていただきます。そこで粘り強く助言をさせていただいた後に、なお対応が見られないとい

うことであれば、勧告、公表、命令というような形で、段階的に進んでいきます。その上で、さらに店

舗側に改善が見られないということであれば、過料ということで取らせていただきますが、こちらの徴

収については東京都の一般事務ということになっております。 

○渡部委員  １点、一連の流れの中ですごく気になったのが、たばこが吸えるお店がありますと。だ

けれども、ではそこは、わかりやすく言うと大体、まち中華みたいな店なのです。それで、家族連れで

来ることもあるのだけど。では、その家族連れの人が、今どきですから、小さいお子さんがいるような

人はもうたばこなど吸わないのでしょうけれど、例えば店に入るときに押し問答になる可能性が実はあ

るかと思ったのです。これは、少なくとも条例を読んでいる中では、店の責任ではなくて保護者の責任

になっているのです。だから、例えば、何というのですか、品川区などでも、保護者の責務と言ったら

おかしいのですけど、そういう形の告知というのは、要するに、喫煙可能な店に２０歳未満の方が同伴

されて入ることはできませんというような、何かアナウンスをどこかでできないかと思うのですけれど、

いかがでしょう。 

○髙山健康課長  そういう点で申しますと、新年度から法律、条例の全面施行となりますので、これ

を粘り強く周知・広報していく必要性というのは感じているところでございます。委員ご提案の広報は、

現在のところも、ホームページなどを活用して、またリーフレットなども活用しつつ、周知を図ってい

るところではございますが、こうした法令の趣旨が徹底されるよう、さらなるＰＲに努めてまいります。 

○鈴木（真）委員長  次に、本多委員。 

○本多委員  １４７ページ、競馬組合配分金、５億２,６１４万８,０００円と、対前年より増額して

おります。品川区としてどう捉えているのかお知らせください。それと１５３ページ、同じく競馬組合

株式配当配分金なのですが、こちらは対前年と同じ６３９万３,０００円ということで、同額でもいい

のですけれども、その辺の見通しというものを教えてください。こちらは、２３区のうち品川区をはじ

め２０区が、同じ数の株を所有しておりまして、３区だけが若干、数が少ないのですけれども、その辺、

対前年と同じでもいいのですが、何というのですか、リスクマネジメントも伴うのですから同額でいい
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のですけれども、その辺の見通しというものを、区としての歳入というところでお聞かせください。 

○立川総務課長  まず、競馬組合配分金についてご説明いたします。５億２,６００万円の内訳でご

ざいますが、まず、競馬場所在ということで３億円の配分がございます。それから大きいところで、こ

れは２３区共通でございますが、特別区配分金ということで、昨年は１億５,０００万円だったものが、

今回は２億円ということでございます。それから、いわゆる場外の発売場というものがありますので、

そちらは若干減っているのですけれども、差し引き４,７００万円ほどプラスになっているというもの

でございます。 

○立木経理課長  競馬組合の株式配当配分金のほうでございますけれども、こちらは、区が１５

万９,８３２株、競馬組合の株式を持ってございます。こちらの１株当たりに対しまして２０円の配当

金があるというところで、年２回の配当ということで、こちらの金額を計上させていただいているとこ

ろです。配当金に関しましては成績等によりますので、その都度変動するというところでございます。 

○本多委員  特別区競馬組合、令和２年度の大井競馬事業計画を見ました。直接２３区ではなくて、

組合の実施することなのですけれども、３つの柱が書かれておりまして、１つ目には、７０周年事業を

契機とした魅力の伝達、場内活性化の推進、２つ目に北海道競馬との連携、３つ目に東京２０２０大会

を契機としたインバウンド観光客の来場とあります。 

 それで、昨年の年末１２月２９日に開催されました東京大賞典、入場者が４万７,０００人に上りま

した。１日の売得金額は９２億５,８５３万円余を記録しまして、地方競馬１日当たりの売得レコード

になりました。メインレースの東京大賞典１レースだけを見ましても、売得金額５６億６２７万円余と

いうことで、こちらも地方競馬１レース当たりの売り上げレコードになりました。今年も同じく１２

月２９日の開催予定ということで、昨年同様の来場者を願うところです。これだけの実績や環境、何と

いっても、本場区、品川区として、あらゆる角度から参画できないものか。事業と言うと大げさになっ

てしまうかもしれませんが、何かしら、品川区という立場からは、大井競馬場の運営が１年を通して成

功裏にいくことを願いますけれども、本場区の品川区として、この１日だけをターゲットに、何かつな

げる発想というものがないか、お聞かせください。 

○立川総務課長  ちょっと現状をご説明させていただきたいのですけれども、まず品川区と大井競馬

の関係で、２３区全体としましては、特別区共同事業として実施しているというところでございますの

で、１１月に東京メトロポリタンウィークというのを開催しまして、そのときに、品川区にちなんだ

レースとして、品川かえで賞というのを開催させているところでございます。また１２月は、スマイル

シティ・しながわデーとしまして、これは品川区に特化したレースを、１２レース中１０レースについ

て、品川区という名称を入れまして実施しておりまして、このときに、品川区長賞、スマイルシティ・

品川賞というレースも実施しているところでございます。 

 今、委員から、東京大賞典に特化して何かできないかということでございます。特別区競馬組合とも

相談しまして、この日に品川区をアピールするレースが開催できるかどうかというのは検討していきた

いと考えているところでございます。 

○本多委員  これまでのスマイルシティ・品川賞をはじめ、いろいろなレースを、さらに充実してい

ただきたいと思います。４万７,０００人を超える催しというのが、オリンピックを除いて、１年を通

して、区内でほかにありますか。ないと思うのです。令和２年は、９６日から３日増えて９９日になる

から、もちろん競馬のレースも増やすことも考えられるかもしれませんが、何かもっと、品川区が進め

る上で新しい視点で、この１日をターゲットにできないかと思いました。 



－72－ 

 例えば以前、ギネスブックに挑戦するような催しも区でやりましたけれど、これを大井競馬場でやる

とか。同じように、区長賞の冠をもっと拡大してＰＲするのも大事だと思いますし、この４

万７,０００人というのは本当にないと思うのです。品川区内にこれだけの多くの方が。それで、今年

の年末もまさにそうなることを願って、何かその辺に対する考え、組合の財産を借りるとか、手続きな

どはあるのはもちろんわかりますけれども、何といっても本場区ですので、この点は何か本当に、今年、

期待したいと思いますが、最後に一言いただいて終わります。 

○立川総務課長  今ご指摘いただいた、ご提案いただいた件につきましては、特別区競馬組合、また

観光所管とも相談いたしまして、何かできないかということは検討を進めてまいりたいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、高橋しんじ委員。 

○高橋（し）委員  １３２ページの都委託金、都知事選挙費、１５３ページ、諸収入、雑入です。 

 まずは、都委託金の都知事選挙費は、いつも期日前投票をアトレでやっているのですが、現在わかる

ところで結構ですので、今回もそういった予定はどうでしょうか。また、ほかの商業施設に拡大開設の

予定、あるいは働きかけなどはどうでしょうか。お尋ねします。 

 そして１５３ページの諸収入、雑入ですが、品川産業支援交流施設運営収入で６,７００万円ありま

すが、お尋ねするのは健康センターについてです。健康センターも還元金があるのですが、前にも

ちょっとお話ししたのですが、歳入のどこにも出てこない、そして決算書にも出てこないです。歳出に

は、指定管理者運営委託で１億６００万円、利用料金収入見込みが２億２,０００万円余りということ

になっております。先ほどの品川産業支援交流施設運営収入は還元金で決算にも出てくるのですが、そ

の点、どちらに入っているのでしょうかということと、もしわかれば近年３年分の還元金の金額をお願

いします。これは、健康センターの指定管理者は非常に企業努力をして、利用者数も増え、利用料金も

増えて、指定管理者制度として成功している、成果が出ていると思います。モニタリングでも評価され

ていますので、その点に関してではなく還元金について、今回はいろいろお聞きしたいと思います。 

○秋山選挙管理委員会事務局長  都知事選の期日前投票所でございます。今回の都知事選もアトレ側

と交渉しておりまして、やる予定で今、準備をしているところでございます。 

 それから他の商業施設への拡大ということでございますけれども、品川区は今、１４カ所の期日前投

票所がございまして、比べる必要はないのかもしれませんけれども、２３区の中では比較的、期日前投

票所の数としては多いほうで、期日前投票所当たりの人口というのも低いほうだと思っております。そ

れから、なかなか商業施設ですと、広さの確保、それから時期が、任期満了の時期はわかるのですけれ

ども、突然の辞任、解散等ございますので、そういう形で、なかなか商業施設側の合意が得られないと

いうこともありまして、当面はアトレという形で、他の商業施設については、今のところ検討はしてい

ないということでございます。 

○髙山健康課長  私からは、健康センターの指定管理の還元金のお尋ねについてお答えいたします。 

 まず記載ページといたしましては、１５５ページの２８節の雑入の中の、「処分自転車等売却費等」

の「等」の中に入っておりまして、文字・活字として予算書には出てきておりません。 

 それから過去３年間の還元金という点で申しますと、平成２８年度の数値で申しますと１,０６９

万６,４８８円、平成２９年度が１,２３６万４,９０２円、そして平成３０年度が１,１８１

万４,６６４円となっております。 

○高橋（し）委員  期日前投票は、アトレでは実施するということで、なかなかほかの商業施設は条

件が厳しいかもしれませんが、ぜひ、もう一つ何とか、地域的に、駅のそばであればいいですし、ほか
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のところも何とか開いていけるような形が望ましいかと思いますが、それは要望します。 

 健康センターのほうですが、雑入の雑入になるという認識でよろしいのでしょうか。金額が金額です

から、やはり先ほどの産業支援交流施設のような形ではっきりと出るような、何というのでしょうか、

節の区分をつくっていただけるとありがたいと思うのが１つ。それは要望します。予算書の記載の仕方

です。 

 還元金の算出方法ですか、今、１,０００万円余、多いときは２,０００万円近くというお話があった

のですが、その算出方法についてなのですが、ルールが決まっていて、それについては利用料から基準

額を引いて、それを引き算した金額の２割が区に還元金となると、平成３０年で言えば、２

億２,６００万余の利用料金があり、基準額１億６,７００万円を引いて約６,０００万円。その２割と

いうことで、約１,２００万円が入るという形です。そのほかに指定管理料は１億円ぐらいで契約して

いますということで、まずは基準額がずっと１億６,７００万円、つまり引き算する基準額が変わらな

いということです。それが、おそらく指定管理を始めたときから変わっていないと思います。その数字

を決めた根拠と、変わらない理由、それから還元金の差し引きの２割というのを決めた根拠と、変更を

なぜ行ってきていないかということです。大まかに言うと、この指定管理者は、利用料から約２億円入

り、そして指定管理料は１億円入っているということになります。区の財源確保の観点から、非常に収

入源としては貴重なものになります。少しでも増やす努力が必要だと考えますが、以上の点、いかがで

しょうか。 

○髙山健康課長  ３点のご質問かと思います。１点目の、金額の算出ということで、こちらは５年間

の指定管理期間においては、一定の金額ということで設定させていただいております。ちなみに申しま

すと、平成３１年度から始まりました第３期におきましては、収入の見込み額は、さまざまな、消費税

の増などの要素も踏まえまして、こちらの金額は引き上げを図っております。 

 それから２点目の、２割の考え方でございますが、これはもう指定管理を導入した平成２１年当時か

ら、当時の考え方として、まず２割という思想に立っております。そして、まず基本の協定書とは別に、

年度の協定書を締結しているのですが、この中でも、特段、割合については決めてはいないのですが、

最終的に、年度が終わった段階での精算の協定の段階で、この２割というものが出てきたということで、

これについては、やはり受託されている指定管理者の側からすれば、一定程度、２割ほど区へ還元して、

残る８割が収入として手元に残るということは、ある程度期待しつつ運営を担っていただいているとい

うところがありますので、ここにおいては、特段双方において不満がないという中で、２割というもの

について踏襲しているところでございます。 

 それから、今後増やす見込みという点で申しますと、やはりこの間、消費税などが２度ほど改定され

ていまして、やはり利用料収入なども含めて、さまざま検討した上で、区としても税外収入として、安

定的にこの還元金を使っていきたいという考えもございますので、それは運営をしていく中で、課題と

して受けとめておるところでございます。 

○高橋（し）委員  今、何を引き上げたのか、ちょっとわからなかったので、もう一度お願いします。 

○髙山健康課長  説明が不十分で申しわけございませんでした。利用料の収入の見込み額ということ

で、利用料の収入、例えば、コース型の利用であるとか、あるいはフリー利用、そしてお部屋を貸した

ときの収入など、さまざま足し上げて、おおむね年間で収入が確実に入ってくるだろうという、基本的

な収入の見込み額というものを引き上げたというところでございます。 

○高橋（し）委員  そうすると、基本的に還元金に関しては、その割り当て算出方法は変わらず、
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入ってくるのはなかなか今までどおりというところですが、これは年度協定の中でも変えていくべきだ

と思います。全体として財政当局としては、こういった金額が変わっていかないことについてどう思わ

れますか。 

○品川財政課長  歳入面のお話になると思います。基本的に、当初決めた割合で、今は２０％という

ことで進んでいるということで、またこれは歳入等、いろいろ動きを見ながら検討していきたいとは

思っておりますが、当面はこのままでいくという考えで思っております。 

○鈴木（真）委員長  次に、須貝委員。 

○須貝委員  私は、８９ページ、感染症予防費についてお聞きしたいと思います。その中で、保育園、

すまいるスクール、学校施設についてもお聞きしたいと思います。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するために、政府による小・中・高校の一斉休校の要請で、

品川区は公立小・中学校の休校を決めました。その理由について教えてください。 

○有馬庶務課長  小・中学校の休校の理由でございますが、２月２７日の夕方に、総理大臣から休校

の要請ということがございまして、翌２８日の日に、東京都から文部科学省の通知を添えた文書が来ま

した。まず東京都の文書というのは、都立高校が３月２日から休校をやりますというようなことでの通

知でした。そのときに、あわせて臨時休校について要請するという国の文書が来たということに鑑みて、

翌２８日の早朝から教育委員会で検討して、３月２日、ある程度、学校に指示をして、その後やはり休

校にしたほうがいいだろうということで決定していったということでの流れでございます。 

 理由につきましては、ここ一、二週間が１つの山場だというようなことで、ここで感染を広げていか

ないほうがいいという、強い国の姿勢も見られましたので、東京都もそれに追随した形でしたので、区

としてもそういう形の方針に乗っていこうということでございます。 

○須貝委員  今のお話ですと、ここ一、二週間が山だと。それで、学校はこういうふうに休校にしま

した。でも、普通に考えたら保育園のほうが、もっと濃厚接触をやり、あと飛沫の感染の拡大というこ

とを考えたら、こっちのほうがよほど大変だと思います。これについて、保育課のご見解をお聞かせく

ださい。 

○佐藤保育課長  保育園の開園状況でございますが、まず保育園は、法令に定められまして、日中保

育を必要とする児童をお預かりする施設でございまして、また今般、厚生労働省からも確認という意味

で、保育所については、保護者が働いており、家に１人でいることができない年齢の子どもが利用する

ものであることから、学校等と異なるので、感染の予防に留意して開所を引き続きお願いしますという

通知も来ておりますので、それに基づいて開所しているところでございます。 

○須貝委員  小さなお子さんが、どうやって身を守るか。それで、一人ひとりを小人数の保育士が見

て、実際に注意できるのかと考えたら、私は難しいと思うのです。それは、わかります。預けるところ

がない。やはり今、保護者の方がご夫婦で共働きもしている。それから、ひとり親の家庭もいらっしゃ

るでしょう。一生懸命働くために、やはり預ける。これは、社会として１つの使命だと思います。でも、

そうしたら学校も同じではないですか。そして、今、一部、すまいるスクールが朝からやっています。

それで、今、お聞きしますけれど、テレビ、映像などを見たら、保育園でも小さなお子さんはじゃれ

合って、それこそ濃厚接触。それで、目の前で、もうほんのすぐそばで、大声で話し合って、「２ｍ離

れろ」、そんなことはできません。実際そういう状況でしょう。それについてご見解をお聞かせくださ

い。 

○佐藤保育課長  日中の保育園での児童等の保育に関しましては、委員がご指摘のような状況で保育
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をしておりますが、かねてから、感染症の今回の件が出る前からも、手洗い・うがいの徹底と、保育室

内での消毒の徹底をしておりますので、区といたしましては、保育園でできる限りのことをして、お子

さんを精いっぱいお預かりしているところでございます。 

○須貝委員  私は、学校も同じだと思うのです。子どもたちが、やはり今回、不安に思う。親も不安

に思う。それで、やはり一番、子どもたちがかわいそうだと私は思うのです。特に子どもたちの目から

見たら、子どもたちの模範となる大人の報道を見て、毎日、ラッシュアワーの鉄道やバスに乗って、働

いているわけです。通勤しているわけです。これのほうがよほど閉鎖空間で、濃厚接触や飛沫拡散が強

いと言われている。よほど危険なのに、こっちはとめないで、そのまま皆さん大人がやっているのです。

大人は子どもの見本にならなければいけないのでしょう。それで、大人がやっていて、小学生の皆さん、

中学生の皆さん、学校は行かないでください。家にいてください。これは何かおかしくありませんか。

ご見解をお聞かせください。 

○大関教育総合支援センター長  さまざまな反応があろうかとは思います。 

 まず学校につきましては、やはり隣に子どもも座っている１つの教室に、マックスで４０名の児童・

生徒が空間に入っている状況は、今言われている１ｍ、手の届く範囲で接触という、非常に危険な状況

があろうかという部分も、判断の一つとして考えた中で、まずは国が全校、まずはこの２週間、特に大

事な時期であることから、春休みまで臨時休業という部分を求めたところに対して、まず学校の臨時休

業というものを、苦渋の選択でございますが、区としても、子どもたちの安全を第一に判断させていた

だいたというのが、教育委員会の見解でございます。 

○須貝委員  学校は休校してもいいでしょう。でも、学校に行かせて、預かっていいのではないです

か。今、すまいるスクールも、いや、狭いすまいるスクールの教室だけでは、とてもではないけど濃厚

接触がある。非常に危険だということで、体育館から、ほかのいろんな部屋を貸し出す。それは、子ど

もたちを、できるだけ接触させないように、広い場所に持っていくということをやるからでしょう。

だったら、学校もそういうふうにやればいいのではないですか。今、日本全国で、３月２日時点ですけ

れど、１９の自治体が、当面は小・中学校を休校せずに通常どおりやっています。どれだけ親が助かる

かわかりません。それから、中小零細企業が日本は多いです。やはり人手不足なのです。この方たちが

家にいて子どもを見なくてはいけない。その大変さはわかるじゃないですか。どれだけ大変なのか。会

社に行けないとなれば、会社をやめざるを得ないのです。中小企業は大企業と違って、人手が余ってい

るわけではない。テレワークができるわけではない。やはり、そういうところを考えないといけないの

ではないかと思うのですが、もう一度、ご見解をお聞かせください。それで、このような実態のある中

で、特に保護者の中には、看護師、保育士、介護士、幼稚園の教諭そして学校の先生などがいます。こ

の方々は、人命救護や福祉や教育を支えている方なので、それぞれの職から離れなくてはいけない。家

に戻らなくてはいけないということは、休むということは、社会にとって大きな損失ではないのですか。

その辺についてご見解をお聞かせください。 

○大関教育総合支援センター長  都内の各学校については、全校休校という形をまず原則はとってい

ると、我々も把握してございます。また、日本全国で見ましたら、さまざま状況も違いますので、それ

ぞれの自治体の判断があったのかと考えております。やはり、まずは子どもたちの安全第一という判断

で、今回は休校、臨時休業という形をとらせていただいております。なお、本区においては、すまいる

スクールがございますので、今、委員がご心配いただいたような、就労という部分の、どうしても自

分１人では留守番が難しい児童等につきましては、対応しているところでございます。これは、区全体
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で、関係各課協力のもと、進んでいると認識しております。 

○須貝委員  政府は、不要不急の外出は控えてください。もちろん学校から子どもたちに言っており

ます。でも、昨日テレビの報道によると、中学生、高校生が、休みなので、友人たちと一緒に外出して

いる。そして、カラオケやゲームセンターにも行っている。こういう話まで出ているのです。というこ

とは、これは教育を放棄したということになってしまうじゃないですか。そうやって子どもたち、あな

た方は自分で家にいなさい。みんなスマホでやりとりして、出ていってしまいます。それが現実ではな

いですか。そういうことまで考えて、しっかり子どもの面倒を見るということを、私は考えなくてはい

けないと思います。 

 そして、中学生も該当すると思いますが、小学生や幼児ですが、ご兄弟がいるお子さんもいますが、

現実、ひとりっ子の子も大変多いです。学校は休み、習い事も休み、伸び伸び遊べる場所やサークル活

動も休みのため、保護者が仕事で留守にする場合は、子どもたちだけで、自宅でかなり長い時間を、大

人がいない中で過ごしているというのが現状です。ここでお聞きします。もし、いつ起こるかわからな

い大地震や、火災などいつ起こるかわからないです。そういう場合、子どもたちは、みずからの判断で

逃げられますか。そして大丈夫だと言えますか。防犯上、子どもたちだけしかいないお宅は危ないと警

察も言っているのです。ちゃんと預けるところがあれば、保護者も安心して働けるのではないですか。

ここに危機管理担当部長がいらっしゃいます。大地震や火災があったときに、どうするのですか。いや、

みんな自宅で待機してください。本当に誰が責任をとるのですか。ご見解をお聞かせください。 

○大関教育総合支援センター長  子どもたちには日常から、何かが起きたとき、非常事態、発災が

あったときにも、それこそ１年生の段階から市民科の中で、まずは自分の安全は自分で守るという指導

を重ねているところでございます。それと、また何か１人で留守番しているときにおいて不安のないよ

うに、例えば、まもるっちも貸与されていたり、さまざまな、できる限りの努力はしているところでご

ざいます。 

○須貝委員  今、１年生からとおっしゃいました。そんなことできますか。親はいないのです。たし

か四年生、五年生の子でも、火災が起きたら逃げてしまって、そして火災に巻き込まれてしまって、逃

げるといっても、外に逃げられなかったのです。そういうことまである。子どもたちが自分で判断して、

きちんとした危険から守るような行動がとれると思いますか。そんなことは難しいでしょう。もう一度

ご見解をお聞かせください。まして、防災課は何で私の問いに答えないのですか。危機管理担当部長で

しょう。責任を持つべきではないですか。お答えください。 

○立川総務課長  今回、国の強い要請ということで、学校は休業、休校となっているというところで

ございます。国としましても、さまざまな不具合についてはフォローするといった姿勢であります。ま

た、春休み・夏休み等の長期休業中の対応に準じた対応を今回していると考えておりますので、その辺

は、通常の春休み・夏休みの対応を各ご家庭等でしていただくということが重要なのかと考えていると

ころでございます。 

○須貝委員  これは通常ですか。普通は、春休みでも夏休みでも、塾もやっている。習い事もやって

いるのです。普通、どこかに行って、プールでもやっています。みんな、サークルだって、子どもたち

に向けにやっているでしょう。どこに行っても何もできないのです。だから子どもはどうするのですか。

部屋の中にいるしかない。それでいいのですか。もう一度お答えください。 

○立川総務課長  今回、安倍首相も、国民の協力が欠かせないということで、保護者、学校、企業等

を支援するといった施策を打ち出しておりますので、ご理解いただきたいと思います。 
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○須貝委員  やはり子どもの命と健康というのは、私は最優先に考えてほしい。そちらで見る目も確

かに一理あります。でも、いざというときには、やはり子どもの命、健康は守ってほしいと思います。 

○鈴木（真）委員長  次に、鈴木ひろ子委員。 

○鈴木（ひ）委員  私からは、５０ページの区民税と、それから７３ページの障害児者総合支援施設

の使用料について伺いたいと思います。 

 まず障害児者総合支援施設の使用料なのですが、１００回となっていますけれども、障害者団体など

が利用免除になっているので、これから多くの方が、この施設を利用されることになると思います。私

もこの間、障害者団体主催の学習会と講演会に、２回参加させていただきました。そのときに、地下に

あります多目的室の構造上、使い勝手の悪さと防災上大丈夫かという思いがした点がありましたので、

その点について伺いたいと思います。 

 この地下の多目的室なのですが、１列が数十席、数十人がかけられる椅子席があって、一方からしか

出入りができないという仕組みになっているのです。それなので、奥が空いていても、なかなか奥まで

行くのも大変で、椅子をまたぐなどして座ったりしていたのですけれど、それで一回入ったら出ること

もなかなかできないという状況がありまして、避難するにも課題があるのではないかというところで、

参加された方々からも、多くの方が、何とかしないとだめなのではないかと言われていたのですけれど、

その点について区の認識はいかがでしょうかというところです。 

 それから、入り口も前からしか入れなくて、後ろからの入り口が全くないので、二方向避難という点

で確保されているのか。この点についてもちょっと心配だったので、お聞かせいただきたいと思います。 

○築山障害者施策推進担当課長  まず、障害者総合支援施設、地下１階の多目的室のことについてご

説明をさせていただきます。 

 多目的室につきましては、通常は、ひな壇型の椅子がございますが、これが閉まった状態になってお

ります。ホールのような形になっておりまして、体操等で利用できる形が通常の形となっております。

ただ、講演会や映画祭の際は自動でひな壇が設置されるようになっております。委員のご指摘の部分に

つきましては、建物の北側にひな壇の階段を上っていく段がございます。そちらが、前を通っていかな

ければいけないので使い勝手が悪いというご指摘かと思います。ただ、こちらにつきましては、南側に

ひな壇の階段を設置した場合ですが、そうした場合、南側の壁に出入り口がございますので、そこにす

き間が生じてしまいます。そうしますと、南側のひな壇の階段等を利用するとなりますと、すき間等か

らの落下の可能性がありますので、安全に配慮しまして北側に階段を設定したというつくりとなってお

ります。 

 ２点目の安全面というところについてですが、多目的室の出入り口は全部で４カ所ございます。ひな

壇を用いて使用した場合は、１カ所、出入り口が使用できなくなりますが、残り３カ所の出入り口がご

ざいますので、避難経路等は確保されております。 

○鈴木（ひ）委員  安全上というところかもしれないのですけれど、本当に片方からしか、長いとこ

ろを行き来ができないという状況なので、両方側から、途中でトイレに行きたいとか、途中で抜けて帰

りたいなどというときも、すごく大変な状況なのです。それなので、二方向避難というのも、多分、会

場の中で、入り口の近くの口が幾つかあるというところで、後ろのほうにはないわけなのです。そうな

ると、同じ方向で避難していくということで、それを二方向避難と言えるのかという思いがしたのです

けれど、そういう点では、何とか構造上、難しいのかもしれないのですけれども、使い勝手のよさと、

安全な施設の確保というところで、工夫ができないかどうか、ぜひご検討いただきたいということで、
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要望しておきたいと思います。 

 もう一つ質問がありますので、次に移りたいと思います。次に、区民税について伺いたいと思います。

区民税を計算するに当たり、さまざまな控除があると思うのですけれど、今回、障害者控除について伺

いたいと思います。障害者控除を受けている方がどれぐらいいるのか。一般障害者控除、特別障害者控

除それから同居特別障害者控除、それぞれ何人なのかということについて、まずお聞かせください。 

○伊東税務課長  控除の数字ということでございます。障害者控除ということでございますけれども、

平成３１年度、令和元年の当初の数字で申し上げますと、いわゆる普通というか一般というところで

は、２,７４９人です。特別障害者控除というところでは、２,３２２人。それで、今の２,３２２人の

うち７６９名が同居特別障害者控除ということで、データがあるところでございます。これにつきまし

ては、障害者控除を受けた納税義務者の数字ということで、障害者の実人数ではないというところだけ

は、ご注意いただければと思います。 

○鈴木（ひ）委員  一般と特別を合わせると５,０７１人ということで、障害者手帳を受けている方

が、身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳を合わせて１万３,５００人程度なのです。

大体、その３７％ぐらいの方が障害者控除を受けられているということになると思うのですけれど、今

回私が質問したいのは、障害者手帳を持っていなくても障害者に準ずるということで、介護認定を受け

ている方が障害者控除を受けることができる、障害者控除対象者認定書について伺いたいと思うのです。

それで、この対象にしている要介護度と、それから認定書の発行数についてお聞かせいただきたいと思

います。この制度についての周知をどういうふうにしているのかについてもお聞かせください。 

○寺嶋高齢者福祉課長  ６５歳以上で障害者と同等とみなされる方について、障害者控除の対象とな

るという制度でございます。まず、普通の障害者控除の対象は、品川区の場合は要介護３以上、特別障

害者控除の対象は要介護４以上、これは各福祉事務所長の判断ということで、全国統一の基準ではあり

ませんが、品川区の場合はこのような基準を設けているところでございます。 

 それから件数としましては、昨年度、平成３０年度は１４６件の申請をお受けしております。今年度

はまだ年度途中なのですが、２月の頭に１度、集計をとった数字がありまして、年度途中ですが９６件

となっております。 

 周知ですけれども、まず、これは税制度の問題なので、税務署のパンフレット、それから品川区の税

務課で発行しているパンフレットに、この内容が記載されております。それから、見逃すということも

当然あろうかと思いますので、品川区の場合は介護保険のホームページでもこの内容を周知しておりま

す。 

○鈴木（ひ）委員  品川区の介護保険の運営状況を見ますと、要介護３から５の方が合計

で４,６１０人いるのです。そんな中で１４６人というのは、すごく少ないのではないかと私は思うの

です。介護保険料から見ると、本人が住民税課税者というのは４８％、また本人非課税だけれども世帯

課税というものまで入れると６７％。この方も、障害者扶養控除という形でもとれると思いますので、

そうすると、二、三千人という方が、この対象になるのではないかと思うのですが、１４６人というの

は、私は発行が少ないと思うのです。というのも、この制度そのものを知らないために、制度を使えな

いという状況があるのではないかと私は思うのです。ぜひとも周知の工夫をしていただきたいと思いま

す。障害者の場合、手帳を取得したときに、「障害者福祉のしおり」というのを、全手帳の取得した方

にお配りして、そのときに、税金の仕組みも含めて、障害者控除がとれますということも含めて、窓口

で全部説明されているということなのです。だけど、介護認定を受けている方については、控除が受け
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られるということの説明が、どこでもされていないと思うのです。 

 ご案内のチラシもないのです。こういうものがあるので、どうぞ受けてくださいというチラシもない

のです。そういうことなので、私はぜひ、まず、このチラシをつくっていただきたい。このチラシをつ

くっている区も何区かあるのですけれど、ぜひ品川区でもご案内のチラシをつくっていただきたいと思

うのですけれど、いかがでしょうか。それから、どういうふうにしたら、介護認定を受けている方が、

この方がこの控除を受けられますということが周知されるかと考えたときに、認定書、認定を受けたと

きに、こういう制度がありますという周知をぜひしていただきたいと私は思うのですけれど、その点に

ついてもお聞かせください。 

○寺嶋高齢者福祉課長  まず、対象となり得る方の人数。委員から、２,０００人から３,０００人と

いうお話でしたけれども、これはなかなか実数をつかむのが難しいのですが、私のほうで把握している

推計としては、約１,９００人程度が、まず対象となり得る人数であろうということですけれども、実

際にこの中には、６５歳以上で既に障害者手帳をお持ちの方が含まれております。６５歳以上で障害者

手帳をお持ちの方は大体６,０００人ぐらいいらっしゃいますので、クロス集計なので正確な数字は出

ませんが、この１,９００人のうち、かなりの人数の方が障害者手帳を既にお持ちで、そもそもの対象

者となっているということが１つ言えると思います。 

 それから周知に関しましては、今までも介護保険のパンフレットに記載するという方法もそれぞれ考

えたのですけれども、やはり本題の介護保険制度の案内がメインになっておりまして、入れる情報に関

してはかなり精査して入れないと、本来お伝えしたいことが伝えられなくなるといったことも当然考え

られますので、今まではなかなか紙面の都合で載せることができなかったのですけれども、来年度につ

きましては紙面を工夫しまして、この制度の案内自体は記載できるように、もう既に準備が進められて

おりますので、その点で周知は一歩進められるかと思っているところでございます。その他の周知につ

きましては、その動向を見てからまた随時判断していければと思っております。 

○鈴木（ひ）委員  多分、この制度そのものを知らない方が多いのではないかと私は思うのです。ケ

アマネージャーの方も知っているかどうかという思いがするのですけれども、ケアマネージャーの方な

どにもぜひ知らせていただいて、こういうものが使えますというのをお知らせいただけたらと思います。 

 それからこの条件というのが、自治体によって違うのです。幾つかの区を見たのですけれども、世田

谷区は、要支援からこれを対象にしています。それから江東区や葛飾区は要介護１から、渋谷区も要支

援から対象にしているということで、品川区は要介護３からなのですけれど、この対象もぜひ拡大して

いただきたいと思うのですが、いかがでしょう。 

○寺嶋高齢者福祉課長  この控除の制度そのものが、要介護者控除ではなく障害者控除という、そも

そもの制度で、障害者に準ずるという判断は非常に難しいと思います。品川区の場合は、極力わかりや

すいということで、要介護３以上ということで一律決めさせていただいております。それについては、

判断がぶれるということは一切ございません。他区のご案内が今ありましたけれども、要介護２、１を

対象にしている区というのも実際にありますが、それだけで全てをやっているというわけではなくて、

そのかわり、例えば認知度が幾つ以上とか、自立度が幾つ以上という条件を付してやっているというと

ころも実際には聞いておりますので、品川区の対象については、まず制度の趣旨から言って、今の状態

で変更する考えはございません。 

○鈴木（ひ）委員  ぜひこれは、ある制度を活用して負担を軽減するというところなので、収納率

アップは本当に一生懸命取り組んでいただきたいので、こういうところについてもよろしくお願いしま
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す。 

○鈴木（真）委員長  次に、たけうち委員。 

○たけうち委員  ９９ページ、それから１２７ページで、それぞれコンクリートブロック塀等安全化

支援事業について伺います。 

 これは、大阪の北部地震で子どもがブロック塀の下敷きになったことを受けて、平成３０年１２月か

ら補正予算でスタートした事業でございますが、平成３０年度については約４か月ということで、実績

については、撤去が５件、それからフェンス等を新たに設置したのが２件と伺っておりますが、今年度

については、まだ途中ではございますが、ほぼ１年近くたっておりますので、今の実績について、また

それについての評価、また課題、成果等がありましたらお知らせください。 

○長尾建築課長  ブロック塀等安全化支援事業の今年度の実績は、２月末現在ですけれども、助成件

数としましては２３件ございます。除却は２３件、そのうちフェンスの新設も伴うものが８件となって

おります。また、事前相談、助成制度の利用をする・しないにかかわらず、塀の安全化の部分でのご相

談も含めてですけれども、今の時点で１０６件ほどございます。そのほか、近隣の方からの陳情なども

含めると、もう少し件数としては増えているような状況です。今年度につきましては、約１年間、事業

を実施してまいりまして、昨年度の３～４か月ほど行った件数よりも、件数としては若干伸びている状

況ではございます。 

 また、事業の課題といたしましては、広報しながわであるとか、チラシを見て初めて知ったという方

が、今の年度末が近づいている時点でも、やはりお問い合わせがあったときにお話としては伺っており

ますので、まだ周知に関しては引き続き力を入れていく必要があるかと考えております。 

 また、評価としましては、かなり長い、１件当たり３０ｍほどのブロック塀の除却の案件などもあり

まして、一件一件見ていく中でも、やはり道路沿いの安全化に寄与していると感じているところでござ

います。 

○たけうち委員  これは、件数が多いか少ないかというのは、私も何とも言えないのですけれども、

非常に頑張っていただいていると思っております。ただ、相談が結構あるにもかかわらず、なかなか結

びついてこないのか、工事の関係なのか、ちょっとわからないのですが、そのあたりがどうなっていく

のかというのはちょっと心配でございます。１２７ページの、１０分の１０の東京都のほうが、多分、

撤去だと思うのですけれど、ほとんど持ち出しなしで撤去できますので、ぜひ周知をしっかりしていた

だいて、特に通学路上の安全対策というのがやはり大事かと思っておりますが、当初もいろんなところ

で聞き取りなどもやって、区内の全てのところを回って、委託だと思いますが点検していただいて、そ

うしたものが一応、一通り、ある程度解消されてきたという感じなのか、それともまだまだなのかとい

う、その辺がわかれば教えてください。 

○長尾建築課長  まず、通学路の安全対策というお話がございましたが、昨年度、区内全域につきま

して調査を行いまして、塀がどこにあるか、あとブロック塀なのか万年塀なのか、どういった塀がどの

ぐらいの長さあるかという基礎的な調査を終えております。今年度につきましては、調査結果を踏まえ

まして、その塀のあるお宅・建物に個別にポスティングを行いまして、事業の周知を図ったところでご

ざいます。そういった中で、周知は今年度も行っておりますが、また次年度以降も、いろんな形で周知

を引き続き続けてまいりたいと考えております。また、ご相談が１００件を超えるほどございまして、

実際に助成を利用していただいた件数としては少なくはなっておるのですけれども、お話を伺っている

中では、やはり工事の見積もりをとるなどの準備も必要ですし、制度を利用する・しないは別として、
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今後、安全化を図っていくために、今できる準備として情報を知っておきたいというようなお声もいた

だいているところです。 

○たけうち委員  基礎調査の実績を踏まえていただいて、特に危険なところ、通学路上など、そうい

うところを、優先順位をつけて、ぜひ対応していただきたいと思っております。 

 そんな中で、私も昨年、西大井五丁目内に警察の寮があって、そこのブロック塀が非常に高いのと古

いのと、危険だという声をいただいて、区から確認してもらったら、今年度中に撤去するという話だっ

たのですけれど、まだ撤去されていないのです。それで東京都にちょっと確認したら、これはしようが

ないのでしょうけれど、やはり工事の入札が不調に終わってしまったということで、新年度やりますと

いう、新年度のいつかわからないというのです。当初、これは区を通して聞いてもらっていますので、

区からももう一回、東京都に。伊藤小学校の通学路上なのです。生徒、子どもたちが大勢通りますので、

非常に危険な状況なので、ぜひ区から一報、入れていただきたいと思うのですけれど、いかがでしょう

か。 

○長尾建築課長  今お話のありました個別の案件につきましては、直近でこちらからも東京都に確認

いたしました。もともと今年度、道路沿いを含め、万年塀がございますので、そちらの塀を除却しまし

て、軽量のアルミフェンスを設置するような計画で、東京都としても考えていたところではありました

が、今、委員がおっしゃったように、入札不調で今年度の工事実施ができなくなったと、こちらも聞い

ております。また次年度に改めて工事を実施するようなお話も、あわせて確認しております。また年度

が変わりまして、進捗といいますか、実施に関しましては、区としましても都に求めていきたいと考え

ております。 

○たけうち委員  わかりました。ぜひ教育委員会も、学校にもお伝えいただきながら、またそこに限

らず、もし危険なところがありましたらぜひ積極的に、なるべく早く対応していただければと思います

けれど、一言ありましたらお願いします。 

○有馬庶務課長  学校も、その当時は安全点検をやらせていただきまして、その結果を建築課にも情

報提供ということで情報共有してございますので、そういったところの点検をまた積極的に、またお互

い情報をとりながら進めていければと考えております。 

○鈴木（真）委員長  次に、大沢委員。 

○大沢委員  ９５ページ、感染症予防費と、１０９ページ、歩行喫煙防止推進経費にします。 

 まず最初に歩行喫煙から聞きますけれども、今度、たばこを吸う場所でコンテナということで、プレ

ス発表に載っていましたけれど、これは基準というか条件というか、設置するに当たっての基準や条件

というのがあるのであれば教えてください。 

○黛生活安全担当課長  明確な基準につきましては特にないところでございますが、いかんせん、物

が大きゅうございますので、それなりに用地があるというところが条件になろうかと考えております。 

○大沢委員  それなりにキャパシティーのあるところで、大体どれぐらいの広さのコンテナになるの

か教えてください。 

○黛生活安全担当課長  今回、大井町に導入する予定の喫煙所につきましては、大体４ｍぐらいの大

きさのものと考えております。長いほうで４ｍ、短いほうで２.５ｍぐらいというところでございます。 

○大沢委員  そうなると、大井町ですから、大体、場所は想像できるのですけれども、従来、どうも

たばこを吸う方たちが集まっていらっしゃったところに設置するということでいいわけですね。 

○黛生活安全担当課長  現在、設置しております灰皿のところから少し後ろのほうにずれまして、通
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常、猫公園と言っている、今、公衆便所が置いてあるところがございますが、その後ろあたりに置かせ

ていただければと考えております。 

○大沢委員  いかんせんとか、いろんなお言葉をいただいていますけれども、ちゃんとこれはできる

というか、さっきも４ｍと２.５ｍということで、今、課長から伺った中では、情報というかご答弁が

非常にはっきりしていない、曖昧な表現のところがあるのですけれど、これは新規事業ですから、もち

ろん大丈夫で、きちんとできるわけですね。 

○黛生活安全担当課長  業者の方にも現場を見ていただきまして、この大きさであれば入るというこ

とで確認はとっております。 

○大沢委員  業者ではなくて社会ニーズ、本当にニーズがそこにあるのかどうかということです。や

はり、行政である以上、費用に対して効果というものが非常に大きなファクターを占めると思うのです

けれど、そこのところは把握されて２カ所設置するということで、お取り組みになられたのでしょうか。 

○黛生活安全担当課長  現在、喫煙をめぐる情勢が大変、世の中で厳しくなっていると認識している

ところでございます。そういう中において、たばこを吸われる方、そして吸わない方が、ともに快適に

過ごしていただくためには、この閉鎖型の喫煙所は大変重要な役割を持つのではないかと考えていると

ころでございます。 

○大沢委員  それでは、今後、適当な場所、ニーズの高いところがあれば、これはもちろん検討して

いただけるような事業ということで心得てよろしいわけでしょうか。 

○黛生活安全担当課長  委員のご指摘のとおりでございます。 

○大沢委員  そこのところで、当然、外に煙を排出するわけですけれども、そこの煙のにおいについ

てはどのようになっているのか。これは個人的に聞けばいいのですけれども、今、ついでなので聞かせ

ていただきます。 

○黛生活安全担当課長  このような喫煙所を先行して設置しました足立区に、私は実際に行ってまい

りました。いわゆる換気扇でございますか、排気口の直下、４５ｃｍぐらいのところに私は立ったので

すけれども、そこでたばこのにおいがほとんどしないというような、高性能の空気清浄機を備えつけて

おり、私どももそのような清浄機をつける予定になっております。 

○大沢委員  なかなか、たばこを吸われる方には肩身の狭い世の中になってしまいましたけれども、

心地よい喫煙ができるようにお願いしたいと思います。 

 では、次に感染症対策にいきますけれども、感染症対策の取り組みについては、冒頭、お話がありま

したので、取り組みについては詳しいことは伺いません。今回の予算特別委員会におきましても、委員

長の発案により、議会も工夫して、またそれに対して行政当局も、コロナウイルスに対する戦いを私た

ちは今している最中でありまして、最近、問題になっているのはクラスターというところであります。

そこで、先ほど１ｍ以内は非常に危険な距離だということで話を伺いましたけれども、そこのところは、

飛沫感染あるいは接触でしょうか、実際のところ、行政については区の方から、そのような相談とか、

いろいろな部分が寄せられているのか教えてください。 

 飛沫感染、接触感染について、これは非常に危険なものなのか、あるいは単なるマスコミというか、

情報レベルで危険だとされているものなのか。その辺というのは、どのように私たちは捉えていいのか

教えてください。 

○鷹箸保健予防課長  今般の新型コロナウイルス感染症につきましては、飛沫感染・接触感染によっ

て感染が伝播すると言われております。その内容については、より具体的な内容というのが、専門家会
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議が開催されることによって少しずつ明らかになってきている状況ですが、それに合わせまして、区の

ホームページに最新情報について掲載させていただいております。一番新しいところで、現在、掲載さ

れているものには、「コロナウイルス感染症とは」ということで、細かく、区民の方にわかりやすい形

で、情報提供させていただいております。また、区報にも、そこも含めて情報提供しています。 

○大沢委員  それで、ここで閉鎖された空間ということで、今、私たちは第１委員会室という大きい

ところでやっていますけれども、第２委員会室は、ちょっと見たところ、この部屋の３分の１ぐらいに

感じられますが、先ほど私は間違えて戸をあけてしまって、中をのぞく機会がありまして、どう見ても

間隔が、先ほど行政の方から、１ｍ以内は危険だというようなお話をいただきましたけれども、１ｍ離

れていないのです。私と隣にいる議員というのは非常にくっついておるわけで、そういう意味では、今、

第２委員会室で私たちの質問に対して備えている理事者の皆さんが不安を抱えながらやっていらっしゃ

るのではないかと察するところでありますけれども、そこのところをどのようにお感じになられますで

しょうか。ご意見をお聞かせください。 

○鷹箸保健予防課長  閉鎖された空間での接触は避けるというふうになっておりますが、手を伸ばし

たら届くくらいの距離という近さと、あとは閉鎖空間、もう一つは、会話あるいは会食などで、具体的

に飛沫が飛び交うような環境が一番危ないと考えられております。昨日の報道などでもかなり詳しく取

り上げられておりましたけれども、例えばカラオケボックスといったところでの接触が危ないと考えら

れています。 

○大沢委員  これでもうやめますけれども、カラオケボックスより、もっと環境は悪いです。くっつ

いているのですから。さっき、たまたま私が見てしまったので。たまたまというのは、なかなか怖い部

分がありまして、先ほどたまたま私は間違えた。これは何か、ちょっとお話をさせていただかないと、

職員の方は十分な安心感を持って仕事ができないのではないかと。我が身を逆に置きかえると、ちょっ

と心配になったもので、この質問をさせていただいて、終わります。 

○鈴木（真）委員長  次に、石田秀男委員。 

○石田（秀）委員  私は、６７ページ、公園運動施設使用料、それから５６ページ、特別区交付

金、５４ページ、地方消費税交付金でいきます。 

 公園運動施設なのですけれども、先週、スポーツ協会で、コロナ対策で各団体が集められました。お

願いがありました。本当に危機管理が大変なのだと。だから、危機管理の意識を持ってほしいというこ

とで、感染拡大を防ぐため、大会等を自粛してほしいという要請がありました。それを受けて、外の競

技団体も含めて、どうしようかという協議をして、ではコロナ感染拡大を防ぐためにやめようかという

ことで、例えば天王洲公園、天王洲公園野球場、勝島、子供の森公園とか、子どもたちというか少年野

球も、学校が休校なのにやるわけにいかないということで、それはもうみんな、いろいろ大会を中止し

ました。 

 ところがそうなったときに、キャンセルがあって、その後、予約状況は空きになる。それで何か入っ

て、そこで、そういう大会等や試合等をいろいろやることになると、そういうところが、感染拡大防止

で協力しているのだけれども、そこが試合をやっていると、そこの連盟などが何をしているのだみたい

な話になるという話になって、そういうものは一切、防いでほしいという話が、連盟でも出ましたし、

少年野球連盟でもそういう話が出た。そういうことを踏まえて、そこのところはぜひ何らか、鍵を開け

ないでほしいとか、そういう対応ができると思っていますので、ちょっとその辺のところは、この期間

はもう使わないということをぜひ決めてほしいと思いますが、そこのところを聞かせていただきたいと
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思います。 

 それから特別区交付金なのでありますけれども、都市計画交付金が都市計画税に占める割合

は、７.３％と我々は大体思っているところでありますけれども、現実は、令和２年度の予算見込みで

も、都市計画税２,５４４億円に対して都市計画交付金２００億円、約８％ということになっています。

過去５年間の実績でも、この決算上でもいくと、大体７対３ぐらいは使っているのだろう。そうすると、

見込みで見合う額というのは８００億円だとすると、ここで約６００億円の差があるわけです。もちろ

ん、都区財政調整など、いろいろあるわけだけれど、ここの部分について、もちろん特別区側も、都が

実施している都市計画事業の実施状況が明らかにされていないとか、また基礎自治体が行う都市計画事

業の財源である都市計画税が原資でもあるにもかかわらず、充当対象事業が非常に制限されている。ま

た、上限が２５％プラスマイナス１０％とか、こういういろいろなことが来ていて、今、特別区側も相

当言っていただいているのはわかっているのですが、この部分について、何か動きがなさ過ぎるのでは

ないのか。この割合をやはり変えるという議論がもうちょっとあって、どういうふうになっているのだ

という情報が、全くここの部分については、私の不勉強かもしれないけれども、よくわからない。ぜひ

その辺のところを教えていただきたいと思います。 

 それから、先ほど地方消費税のお話もありましたけれども、これは１９９７年に消費税率が３％か

ら５％に上がったときに導入されたということでありまして、このときの目的というのは、地方も財源

が非常に厳しいだろうということがあって、地方消費税は各自治体に還元される税であり、地域活性化

を考える上で非常にこの税は重要だということで、これは導入した。役割がある。だから、その役割。

だから、ここにありますように、社会保障費などもあるわけですから、そこについて、しっかり、もち

ろん役割を把握されていると思うけれども、そこのことをお聞きしたいのと、あと分配の割合が、先ほ

ど２０１８年４月１日から、７５％、１７.５％、７.５％とあったものが、消費額というか、消費の地

域ですね、消費の額と人口で、５０％・５０％になったのだけれども、この制度がこういう形に変わっ

たことで、今までの割合。例えば、品川区に入ってくる割合でもいいです。こういうところ、我々のと

ころに入ってくる部分が削られたと私は思っているのだけど、この辺のことも教えていただきたいと思

います。 

○中元スポーツ推進課長  公園・運動施設等の予約があった場合の、キャンセルされた場合の取り扱

いでございますが、委員のご発言にありました趣旨を受けとめさせていただき、コロナウイルスの感染

拡大防止ということを本当に目的としまして、今後、コロナウイルス感染症に係る自粛がありまして

キャンセルされた場合につきましては、次の予約が入らないように、さまざまな形で広報する形で運用

を定めてまいり、実施してまいりたいと考えているところでございます。 

○品川財政課長  まず、都市計画交付金のほうでございますが、確かに毎年、財政調整交渉は行って

いるところでございます。従来から、都市計画交付金自体の配分が問題視されているというところにつ

いては、委員からお話があったとおりでございますが、この辺の部分の補いという形で、やはり財政調

整交付金で金額は補っているというような形をとってございます。財政調整交付金で、その他諸費とい

う項目の部分がございまして、この中で、特別区の都市計画交付金に係る地方債収入相当分というとこ

ろも、財政調整交付金で負担しているというような形をとっております。これは、４年間ぐらいに分割

して、かかった事業費を払うというような形をとってございます。 

 それから、地方消費税の交付金のほうでございますが、平成３０年に、やはり算定方法が変わってお

ります。通常は、やはり都心のほうに、不利になると言うとあれなのですけれども、従来は、今、委員
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のほうでお話があった３つのパターンがあるのですけれども、これを見ますと、人口、あと従業員数、

それからその地方で消費する金額が、算定根拠となっておりまして、現在、平成３０年の改正があった

時点で、人口を５０％、それから売り上げといった部分を５０％という形で、従業員は該当しなくなっ

たというような流れがございます。かつ、消費の中では、大店舗とか、そういう店舗でも該当はしない

というような形で、大分、都心の自治体に対して厳しいような状況がございます。そういうところで、

これは国に対して声を上げていきたいと考えております。 

○石田（秀）委員  地方消費税は、多分、応益性は、税収の格差などの点からも、地方税としては望

ましい性質を備えていると私は思っておりまして、そう考えると、税収確保能力から見ても、今後、必

ずこれは地方税の柱になってくるということを思っておりますので、ぜひその意識を持ってもらいたい

と思います。 

 それから都市計画税の部分は、ぜひ積極的にやっていただいて、財政調整交付金の配分割合など、い

ろいろもちろんやっていらっしゃるのだけれども、ここの部分にしっかり明確に手を入れていくという

ことも私は大切だと思っておりますので、よろしくお願いします。 

 それから公園施設は、ぜひよろしくお願いします。 

○鈴木（真）委員長  以上をもちまして、本日予定の審査は全て終了いたしました。 

 次の会議は、６日金曜日、午前１０時より開きます。 

 本日は、これをもって閉会いたします。 

○午後６時０１分閉会 

                                              

委 員 長  鈴 木 真 澄 


